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序

　本稿の目的は，オランダのいわゆる環境アセスメント制度の運用を，一

般的な行政制度の運用の観察枠組に従って紹介し，オランダ行政・政策研

究，および，環境アセスメント制度の比較研究の，基盤的知見を紹介しつ

っ，一定の解釈を付与するものである。環境アセスメント制度の仕組に関

しては，別稿に記述してあり，本稿はこの別稿を前提としているので，参

照されたい（金井1999）。観察枠組は，基本的には旧稿で使用したものを

利用するが，若干の削除と付加がされている（金井1994－96：（3）一（5））。

第1は，旧稿では「環境」とされていたものを，「周与」と呼換えてある。

第2に，事業運営の内容は，手続段階に即して区分されている。第3に，

事業運営・調達運営の後に，「回転」という領域を追加している。これら

を合わせて，運用と呼ぶ。但し，運用のもう1つの要素である「変化」に

ついては，扱わない。また，回転は，大きくは，「維持」と「弁証」に分

かれる。

　なお，本稿で［事例］とするものは，それぞれ環境影響報告委員会の助

言である。［事例1・2・3］は，住宅立地を含む州地域計画（streekplan）

改訂の環境影響報告であり，［事例1］は指針助言，［事例2・3］は審査

助言である。このうち，［事例1・2］は同一案件である。［事例4・5］

もスキポール空港拡張という同一案件であり，［事例4］は審査助言，［事

例5］は補充審査助言である（Cmer1992a，1993，1994a，1994b，1995a）。

1　観察対象

本稿の対象は，オランダの環境アセスメント制度であるが，具体的に

は，環境影響報告制度（milieu－effectrapportage，mer）である。その中心

は，環境影響報告書（milieu－effectrapport，MER）を作成させることであ
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るが，それに係る一連の活動が環境影響報告制度である（Ammerlaan＆

Rood1994：97）。環境影響報告制度は，オランダの行政制度の中では，例

外的に，日本での紹介が多い対象である（国立国会図書館調査立法考査局

1992a，1992b，1992c，1992d，環境影響評価制度総合研究会1996，環境庁企画

調整局環境影響評価課1995，松村1996，1997a，1997b，大塚1996，デ・ボア

1996，井村1996，倉阪1996，加藤1996，長谷1993，東京海上1992，金井

1999）。従って，本稿は，行政学の一般的な観察枠組を用いて，環境影響

報告制度の運用の特徴を観察することが主眼である。

2　事業運営

2－1　選　　別

　環境影響報告制度の公式手続は開始通知から始まるが，その前提は，対

象の特定である。対象設定における確定型の他は，事業運営における選別

に，その具体的な特定が委ねられている。具体的には，判別，免除，州条

例指定，自発である。

　（1）判　　別

　判別の決定は，周与主体である有権当局に委ねられ，運用機関が直接に

行わない。従って，運用機関は，仕方に関する情報・知識を提供して，間

接的に起導者・有権当局を誘導しようとする。これが，住宅空間整序環境

省が開発した，判別手法（beoordelingsmethodiek）の機能である（VROM

＆LNV1994a＝119－123）。判別手法はあくまで，周与主体に対する「手助

け（handreiking）」である。判別手法は，質問リスト（vragenlijst）への記

入という形態である。質問リストは，起導者が営為の特徴を記入する部分

と，有権当局が判別のために記入する部分とからなる。この判別手法は，

重要帰結ないし不確実性の有無を突き止めることを目差す。

　第1に，起導者は，提案営為に関する特徴を，質問リスト1によって回
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答する。有権当局は営為の規模や立置に関する認識が得られる。また，起

導者は営為の介入性に関する意識を持ち，環境態度への改善も期待され

る。記入事項は，一般的情報，工程資料（procesgegevens），土壌・地下

水，排出，交通・輸送，生態的・文化歴史的・景観的価値，空間整序など

である。多くの質問は「はい（ja）／いいえ（nee）」の形態である。これ

は，明解化と短時間処理のためである。有権当局は，起導者の記入した回

答の正確性・充分性を検査する。第2に，有権当局は，質問リスト2A

（deel　A）に記入し，生じ得る大きな影響を特定する。相対的に小さな帰

結は外される。質問は，環境側面（milieu－aspect）ごとに二段式である。

1つは，当該環境側面において，帰結があり得るかである。「はい」との

ときには「大きな影響」として確定される。2つは，この質問に回答する

ための補助質問群であり，いくつかに該当すると「大きい」となる。第3

に，有権当局は質問リスト2Bへの記入を通じ，生じ得る大きな影響の

重大性・意義・利害を判別する。例えば，影響の出現の蓋然性，影響の一

時性ないし恒久性，影響の可逆性，緩和方策（mitigatie　maatregelen）の

可能性などである。判別の基準は，法定規範や有権当局が確定した環境・

空間整序政策である。これらが，中心基準である性質・規模・立置などの

環境影響報告制度の法定条件と結合される。第4に，「特殊事情」かどう

かを通じて，環境影響報告書の要不要を有権当局は決断する。

　なお，この段階で得られた情報は，後の段階の事業運営にも有用であ

る。質問リストの記入事項は，若干の修正によって，開始通知にそのまま

使える。また，不確実性に関する認識は，指針を作るときの重要な入力に

なる。

　（2）免　　除

　免除の事業運営は，法定条件への運用本省機関の解釈に係るが，法定条

件より詳細な選別基準は明らかではない。また，環境影響報告委員会に諮

問されるが，委員会助言の重要性は，指針助言・審査助言ほどは明かでは

ない。作業は，現地訪問を加えて，審査作業と同様の方法で，作業集団に
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よって行われる。作業集団は免除を与える条件を満たすかを助言する。ま

た，申請が不充分な情報しか含まないときには，免除を認めないという助

言を行う（Cmer199X：12）。免除の事例としては，以下のようなものがあ

る。天然ガス・石油の放出のために，累層水（formatiewater）を地中に

注入する営為に関し，以前に南東ドレンテ（Zuid－Oost　Drenthe）において

環境影響報告書を作成した。同様の営為を，フローニンゲンのボルフスヴ

ィア（Borgsweer）とロッテルダム近辺の西ネーデルラント（West－Neder－

land）で行う際に，類似として免除が認められたものがある。なお，これ

までのところ，「早急に企図することへの一般利益」に該当した免除の事

例はない（VROM＆LNV1994a：41）。なお，かつて多かった「重要な負

の帰結のない事情」による免除は，法定条件の変更により不可能となり，

現在では免除の件数は減少した。

　（3）州条例指定

　州条例指定の事例としては，1993年3月1日施行のヴァッデン区域

（Waddengebied）に関する州条例指定がある。ヴァッデン区域に関連する

北ホラント・フローニンゲン・フリースラントの三州が合同（gezamenlij－

ke）して，環境影響報告に係る同一条文の州環境条例を定めたのである

（ヴァッデン区域州条例第5．3節（Tite1））。ヴァッデン区域とは，ヴァッデン

海（Waddenzee）とそれを境界とする自治体の区域である。ヴァッデン海

とは，1993年2月のヴァッデン海計画中核決断第3部（dee13van　de　PKB

－Waddenzee）に添付されているヴァッデン海文書（Nota　Waddenzee）の

地図に示された区域である。その点で，指定条件にある「特別意義」があ

ると選別された（VROM＆LNV1994a：289－296）。

　具体的な対象設定は，条例別表第8Bによって，営為・場合・決定の

形態に従って行われている（条例第5．3．1条第！項）。但し，航路の建設，航

空用地の建設・改造・利用，土地埋立・干拓・堤内化などに関しては，

「全ての場合」として裾切りはない。また，免除の可能性も設定され，運

用機関である州執政部に対して行われる（条例第5．3．2条一第5．3．9条）。
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表2－1（4）

　　VROM＆LNV1994a：43

　（4）自　　発

　自発型環境影響報告の適用の同意は，運用本省機関が直接に行う。適用

は義務ではないから，有権当局・起導者がまず適用の要請を行うことが前

提となる。従って，運用本省機関は，自発的適用の事例を示して，有権当

局・起導者に対して，間接的な関与を試みる。1994年までの適用事例は13

事案である（表2－1（4））。適用に至った理由は多様であるが，多くの場合

において，営為が本質的な環境帰結をもたらすことが予期され，前もって

明示的な関心を払い，認識を得る必要が生じたことが挙げられる。また，

実例からは，環境影響報告が義務でない中規模営為で，環境側面に統合的

なイメージが求められたときが多い（VROM＆LNV1994a：42－43）。ある

いは，いわゆる戦略的環境アセスメントの試みも，自発型として行われて

いる（Verheen1996＝88，Wood1997：280）。

2－2　指　　針

（1）開始通知
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　起導者に良質の開始通知（startnotitie）を提出させることは，環境影響

評価制度の最初の事業産出であるが，同時に，この開始通知は環境影響評

価制度にとっては，重要な情報資源の調達運営でもある。開始通知は，そ

れ自体を公表することで，周与に情報を提供するとともに，環境影響報告

書での代案の範囲と収集情報の深度を示す。開始通知は起導者が作成する

のであり，運用機関はこれに間接的にしか関与しない。そこでは，条件・

手続などの仕組を前提に，内容と作業方法の点から情報提供することで，

事業運営が行われる（VROM＆LNV1994a：46）。

　①内　　容

　内容に関わる令定条件は，氏名・住所，目標，営為の規模・性質・場

所，関連決定，環境帰結である。しかし，この令定条件だけでは起導者の

行動を適切に制御できないため，運用機関は，不明確な条件に関する説明

と事例とを示す。

　課題設定・目標（probleemstelling　en　doe1）は，代案の範囲画定に影響

する。例えば，提案営為が新規道路の建設であっても，課題・目標が異な

ると代案も異なる。目標がAB間の交通連絡の改善ならば，代案は，新

規道路の画線，既存公共交通の活用の可能性，鉄道新線の建設などとな

る。これに対して，目標がAB間交通の危険・渋滞の改善ならば，既存

道路の高規格化，バイパスによる既存の隆路の解消，高速・低速交通の分

離，新規道路の面線などとなる。つまり，課題設定は代案の絞込み

（zooming）の妥当性に影響するのである。規模・性質・場所の概略も，

想定される代案や，最親環境代案への方策などを示すことになる。

　［事例1］における関連決定の概観は，表の通りである（表2－2（1）①）。

関連決定では，第1に，環境影響報告書が作成される決定の種別が問われ

る。すなわち，廃棄物十年要領（Tienjarenprogramma　Afva1）や電力供給

構造大枠（Structuurschema　Elektriteitsvoorziening）のような戦略的計画

の決定に係るのであれば，代案は漢然としたものとなる（AOO1992，EZ

1994）。これに対して，肥料工場の許可などのような具体的プロジェクト
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表2－2（1）①　（その1） Cmer1992a　32，34

　　　　　　　　　既定決定の概観

Overz互cht　van　eerder　genomen　besluiten

Ruimte1魁ke　Ordel廿ng

Vierde　Nota　over　de　Ruimte1りke　Ordening〔1988〕

Vierde　Nota　over　de　Ruimte1りke　Ordentng　Extra（VINEX1991）

Werkdocument　Geleiding　van　de　mobiliteit　door　een　locatiebeleid　voor
be〔1司ven　en　vooEien血gen

Perspectieven　schets　Ruimte均ke　Ordenmg－2015〔19911

Deぬndstad　op　weg　naar2015；Studienota　verstede1U㎞g％ndstad1995－
2015｛1990〕
Structuurschets　voor（ie　lande1りke　en　ste〔ie1Uke　gebleden〔1989）

Inteη）rovtnclale　Verstede1萄㎞gsvisie　op　de　Randstad〔1990〕

StreekplanAmsterdam　Noordzeekanaalgebled（1987）
Structuu四isle　Noord－Holland2015

Beste㎜血gsplanGuisveld〔19921

Volkshuisvesting

Nota　Volkshuisvestmg　illl　de　jaren　negentig〔1990）

Bouwen　in　het　Zaanse　Miheu〔19911

Milleu

Nationaal　Milleubelel（1splan〔NMP，19891

Nationaal　Milieubeleldsplan　Plus〔NMP－plus，1990）

Derde　NotaWaterhulshouding〔1989〕

Miheubeleidsplan　prov血cie　Noord－Holland

NotaWaterhuishoudlng　Provincie　Noord－Holland

Landbouw，Natuur　en　Landschap，Recreatie

Structuurschema　Landlnnchttng〔1986〕

Structuumota　Landbouw〔19901
Structuurschema　Natuur　en　Landschapsbehoud〔1984）

Natuurbeleldsplan〔1990）

Meeりarenplan　Bosbouw（19861
Structuurschema　Openluchtrecreatle〔1984）

Stmctuurschema　Landbouw，Natuur　en　Openluchtrecreatie〔Lo．〕

Visie　op　Landschap〔19911

Beleidsnota　Natuur　en　Landschap　in　Noord－Holland（1987｝

Beleldsplan　Recreatie　enToerisme　van　de　provincie　Noord－Holland〔1987｝

Van　Nota　ecologlsch　beheer　naar　Regel血g　ecologisch　beheer　m　Noord。Holland
l19891
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　　　　（その2）

一　　　　　　　Nota　Landmnchtmg　voor（1e　provmcie　Noord－Holland

－　　　　　　　　Randstad　groenstnユctuur血Noord－Holland，beleidsvisie〔1990）

一　　　　　　　Beleidsnota　Natuur　en　Landschap，Deelnota　ecologlsche　stmcturen　en　nεしtuur－

　　　　en　　landschapsbouw，　beleldsvisie　ontwikke1血g　　provinciele　ecologische

　　　　hoofdstmcturen（19911
－　　　　　　　　Provinci61e　ecologische　hoofdstn』ctuur（1991）

一　　　　　　　Verbl血dmgszones　m　de　ecologische　hoofdstmctuur　van　de　prov血cie　Noord－

　　　　Holland〔verschUnt　bmnenkort）
一　　　　　　Globale　begrenzing　Tweede　fase　relatienota　en　natuurontw曲ehng　op

　　　　landbouwgrond〔1991〕

Verkeer　en　Vervoer

Tweede　Stmctuurschema　Verkeer　en　Velvoer（SVVII，1990）

PlanvanAanpak　Schlphol　en　omgeving

Economie

R功ks　Regionaal　Economlsch　Beleid

Provinciale　Nota　Economisch　Beleld

〔i．o．＝inontwlkkeling〕

に係るのであれば，代案も，加工技術，騒音防止策，搬入搬出経路などの

具体的なものとなる。第2に，既定決定やその法的拘束性が重要である。

例えば，道路画線においては，第2次交通・輸送構造大枠（Tweede

StructuurschemaVerkeerenVervoer，SVVII），第4次空間整序構想補充版

（VieredeNotaoverdeRuimtelijkeOrdeningExtra，VINEX），全国環境政策

計画（Nationaal　Milieubeleidsplan，NMP）などが，枠付け決定である

（V＆W1990，VROM1993，1989）。用途計画で工業用地を確定するときには，

地域計画，州環境政策計画，自治体の関連文書（nota）などが枠付けとな

る。このように，既定決定が代案の幅を狭めるときには，有意味な代案を

排除しないように，代案の候補リストを明示すべきである。また，近年は

公式決定ではない協定（convenanten）が多用され，実質的には行動の幅

を狭めることもある。協定は環境影響報告書の作成される決定ではないか

ら，代案の範囲は協定によって狭くされるべきではない，というのが運用

機関の見解である（VROM＆LNV1994a：47－50）。

　②　作業方法
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　開始通知の作成でも，起導者と有権当局との非公式協議は有用である。

但し，これは義務ではないし，実際にも協議はされないことも多い。しか

し，非公式協議は互いを知り，その後の意思疎通を容易にする利点があ

る。特に，有権当局がどの点を重視しているのかが，明らかになることに

意味がある（VROM＆LNV1994a＝50－51）。運用機関は，起導者と有権当

局の相互緊張・対立よりも，相互理解・協力による品質確保を期待してい

る。また，開始通知は長過ぎてはいけない，とされる。実際の開始通知の

分量は，多いものでA4版60枚程度から，少ないものでA4版1枚半程

度までと多様である。同様に，内容の詳細性においても多様であり，単な

る表面的なものもある。一般にはA4版15枚から25枚くらいであり，こ

の程度が妥当と示唆されている（VROM＆LNV1994a：46，50）。

　地域計画には環境影響報告義務の営為が多く含まれているから，開始通

知のときには，後の手続段階で問題とならないように，計画の規定する具

体的なイメージを持つべきといわれる。また，国家治水機構の経験から

は，開始通知の前に，既にプロジェクトの必要1生についての偵察をしてお

くべきという。そうしないと，開始通知で示した課題設定が，環境影響報

告書の作成の段階で妥当しなくなると，他の目標のために必要だとして

も，有意味な代案が検討されないため，そのプロジェクトは頓挫するから

である（VROM＆LNV1994a：50）。良質の開始通知を作成しないと，起

導者自身が不利益を蒙る。

　（2）指針助言

　①作　　業

　指針の内容は有権当局の責任であり，運用機関である環境影響報告委員

会は，有権当局に指針助言を与えることで，指針の供与に間接的に関与す

る。また，指針助言を取入れることは，有権当局にとって義務ではない。

しかしながら，実際には，専門知識などの点から，指針助言は有権当局に

よって重視され，その大部分が指針に採用される。っまり，指針助言が指

針の原案である（VROM＆LNV1994a：54）。その意味で，環境影響報告
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委員会の実際の影響力は，法制上の単なる「助言」を超えたものであり，

また，そのような影響力を獲得・維持するように，環境影響報告委員会は

活動している。

　環境影響報告委員会に与えられた期間は，提案営為の公表から9週であ

る。［事例1・2］では，開始通知は1992年3月10日に作成され，3月16

日に有権当局からの諮問書簡を委員会は受理し（表2－2（2）①a），翌17日

に委員会は受理した旨の書簡を有権当局に送付し，公表は3月19日であり

（表2－2（2）①b），供覧は3月19日から5月19日までで，指針助言は5月

20日に行っている。［事例3］では，開始通知公表が1992年1月2日で，

指針助言が2月20日である。手続編制の趣旨からいって，供覧期間中に指

針助言は出さない。供覧期間中の意見参加・助言を斜酌するからである

（Cmer1992a：28，1994a：15）。

　委員会は案件が係ると，作業集団を構成する。実務的には，作業集団担

当技術事務局職員が，電話で専門家委員に作業集団への参加を要請し，作

業集団の構成が固まると，団員構成・開始通知・その他情報を委員に郵送

する。担当職員は，会合日程と助言論題を企画する。作業集団の作業の定

型は，現地訪問（10katiebezoek）から始まる。作業集団成員がその土地の

知識を得ることが，助言の品質を良くするからである。［事例1］では，

現地訪問は4月16日であった。一般的な現地訪問の式次第は，参加者紹

介，作業集団団長による環境影響報告制度・現地訪問の目的の説明，起導

者による提案営為の説明，有権当局による補足説明，団員からの質疑，用

地訪問，総括・最終質問である。法上助言者が参加して発言することも多

い。担当職員が第1次草案の起草に要する情報を充分に集めたら，作業集

団の会合を召集する。起草は過去の指針助言を参照に行われるが，最初の

ときには，団員への質問をもとに行う。第1次草案がまとまると団員に郵

送され，意見・修正案を求める。こうして，第2次草案のための作業集団

の会合が持たれる。なお，参加意見も参照されるが，一般には，担当職員

は最重要の意見のみを団員に送付している（Cmer199X：7－8）。
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表2－2（2）①b Cmer1992　26

　　　　　1992年3月19日付官報公表

Openbare　bekendmaking　in　Staatsco皿ant　nr．56d．d。19maart1992

　　　　　　　PROVlNC膣E
　　　　　　　♂

一d藁’㎞d

駐k；htl…jnen・

Voordat　het卜1ER　kan　worden　oPgesteld

dロenenricht』inentew・rden職㎎esteld，

waaraandeinhoudvanhetrapPoばdlentte
voldoen。Een　leder　wordt　m　de　gelegenheod

gesteld　opmerkingen　te　maken　over　de
Inhoud　van　de　vast　te　ste！len　ri⊂htliinen．

Mi‘ieu噌伍e⊂traPP・血ge（m．e．r。）ten

behoevevaneenparti壱le’5treekpl節・
herziening　betreπende　potenti釜le

wonhgbouwlokatie～in　de　gemeenten2．de　dlenst　Nllleubeheer，Amberhout　l

Zaan5tadenOostzaan　　　　　　teZaandaml
　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．het　gemeentehuis　van　Zaanstad，
GedeputeerdeSmtenvanN。。rd－H。“and　Banneh。flteZaandりk；
maken　het　navolgende　bekend．　　　　　　　4het　gemeentehuis　van　Oostzaan，
Ten　behoeve　van　de　besluiてvorming　ln乃ke　　　Kerkbuu戊14te　Oosman．

depa慮巳eleherzlenlngvanhetstreekplan
Amsterdam－Noordzeekanaalgeb監ed　　　　　Teven＄Ilggen　de　stukken　ook　buにen
（ANZKG）zal　een　m犀Ileu－effectrappoに　　　　kantooruren　op　de　In　dle　geりneenten

（NER）worden　op8e就eld。Hed》1ER　heeft　gebrulke111ke　wllze　ter　lnzage

beぴekking。P。nderz・eknaarp・tentide
！okaこies　voor　de　voorgenomen　bouwvan　　Inspraak。

3。OOO　toこ5000wonlngen　en　de　aanleg　van　Opmerklngen　met　betrekking　tot　de　te

ded－ee鐙menhangendemfr誠ruαuur　geven㎡chdilnenkunnen⑯t4meil卯2
hdegemeenten肋ns・denO。sロanin　w・rdeningediendenm鳳enw。rden
deperi。del995・2005・Het図ER皿l　ge舳t訟nhet¢腿曙e鴨ngedep鞭rde
w◎「den　oPge＄teld　door　het　provinclaal　　　staten　van　N◎ord．Ho聞and，

bestuur　van　Noord－Holland
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Po就bus　l23，2000卜1D　Haarlem．

Startnotitie．
De　wetteIllkvoorgeschreven　m．e．r．一pro－

cedure　is　aangevangen　met　hetopste”en

職neenmrtnotltie・DesロmouoelsoP
lOmaa陀1992d・。rhetc・”ege鴨n
GedeputeerdeSmtenvas㎎esteld．
ln　de　startnotitie　is　een　nadere　uiteenzet．

ungvan　devoorgenomen　acdvitelten

gegeven・

Ter’inzagelegging・
Van20maa㏄tot　l　g　mei　I99211gt　de5ロrt。

notにIe　tりdens　kantooruren　ter　inzage　bir

l．de　dlenst剛Ieu　enWatervan　de

　provinqeN・・rd・H・lland，Houtplein33
　te　H訟rlem；

Voor・nadere　in50rmatie　kunt　u　tele‘onisch

⊂ontaαopnemen　met　de　heer　Hoogen・

dorp（023・14378り鴨ndedienstNIlleuen
Wateren　deheerG．Ravesteiln
（023－i43312）van　de　d奪enst　Ruimte　en

Gr・en鴨ndepr・v‘ncleN・ord－H。lland．

Re据atie　MER∫parti己暫e　streekp書an6

herziening。
Het　MER　zal　worden　opgesteld　ten　behoe・

ve鴨ndebeslui“omlng匪nzakedepaば。ele
heπleningvanhetstreekplan　Hetstreek－
plan　zal　worden　vastgesteld　door　Provln－

oale　Staten　van　Noord－Ho”and　De　uロtvoe－

ring鴨n　de　In　deWetAlgemene　Bepalln・
gen　NI』euhγ90ene　oPgenomen　regelIng

lnzake　mIIleu。ef「ecu噛apPortage（m　e．r．）en

het　Besluit　m。e　r，zal　plaa底vlnden　door

Gedeputeerde　Sτaten（GS）van　Noord－

Ho”and　BII　Statenbeslult　van　I4mel　l990

z巳In　deze　mken　aan　GS　gedelegeerd

V邸te”匪ng鴨ndenchtlIlnen測con‘orm
eerder　genoemd　Sτatenbesluit　p［aatsvlnden

door　GS，in　overeenstemmlng　met　het

advles鴨n　de　S凱encomm膠ssle　yoor

NII匪euhγgi¢ne，EnergieenDmkwater
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　通例は，助言要綱（concept－advies）の段階で，起導者と有権当局との

話合い（bespreken）を経てから，作業集団の助言は発表される。［事例

1］では，5月14日に，有権当局と委員会の意見交換がされた。意見交換

では，助言の内容に関して議論（discussie）はせず，不明確性を除去を図

るだけである。従って，委員会は独立性を保っているといわれる。［事例

1・2・3］もそうであるが，委員会はほとんどの案件において，期限内

に指針助言を発表している（VROM＆LNV1994a：134－135）。但し，［事例

4］は，開始通知公表は1991年9月5日で指針助言が1991年12月4日なの

で，12週を要しており，事案が大問題であったためか，期限を過ぎている

（Cmer1994b　l33）。

　期限の遵守は，委員会助言の実質的な影響力を獲得するのに，不可欠な

条件である（Scholten1996）。これに対して，有権当局による指針の供与

は，期限（13週，起導者＝有権当局のとき8週延長可）を超過することが

度々ある。また，この超過に関しても，何の制裁も法定されていない。し

かし，この事態は必ずしも起導者を困らせない。なぜならば，実際には，

指針助言の大部分は指針に採用されるため，起導者は指針助言をもとに，

環境影響報告書の作成に取り掛かるからである。つまり，有権当局に期限

を守らせる仕組はなく，また，運用機関も有権当局に期限を守らせるよう

には運用をしない。そしてそのことが，実務的には，指針そのものより

も，指針助言を重視させることにつながる。［事例］では，基本的には期

限内に指針が供与されている。［事例1・2］では，指針は7月で延長期

限内である。［事例3］は，92年3月31日であるから期限内である。［事例

4］は，92年2月であるから，延長期限ごろといえる（Cmer1993113，

1994a：15，1994b：33）。

　②内　　容

　［事例1］の指針助言の構成は，表の目次に示された通りである（表

2－2（2）②）。指針助言は，ほぼそのまま指針として利用できるように，

報告書作成のポイントを詳細に指示したものとなっている。また，指針助
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表2－2（2）② Cmer1992a＝一1

　　目次

　　助言の要約

　　序
　　課題設定，目標，政策・決定

　　2．1課題設定
　　2．2　提案営為の目標

　　2．3決定
3．　提案営為・代案

　　3．1総説
　　3．2基礎資料

　　3．3代案・変種
4．　環境現状・環境帰結

　　4．1総説
　　4．2　土壌，地下水，表面水

　　4．3植物相，植生，動物相

　　4．4　景観，文化歴史

　　4．5騒音，大気，安全，生活環境，保健

　　4．6　間接的影響

　　代案比較

　　欠落知識，情報

　　事後評価

　　環境影響報告書の表出

ジ
一
1
4
5
5
7
7
8
8
8
9
1
3
1
3
1
4
1
5
1
6
1
7
1
9
1
9
2
0
2
0
2
1

ぺ

言では，参加意見への言及も明示される。冒頭に「要約」が付され，指針

助言の本文は「序」から始まり，要約と本文でA4版21頁である。また，

別添（bijlage）として，助言諮問の書簡，開始通知の公表，プロジェクト

資料，意見参加者リスト，既定決定概観が付される（Cmer1992a：24－34）。

「序」では，指針助言に至った経緯が述べられる。北ホラント州は，ザー

ンスタット（Zaanstad）近郊の3000－5000住宅の建築立地と，それに関連

するインフラの整備をすべく，アムステルダム・北海運河地区地域計画

（Streekplan　Amsterdam　Noordzeekanaalgebied，ANZKG）の部分改訂を行

うために，環境影響報告書の作成を決定した。起導者は州執政部であり，

有権当局は州議会である。助言を作成した作業集団の構成と，参加意見の
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受理にも触れる（Cmer1992a：1－4）。

　「課題設定」では，より広い枠組での設定を求める。過去10年間の住民

動向，年別建築住宅数，交通・輸送動向とインフラ，雇用・通勤動向，都

市発展の方向，環境・自然・景観・保養の動向，農園芸の動向に注意しつ

つ，営為が地域で果たす機能，解決を目差す課題，インフラヘの要請を明

らかにする。また，必要住宅数について，ザーンスタット市は2005年まで

に8550，北ホラント州は5000としているが，環境影響報告書では，近年の

住宅必要度調査に基づく，明確な住宅数の見積をする。開始通知では，既

存市街地内に2000住宅を見込んでいるが，これは土壌浄化が要るため国の

補助がなければ出来ないから不確実であり，従って，新市街地に最低5000

住宅の容量が必要である。開始通知では4つの立地が示されているが，参

加意見にもあったように，なぜ他の立地が除外されたかを明らかにする。

また，既存市街地内の不確実性と連動させた新市街地での段階的建築の可

能性，密集的建築の可能性，立地組合わせの可能性にも，関心を払う

（Cmer1992a：5－6）。

　「目標」は，開始通知によれば5000住宅の建築であるが，より明快に記

述するとともに，提案・代案営為の導出の仕方を明らかにする。さらに，

基準（normen），達成目標価値を作り，代案との比較の尺度（criteria）を

開発する。提案は実施中の計画枠組を背景としているから，「決定」では，

国・州・自治体の関連する合意，決定，政策提案を概観する。また，環境

影響報告書を要する決定を明らかにし，手続や進行時間を示す（Cmer

1992a：7）。

　「提案・代案」では，その前提となる「基礎資料」が要る。5000住宅建

築でも，単一新市街地立地か，既存市街地に一部を求めるのかのシナリオ

の違いがあり得る。この点にっいて，開始通知には出発点の記述がないの

で，報告書では明らかにする。また，提案営為は要領形態（program－

matische）で記載する。すなわち，住宅絶対数，1ha当たり住宅数，商

業・学校・医療・保養など各種施設（voorzieningen）とその規模・品質，
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既存市街地内住宅の可能性，住宅と施設の連関の段階化（fasering）など

であり，空間占有（ruimtebeslag）を数値で示す。交通・輸送システム，

地下水・表面水システム，エネルギー供給施設（特に都市熱供給）も示す

（Cmer1992a：8－9）。

　「代案・変種」としては，第1に，立地代案について，文化歴史・視覚

空間的（visuee1－ruimtelijke）・生態系的価値，土壌・地下水汚染，土壌利

用による公害，地区特性（静寂地区（stiltegebieden）など）などの特徴に

留意する。用途別の面積や，用途間の互換性を示す。開始通知では単一立

地を想定していたが，委員会は，環境衡量に基づいた立地組合わせ（com－

binatie　van　locaties）も代案として求める。移動に関係する影響，将来的

な交通網への計画期間の営為の位置づけも記述する。第2に，造作面の変

種を調べる。例えば，生態的造作（ecologische　inrichting），自己浄水シス

テム，無自動車街区（autovrije　wijk），高密度，都市熱供給などである。

また，造作の選択と立地の選択の論理的連関性も明らかにする。第3に，

建築要領（bouwprogramma）の変種の可能性を探る。各代案ごとに，環

境衡量から見た望ましい段階化や着工順序の変種を示す。また，住宅必要

度との関係からも，柔軟に対応できる段階化も探る。これらをもとに，最

親環境代案を記述するが，これは代案・変種の組合わせでもよい。委員会

としては，主題別接近（thematische　aanpak）に，意義があると考える。

自動車交通増大の限定，空間占有の限定，生態・景観価値の保持・強化，

エネルギー・地下資源の最適利用，持続的建築・管理などである。また，

零代案も比較のために記載される（Cmer1992a：9－12）。

　「現状・自動進展」では，既存文献・記述と実施した調査をもとに記述

し，不確実性は明示する。研究区域（studiegebied）は，営為によって影

響を受ける立地とその周辺であるが，環境側面ごとに区域は異なり得る。

生態的に重要な区域や，交通的に関係のある区域は，考慮に含まれる。

「環境帰結」では，次のような一般的指針を念頭に置く。環境帰結の推定

方法とその根拠，帰結の一時性／恒久性・回復性／不可逆性・短期性／長
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期性・累積性，環境側面別帰結と環境帰結間連関，緩和方策の結果予期と

有効性，正負の帰結と正の進展可能性，代案間で異なる環境帰結への特別

の留意などである。これらを踏まえて，現状・自動進展・環境帰結に関し

て，土壌・地下水・表面水，植生・動物相，景観・文化歴史，騒音・大

気・安全・居住環境・保健の各環境側面への，個別的要請を示す。最後

に，間接的影響として，既存市街地の機能変化，残余農業，既存保養施

設，住宅取壊し，工場移転，土砂採取などにも注意する（Cmer1992a：13－

19）。

　「代案比較」は，「目標」で開発された基準・達成目標価値に基づいて

行う。「欠落知識・情報」では，予測方法・資料の不確実性・不正確性

（opnauwkeurigheden），利用可能予測方法の欠如，長短期の環境帰結に係

るその他の質的量的不確実性，将来の環境親和的技術の適用の不確実性な

どに言及する。「事後評価」としては，委員会は評価要領の創立を薦める。

最初の評価時点は，自治体が計画を提出したときの審査時であり，このと

きには，地域計画の決定の基礎となった予期と出発点の現実性が明かとな

ろう。最後に，環境影響報告書の「表出」として，報告書の要約の仕方に

触れる。また，報告書は簡潔にし，代案は図表にまとめ，選択肢には根拠

を付し，指針からの逸脱には根拠を付け，背景資料は報告書本体ではなく

別冊（bijlagen）に入れ，定義・略称・文献リストを含めることを，指示

する（Cmer1992a：19－21）。

　（3）指　　針

　①　作　　成

　（力　誘　　導

　指針は有権当局が作成する。環境影響報告委員会が作成するのではな

い。このことは，繰返して運用機関によって強調される。また，指針の内

容に関する直接の法令条件はない。環境影響影響報告書の法定条件は網羅

的なので，それを事案ごとに具体化することになる（デ・ボア1996：7，

松村1996：70）。実際には，指針助言が，大部分は有権当局によって受け
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入れられる（VROM＆LNV1994a：51－52）。こうした仕組と運用の運用機

関にとっての意義は，次のようである。

　判定段階において，委員会は指針にも基づいて，審査助言を行う。この

審査助言が，委員会が独自に作成した基準に基づくのであれば，有権当局

は審査助言にコミットメントを感じない。審査助言が影響力を持つために

は，有権当局が自身の責任において作成した指針に基づいて，委員会が審

査している方が望ましい。従って，指針は有権当局によって作成されるべ

きである。他方，指針が有権当局の選好のままに作成されては，必要な環

境情報が欠落する虞がある。指針に欠陥があれば，それに基づいて審査助

言をしても，意味が少ない。そこで，指針の実際的内容は，委員会が誘導

すべきとなる。それが，指針助言の役割となる。従って，これは微妙なバ

ランスの上で，仕組まれ運用されている。

　（イ）裁　　量

　指針は，環境影響報告書の法定条件，開始通知，委員会指針助言，法定

助言者助言，参加意見を参考にして作成される。有権当局は，委員会や起

導者との意見交換を行い，どのような環境要因に集中して，どの代案のど

の環境帰結に関して，詳細な情報を得るべきかという，優先順位を明らか

にする（Ammerlaan＆Rood1994：100）。有権当局は，一定の自由度を持

っている（VROM＆LNV1994a：52，56）。

　第1が，執政スコーピング（bestuurlijke　scoping）である。有権当局に

おいて，指針は行政官によって準備されるが，最終的には，執政政治家が

決定を行う。従って，指針には政治が重要と考える点に，絞込みがされる

ことがある。こうなると，その他の側面が軽視される虞がある。もっと

も，他方では，執政の環境影響報告制度への関わりは強化されるという利

点もある。第2は，標準化（standaardisering）である。原則は，個別案件

ごとに指針を作成する。しかし，有権当局が能率性を重視するようになる

と，廃棄物処分場（stortplaatsen）など，種別ごとに標準化が進む。例え

ば，国家治水機構の『国家インフラ決定形成手引き（H：andleiding　Be一
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sluitvorming　Rijksinfrastructuur）』などである。こうなると，案件の特徴

に応じた絞込みにならない。また，有権当局が標準化によって執務知識を

蓄積することは，運用機関による制御の点からも注意すべきこである。し

かし，類似プロジェクトに関する以前の指針の要素が使えるかどうかを考

えるのは，ある意味で当然ではある。

　第3に，有権当局は，指針助言から逸脱することもある。指針助言より

も多くの情報を指針が求めたものに，エルデ空港（LuchthavenElde）滑走

路延長（baanverlenging）の事例がある。起導者の課題・目標設定は経済

開発にあり，そのために滑走路延長が提案された。有権当局は，既存の滑

走路の利用方法の変更でも経済開発は可能であるとして，この零加代案

（nu1－plus　altematief）を指針で入れさせた。他方，指針助言よりも少ない

情報でよいとする指針もある。ゼーウス・フランデーレン（Zeeuws

Vlaanderen）の国道61号線建設において，起導者の提案する道路画線以外

のルートも代案とするのが，指針助言であった。しかし，有権当局は，委

員会の示したルートは，起導者の計画区域外にあり，代案として含めなか

ったのである。第4は，指針要綱（concept－richtlijn）である。南ホラント

州は，指針助言を諮問する際に，事前に原案である指針要綱を作成し，そ

れを委員会に同時に送付する。有権当局が論点と考えている事項を示し

て，委員会をより真正の「助言」的役割にする。

　②補充指針

　環境影響報告書の作成段階において，重要な変化が生じたため，指針で

は挙げられていない代案が生じることがある。これに関しては，法定仕組

は何も規定していない。このようなときに周与主体がどう行動すべきかに

関して，運用機関は以下のような示唆と事例を提供している（VROM　＆

LNV1994a：55）。

　第1に，新たに補充開始通知（aanvullendestartnotitie）を作成し，それ

に対応する補充指針を作り，環境影響報告書に補充を行う。例えば，ハー

フェルテ（Havelte）／デ・ハール（De　Haar）の軍事演習場の事案であ
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る。第2に，有権当局と起導者の合議に基づき，補充指針（aanvullende

richtlijn）を作り，それに従って環境影響報告書を適応させる。例えば，

ユトレヒト近郊の住宅立地において，大規模な園芸温室の移築の約束がで

きてから，新たな補充指針を出した事例がある。［事例3］は，第1と第

2の中間であろう。1992年1月2日に開始通知の公表，2月20日に指針助

言，3月3日に補充提案の公表，3月31日に当初指針の確定，4月5日に

補充指針助言，4月27日に補充指針の確定，10月29日に環境影響報告書の

公表となった（Cmer1994a　l15）。

　第3は，補充指針を出さないままに，起導者が新たな代案に関しても環

境影響報告書に含める。指針は起導者を義務づけないから，指針にない事

項の調査も，常に可能である。例えば，オーストボーフ（Oostboog）にお

けるフレヴォ鉄道線（Flevospoorlijn）は，ハンゼ線（Hanzelijn）と接続

する構想であったが，後に，ズヴォレ（Zwolle）への延伸が必要とされ

た。そのため，オーストボーフにおける接続の高度をどうするかが，代案

として浮上してきた。このときには，そのまま補充環境影響報告書を作成

した。

2－3　作　　成

　（1）総　　説

　①誘　　導

　環境影響報告書とは，提案営為と合理的に考案された代案との，予期さ

れる環境帰結に関して，可能な限り体系的かつ客観的な方法で記述した，

単一公的文書（een　openbaar　document）である（VROM＆LNV1994a：57－

59）。環境影響報告書の目標は情報提供であり，より詳しくいえば，営為

の決定に際して環境利害が充分に取入れさせる環境情報である。また，こ

の情報は，環境影響報告制度に関わる多様な関係主体にとって必要である

から，関係各主体の異なった個別の期待にそれぞれ応えることも重要であ

る。
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　環境影響報告書の作成は，事業運営の最も核心的な段階であるが，それ

は起導者によるから，運用機関からは最も遠隔的な段階でもある（デ・ボ

ア1996：7）。ここでも，周与主体である起導者を誘導する，間接的な事業

運営になる。そのため，第1に手続的には，指針（特に，指針助言）を前

置し，判定（特に，審査助言）を後置する。報告書の作成自体ではなく，

その前後に介入して，報告書の作成を誘導しようとする。第2に条件的

に，報告書が充たすべき内容に関する法定条件を明示する。つまり，指針

と法定条件が内容を枠付ける。しかし，起導者の実際の行動は，必ずしも

一義的に決まらない。特に，法定条件は概括的な規定であって，周与主体

も対応に困るといえる。従って，ここでも運用本省機関は，内容と作業方

法の「手引き（handleiding）」を示して，起導者の行動を誘導しようとす

る。

　②影響力

　運用機関の影響力は，環境影響報告制度に関する知識の優位に依拠す

る。しかしながら，第1に，運用の経験が進むに連れて，その知識は関係

者に広く分散する。これは，内面化の目的にも叶う。また，そうでなけれ

ば，周与主体の行動に多くを依存しているから，運用は頓挫してしまう。

第2に，環境影響報告制度は横断的・側面的制度であり，実務的には，特

定の類型の営為ごとに縦割的な分化が避けられない。特定の起導者にとっ

ては，関係営為類型は限られており，その領域での環境影響報告書が作成

できれば充分である。こうして，運用本省機関の横断的「手引き」を，一

面では補完し，他面では拮抗する，個別営為分野ごとの「手引き」も登場

する。

　運用本省機関が，「多様な有用な背景文書（diverse　nuttige　achtergomd．

documenten）」と呼ぶもののなかにも，分野別「手引き」がある。例え

ば，道路に関しては，国家治水機構『国家インフラ決定形成の手引き

（Handleidingbesluitvormingrijksinfrastructuur）』がある。また，国家治水

機構総部（DG　Rijkswaterstaat）の『整然とした予期に向けて：国家治水
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機構内の環境影響報告制度の取扱い（Naar　verwachting　geregeld，Omgaan

met　m．e．r．bimen　de　Rijkswaterstaat）』（1991年6月），交通治水省の『環

境影響報告制度の周り（Rondom　m．e．r．）』（1993年12月）もあり，多くの

州では独自の『手引き（handleiding）』を作っている。交通治水省国家治

水機構や州政府が，こうした知識を蓄積している。また，廃棄物には，

『処分場案内（Leidraadstorten）』がある。コンサルタント会社のDHV環

境・インフラ（DHV　Milieu　en　Infrastructuur）も『環境影響報告制度と空

間整序プロジェクト（M．e．r．en　ruimtelijke　ordeningsprojecten）』（1993年

3月）を出している。

　しかし，全体的にいえば，運用本省機関（特に，住宅空間整序環境省）の

知識面での優位はある。その代表が，同省の『環境影響報告叢書（m．e．r．

一reeks）』である。分野別では，危険物，表面水，植物，動物，生態系，

保健，大気，土壌，景観，騒音，道路などに関するものがある。なお，叢

書には横断的「手引き」の詳細版もある。例えば，代案の作成，報告書の

品質などに関するものである（VROM＆LNV　l994a：59－60，VROM1985a－i，

1986）。

　（2）内　　容

　①指　　針

　環境影響報告書で必要な情報は，指針によって明確にされる。従って，

指針が明確ではないときには，起導者は有権当局や，環境影響報告委員会

に確認する。また，法制的には環境影響報告書は指針が確定してから作成

されるが，実際には，指針の確定前から作成作業は開始される。開始通知

や指針助言から，指針の内容は見当が付くからである。また，指針の標準

化によって，予見しやすい。標準化によって，実際の作業が1～数ヶ月の

短縮ができ，従って，費用節約ができる。但し，運用機関としては，個別

プロジェクトの特有の点を見落とさないように，注意を喚起している。標

準化は，当該営為に係る多くの環境影響報告が既になされ，しかも，重要

な相違がないときのみ，というのが運用機関の示唆である。



　　　　　　　　　　　　オランダ環境アセスメント制度の運用（金井）　　25

　指針は，起導者にとって拘束的ではない。起導者は指針に従った作成が

有意味でないと考えるときには，理由を明らかにして，指針からの乖離を

宣明すればよい。例えば，スルフターダム（Slufterdam）の汚染泥の保管

処分の事案がある。指針は，汚染の拡散阻止に決定的な役割を果たすと考

えて，地下20メートルの粘土層に注目した。しかし，塩水・淡水の注入に

よって汚染の拡散への仕切りができるため，粘土層の所在は重要でなくな

った。そのため，報告書からは外された。また，ゼーラント（Zeeland）

の有機肥料工場の事案では，指針は，馬糞だけでなく牛糞も原料代案とす

るように求めた。しかし，その地区には牛糞はなく，現実的な代案ではな

いから，報告書から除外した（VROM＆LNV1994a：60－62）。

　②目標・課題設定

　目標・課題設定は開始通知でなされており，環境影響報告書では，それ

らを詳細に練上げる。このとき，何が論点であり何が論点でないのか，を

明確にすることが重要である。既定決定などは代案の範囲を制限する。例

えば，フレヴォ鉄道線のオーストボーフでの1981年の路線決定により，路

線の画線は既定であるため論点外であり，用途計画での空間埋込み

（ruimtelijke　inpassing）が論点であった。また，廃棄物処分場の造作にお

いては，立地は州廃棄物計画（Provinciale　Afvalstoffenplan）で確定され

ているから，立地代案は論点ではなく，造作方法の側面のみが代案として

議論される。いわゆる政策計画レヴェルでは，より一般的な枠組の目的と

連動する。例えば，交通・輸送構造大枠（Structuurschema　Verkeer　en

Vervoer）では，道路の建設・改良は，到達可能性（bereikbaarheid）や生

活適性（1eefbaarheid）などの課題に結び付けられる。また，緑地空間構

造大枠（Structuurschema　Groene　Ruimte）では，土地改善や保養地プロジ

ェクトは，環状都市緑構造（Randstadgroenstructuur）の枠組に位置づけ

られた（VROM＆LNV1994a：64－65）。

　③提案・代案営為

　（力記　　述
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　明確な提案・代案営為の記述は，良質の環境影響報告書にとって必須で

ある。この記述は，企画と，その企画の実現方法を示す。そこでは，主要

営為（hoofdactiviteit）と部分・下位・後続営為（dee1一，neven－en　vervolg－

activiteiten）とが区別され，それぞれが，建設・造作段階，利用・管理段

階，終了段階で生じるかを示す。環境影響報告の進行によって，当初提案

が大きな補足・修正を受けることもある。例えば，マースフラクテ

（Maasvlakte）の処理不能化学廃棄物処分場の造作においては，当初提案

よりも，複数部分への分割の方が，漏洩管理や再利用の点で優れていると

いうことが明らかになった。構造的な記述のためには，いわゆる「介入／

影響マトリックス（ingreep－effectmatrix）」が役に立つ（原科1994：59－

61）。これは主要・部分・下位営為間の関係と，それぞれの影響を認識し

やすくする。国道61号線の環境影響報告書では，建設段階の営為につい

て，図のような介入／影響概観（overzicht）が作成された（図2－3（2）③Cり）

（VROM＆LNV1994a：66－68）。

　（イ）合理的代案

　代案こそが環境影響報告書の「核心（hart）」といえる（大塚1996：

24（デ・ボア発言））。従って，どのような代案を作成すべきかが，実務的

に頻出する質問となるため，運用機関は『手引き』においても特に力を入

れて解説する。個別的には，指針によって，調査すべき代案の方向性は示

される。

　最大の問題は，法定条件の「合理的に思慮される代案」（法第7．10条第1

項b号）のいう「合理的（redelijkerwijs）」の解釈である（VROM1986）。

運用本省機関の解釈見解は，以下のようである。第1に，合理的代案の選

択の出発点は，起導者の設定した目標を実現できることである。目標を達

成できる代案は，原則的には合理的といえる。第2に，負の環境帰結を除

去ないし軽減することも，合理的に考慮する。第3に，起導者の権限に属

さない代償方策は，合理的代案には含められない。第4に，費用考慮だけ

に基づいてはいけないが，費用考慮のないものも合理的ではない。費用面
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から実施可能でないことが，予め確定している代案は，合理的とはいえな

い。

　代案は「拡大縮小」の繰返しで作成される（Van　Eck，Scholten＆More1

1994：26－29）。提案営為を，いくつかの下位営為と段階に分割する。例え

ば，ゴミ焼却施設の下位営為は，搬入・搬出，保管施設，処理（事前加

工・焼却・冷却・発電・排出ガス清浄・排水処理など），技術施設（焼却炉・

蒸気ボイラー・ポンプ・換気器など），残澤処理，空間設計，緩和措置など

である。各下位営為にいくつかの変種を想定する（拡大）。その変種を組

合わせ，限定された数の代案営為をまとめる（縮小）。全変種から代案を

作成すると膨大となり，報告書が理解不能な文書となるから，根本的な代

案に限定する。この作業を繰返すことで，合理的諸代案を作成する。ま

た，段階に関しても同様で，各段階ごとに変種をいくつか想定し，そこか

ら全体としての代案をまとめる（図2－3（2）③（イ））。

　代案の可能性は，既定決定によって限定されていることもある。例え

ば，石炭火力発電所では，石炭ガス化や電力輸入は代案とは出来なかっ

た。しかし，可能であれば広範に代案は想定するべきである。合理的代案

がどうしてもない場合には，環境帰結の記述に重点が移される。代案は，

環境影響の有意性で選定され，一貫した観点から作成されるべきである。

例えば，スキポール空港拡張（［事例4］）では，騒音・外的安全・大気・

臭気が重視された。各代案は相互に有意な相違があるとともに，それぞれ

が現実的でなければならない（Van　Eck1994a：56）。また，環境利益間で

も対立するときには，最親環境代案は1つには絞りにくい。例えば，国道

73号線建設に関して，市街地内道路の拡幅は，周辺自然環境保全には望ま

しいが，バイパス道路新設は，住民生活環境（交通安全・大気汚染・騒音な

ど）には望ましいとされたことがある。

　（切　民間起導者・政府起導者

　起導者が民間と政府との場合では，代案への期待が変わってくる。民間

起導者は，報告書における環境対策の記述が，そのまま義務化する懸念を
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図2－3（2）③（イ）
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Van　Eck，Scholten＆Morel1994：27．

持つ。また，本来は政府が行うべき代案作成の領域が，民間に負荷された

と観念することもある。従って，民間起導者に対する代案作成の誘導は，

慎重である必要がある。第1に，産業プロジェクトにおいては，目標設定

レヴェルでの代案を求めてなはならず，あくまで，実施レヴェルに限定す

る。第2に，局面化・立地選択・工程に関する代案は，起導者が可能と考

えるものだけでよい。企業の場合には，むしろ，環境保護方策の記述の方

が強調される。第3に，ある製品を生産する事業者に，別の製品の生産を

求めてはならない。例えば，オス（Oss）のAKZO製薬（AKZO　Phar－

ma）社の薬品原料生産工場の移転のときにも，他の薬品原料の生産に切

換えるのは，認証（certificering）を受ける手続に長期間がかかるため，

合理的代案には含められなかった。第4に，政府の政策枠組や大枠的決定

もまた，代案の性質を規定する。

　政府部門が起導者のときには，環境親和的代案が除外されないように，

代案の考慮を広くする。特に問題となるのは，当該機関の任務範囲が狭い

ため，有意味な代案が他の政府機関の権限をも必要とするときである。政

府起導者は，そのような代案が本当に実現可能かを自問し，そうでないと

きには，自己権限内での代案に方針転換をする。しかし，それは代案の範

囲を，起導者が限定してしまう危険もある。例えば，エイントホーフェン
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圏協力連合（Samenwerkingsverband　Regio　Eindhoven）の廃棄物処分場立

地の事案がある。開始通知では既存処分場は代案でなかったが，これは自

治体間協定で廃止が既定だったからである。しかし，指針助言は，この既

存処分場も代案に含めるべきとし，結局，指針にも報告書にも盛られ，最

終的にここに決定された（VROM＆LNV1994a：71－74）。

　＠　代案の種別

　運用機関によれば，代案の種別には，選好代案，最親環境代案，零代

案，零加代案，実施代案，目標設定代案，立地代案，時間代案などがある

とされる。このうち，最親環境代案は，法定条件に含まれている。代案の

レヴェルとして高い順に，戦略代案，立地代案，実施代案とし，代案の類

型として，選好代案，最親環境代案，零代案があると整理することもある

（Van　Eck，Scholten＆More11994：24－25）。

　　1）選好代案

　多くの環境影響報告書において，起導者は，企画の部分営為群を示し，

その部分営為のうちで好ましいものを示す。このような方法で，選好代案

（voorkeuraltematief）が表現される。但し，選好代案を示さない報告書も

ある。国家治水機構の道路インフラの環境影響報告書はその例である。そ

こでは，単に多様な選択肢が示されるだけであり，路線画線や実施方法は

有権当局に委ねている。

　　2）　最親環境代案

　最親環境代案（meest　milieuvrindelijke　altematief）とは，「負の環境帰

結を防止できる代案，あるいはそれが可能ではないときには，負の環境帰

結を制限する環境保護に最善の既存の可能性を利用する代案」（法第7．10

条第3項）のことである。勿論，これも，「合理的」でなければならない。

最良の既存技術を利用する，現実的である，合理的な費用で済む，設定目

標を実現できる，ことなどである。負の環境帰結の全てを制限できないと

きには，代償（compensatie）のための用意・方策が含まれる（法第7．10条

第4項）。なお，環境影響報告制度の適用が，最親環境代案を自動的に選
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択することを意味しないことには，注意する必要がある。

　最親環境代案の作成の目的は以下の2つである。第1に，より環境親和

的な解決策を，起導者に考えさせる。起導者への内面化を期待している。

最親環境代案の内容が曖昧にならないように，指針で注目すべき側面・深

度を，明確する必要がある。第2に，多様な代案の環境親和性を比較判断

する引照点（referentiepunt）とする。例えば，大規模住宅立地では，最親

環境代案の有する刺激作用（stimulerende　werking）がよく発揮される。

そこでは，移動性，生活環境品質，都市・農村関係などのテーマごとに，

最親環境代案が考案される。こうして，地区分割や造作のあらゆる可能性

が検討される。スキポール空港拡張でも，「環境目標（milieudoelen）」が

一種の審査枠組として機能した（Cmer1994b：3）。もっとも，最親環境代

案に関しては，起導者は真剣に作成していない，選好代案を最親環境代案

とする，などの批判がある。それを抑止するために，環境影響報告委員会

が，常に審査助言をする。しかも，起導者の提案営為ではなく，最親環境

代案が決定されることもある。例えば，EPON社の事案では，最親環境

代案の方が20％も二酸化炭素の排出が少ないため，提案ではなく最親環境

代案が決定された。また，起導者は，最親環境代案の要素を選好代案に取

込む傾向がある（VROM＆LNV1994a：75－77）。

　最親環境代案の作成方法には，積極方法と消極方法がある。積極方法

（actieve　methode）では，営為を下位営為に分解し，各々に関して代案を

考え，そのうちから最親環境のものを取出して，全体を仮縫合し，最終的

な最適な代案を求める。消極方法（passieve　methode）は，限定された数

の代案を記述し，環境帰結の予測と繋ぎ合わせ，事後的に最親環境代案を

確定する。前者の方が，営為企画の内容に対しても剰余価値を生みやすい

ので望ましいと，運用本省機関は見解を示す（VROM＆LNV1994a：77）。

　3）零代案

　零（ゼロ）代案（nu1－altematief）とは，提案営為を行わない代案である

（Wood1997：108）。但し，これが代案であるためには，営為なしでも起導
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者の設定目標の実現が可能な場合に限られる。例えば，フレヴェリンゲン

（Grevelingen）湖の事案では，周辺農民に淡水を供給することも目標であ

った。ところが，淡水湖であったから，自然・保養利益の観点から零代案

も有り得た。最終的にも，この零代案が決定された。なお，零代案は，引

照状況（referentie－situatie）や自動進展（autonome　ontwikkeling）と，と

きには互換的に使われることがあるが，実務では区別される。いずれも，

営為を実施しない点では同じである。しかし，合理的代案たり得るかは，

目標設定などによる。自動展開は，設定目標を実現できないときには，零

代案にはならない（VROM＆LNV1994a：77）。

　4）零加代案
　零加（ゼロ・プラス）代案（nul－plus　altematief）も，営為を行わないの

は零代案と同じであるが，目標達成のために可能な別のことを努力する。

積極零変種（actieve　nu1－variant）と呼ばれることもある。例えば，新規

の発電所や廃棄物処分場の建設ではなく，既存の老朽施設を延長して利用

することなどである。インフラ施設では，「ジャッキ・アプ（opkrik－

ken）」と呼ばれて，しばしば見られる（VROM＆LNV1994a：77－78）。

　5）実施代案
　実施代案（uitvoeringsaltematief）とは，営為実施の仕方において多様

な方法を考えるものである（Bouwer1995：192）。造作代案（inrichtings－

altematief）ともいう。工業営為では，工程，原料，製品，能力・規模，

形式，レイアウト，操業時間，工程統合的環境措置（procesgeTntegreerde

milieuvoorziening），搬入・搬出・積替，付加的環境措置（toegevoegde

milieuvoorziening）などに，多様な変種が有り得る。これらの変種から，

組合わされて実施代案が作られる。このとき，特定の組合わせとなった理

由説明があることが望ましい。また，いくつかのテーマを指向して作成し

た，複数のシナリオを作ることも，外的要因が不確定のときには有用であ

る。例えば，廃棄物処分施設について，廃棄物再利用最大化シナリオと，

処分費用最小化シナリオが作られることがある。施設企画は，廃棄物量の
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増大予測，分別の程度，費用などの仮定に基づくから，こうしたシナリオ

は，これらの仮定の変化があるときに，判断の支援となる（VROM＆

LNV1994a：78）。

　6）　目標設定代案

　目標設定代案（doelste11ingsaltematief）とは，起導者の設定した目標へ

の解決方向に関わる。例えば，電力需要の増大への対処という目標でも，

供給容量の拡大か，節約促進か，という変種がある。道路交通能力の確保

でも同様であり，空間計画的な輸送必要性の抑制もあれば，道路建設もあ

る。また，目標設定代案は，目標の拡大・制限に関わるものもある。例え

ば，放射線廃棄物保管についても，一時的か恒久的かの違いは重要であ

る。また，凌喋汚泥（baggerspecie）でも，回収（berging）か浄化

（reiniging）かでは違う。いずれにせよ，起導者は目標設定の余地の程度

を明らかにする必要がある。また，有権当局は，指針の供与において，こ

の点を考慮しなくてはならない（VROM＆L：NV1994a：78－79）。

　7）立地代案
　立地代案（10katie－altematief）が重要かどうかは，実際の事情（現実の

立地イメージ），関連決定の性質（地域計画では立地相互が比較される），経

緯（立地選択は既定のこともある）などによって，左右される。民間起導者

の場合には，立地代案は馴染まないことが多い。自己所有地や自己施設に

関係して営為を企画するからであり，他の立地は合理的代案とはならない

ことが多いからである。立地代案は，主として政府起導者に生じる。但

し，軍事演習場の事案では，立地代案は検討できないことも多い。環境影

響報告義務ではない軍事用地構造大枠（Structuurschema　Militaire　Ter－

reinen）によって立地が確定されるからである（Bouwer1995：192）。立地

代案では，他の立地が代案となり得なかった理由や，空間整序の大枠との

調和などが必要である（VROM＆LNV1994a：79）。

　　8）時間代案

　時間代案（altematief　in　tijd）とは，営為が時間的に段階化できるかに
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関わる。例えば，北ホラント州の廃棄物処分場・処理施設の造作に関し

て，優先順位に従って，部分立地ごとの段階化がされた。まず，全体の環

境影響報告書を作成して，CSM軟泥地区での許可申請に入った。次い

で，ヘウゼンボス（Geuzenbos）地区の補充環境影響報告書と許可申請が

行われ，西地区の許可申請は最後であった（VROM＆LNV1994a：80）。

　④関連決定

　関連決定とは，環境影響報告書が準備において作成される該当決定（te

nemenbesluit），既に為された既定決定（eerder　genomen　besluiten），該当

決定の後に生じる後続決定（vervolgbesluiten）の総称である。環境影響報

告書において必要なのは，簡潔なリストで充分であり，詳細な説明は不要

である。従って，表にあるようにシェーマで表現するのも1つの方法であ

る（表2－3（2）④）。但し，実際には簡潔な説明という実例は少ない。該当決

定は，重大決定（cruciale　besluit）とも呼ばれる。該当決定の射程（reik－

wijdte）は，代案が他の政府機関との協議なしでできるかを画定する。ま

た，該当決定で予定されている手続経路をシェーマなどで示すことは，意

見参加者や起導者にとって有用なイメージとなる。

　既定決定で重要なのは，該当決定にどの程度の余地を残しているかであ

る。別言すれば，枠付け決定（kadersteIlende　besluiten）として，どのよ

うな要素に，どの程度の硬度（hardheid）・法的拘束力（juridische

bindings－kracht）であるかである。例えば，全国環境政策計画（Nationaal

Milieubeleidsplan）では，目的を枠付けるだけで条件は規定しておらず，

また，この目的は望ましい発展方向を示しただけで法的硬度はない，とな

る。また，既定決定の際の根拠となる議論を示すことは，賢明なことであ

る。実際に，既定決定をめぐる論争は多発する。特に，どの時点で既定決

定が法的基盤を獲得したかが，問題となる。なお，この既定決定には，い

わゆる協定（convenanten），行政合意（bestuurlijke　afspraken），政治合意

（poエitieke　afspraken），国際的義務なども含まれる（VROM＆LNV1994a：

81－83）。
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　　関連決定の大枠

VROM＆LNV　1994a：81－82
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　　讐遷　　　　　　　　懸誕　　　　　　　　叢総

ユトレヒト住宅建設環境影響報告書より

　⑤現状・自動進展

　（力環　　境

　環境現状（bestaande　toestand　van　het　milieu）を，環境影響報告書に記

載しなければならないが，その「環境（miliue）」概念に何が含まれるの

かという射程（reikwijdte）は，法定されていない。運用機関の示唆によ

れば，おおむね表のような項目が想定されている（表2－3（2）（カa）（Am－

merlaan＆Rood1994：99）。エネルギー・地下資源に関しては，微妙であ

る。環境管理法評価委員会は含めるように提言しているが，経済省と住宅
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表2－3（2）⑤のa　VROM＆LNV1994a＝84

空間整序環境省の間で合意に達していないともいわれる（ECW1990，Bo一

uwer1995：190）。

（イ）現　　状

環境現状の記述は，予期される環境帰結を判定するための引照枠組

（referentiekader）であって，提案・代案営為が影響を及ぼす項目に限定
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すべきとされる。精密な記述は引照枠組としては重要であるが，実例から

は，冗長な列挙による記述が多くみられ，有意味でないことがある。例え

ば，ある工業施設の拡張に関する事例では，現状の記述が21頁，特に，土

壌と地下水に関して7頁が費やされているが，環境帰結は1段落12行で済

んでいる。つまり，提案・代案営為は，土壌と地下水に影響が少ない。確

かに，土壌と地下水を詳細に記述すること自体は欠点ではないが，それは

帰結の記述と権衡を失している。

　現状の記述は，重要帰結が予期される項目と，そうでないものを分け，

アクセントが必要である。そのために，記述の冒頭に，簡潔な概要を付

す。重要項目は詳細な記述とし，その他は概括的な記述にとどめる。詳細

記述のときには，環境帰結の記述やそこで使われる変数との調和が必要で

ある。重要項目かどうかの仕分けには，介入／影響マトリックスがここで

も有用である。記述は，論争的・特徴的な側面を考察する。側面の大まか

な分類は，表のようなものがある（表2－3（2）⑤㈲b）。注目した側面の明

示も重要である。側面の限定には，指針が参考となる。また，政策計画レ

ヴェルのときには，記述範囲はより大規模になる。

　起導者が環境現状の記述を実際に行うには，必要資料の収集が必要であ

る。運用本省機関は，この点に関する手引きも示す。例えば，有権当局か

らは，数値，概況調べ（inventarisaties），地域計画・環境政策計画・政策

文書などが得られる。また，環境情報中央案内（Centrale　Ingang　Milieu

Informatie，CIMI）では関連する著作・調査報告書・公刊物などの一覧が，

地方・広域自然保護協会（lokale　en　regionale　natuurbeschermingsver－

enigingen）では植物相・動物相の概況調べ・数値が，国家考古学・土壌

学庁（Rijks　Oudheidkundige　en　Bodemkundige　Dienst）では考古学的価値

のある要素の概況調べが，得られる。一般に，政府部門には多くの情報が

あり，また，起導者の求めに応じて（実費を得て）利用させる義務がある

（法第19．2条）（松村1996：71－72）。有権当局は，指針の供与の段階で必要

資料の予見ができるから，管下の部課に対応を命じることもある。また，
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　　　　　　表2－3（2）⑤のb VROM＆LNV＝1994a＝85

各種の民間資料収集組織（particuliere　gegevensverzamelende　organisatie，

PGO）でも，植物相・動物相の概況調べ・数値が得られる（VROM＆

LNV1994a：83－86）。

　（ウ）自動進展

　自動進展（autonome　ontwikkeling）とは，環境現状を将来の時点に延長

した状態である。自動進展は，引照状況（referentie－situatie）とも称さ

れ，引照枠組を作ることが狙いとなる。提案・代案営為の環境帰結は将来

時点のため，有意味な引照には環境現状だけでは不足であり，将来志向の

自動進展が必要である。例えば，新開地の工業用地の企画では，将来の工

業用地が，高速道路や住宅から孤立して存在することはありえない。従っ

て，現在の未開地の状態の延長は自動進展ではなく，高速道路・住宅が周

囲にある状態が，自動進展の記述となる。

　実務的には，どのような将来の状況を記述すべきかが，しばしが問題と

なる。1っには時点であり，2つには内容である。これも，一般的には決

まらず，当該の企画営為との関係で，重要性が決まる。従って，有権当局

が，具体的な記述の有様について，指針で明確に供与することが望まし

い。しかし，指針が明確ではないときには，起導者が自ら必要な情報を考

える。また，将来状況が不確定で1つに絞れないときには，複数のシナリ

オを作る方法もある。例えば，生態系主要構造（Ecologische　Hoofd一
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structuur）に含まれるが，現在は農地である区域に，大規模保養公園の拡

張を企画した事案がある。この区域の農業の将来は不確定であり，農業続

行シナリオと，農業が部分的には関係文書政策（Relatienota　beleid）に基

づいて自然区域変容シナリオが作られた（VROM＆LNV1994a：87－88）。

　⑥環境帰結

　既に述べたように，「環境」については法定されていない（Ammerlaan

＆Rood1994：99）。環境帰結（milieugevolgen）の記述でも，項目・深度な

どは指針や政策に規定される。第1に，影響を見積り，予期される影響を

概観する。ここでも，介入／影響マトリックスや，これに類似した影響概

観（effectoverzicht）や関係シューマ（relatieschema）が使われる（表2－

3（2）⑥）。こうしたマトリックスは，概況調べであって，それ自体では記

述の中身を与えない。第2に，記述の章立て構造を検討する。これも，提

案・代案営為，環境現状・引照状況，比較などの記述と，調和が必要であ

る。章立てには，1つに，土壌・水，植物相・動物相・生態系，景観・考

古物，大気，騒音，交通，居住・生活環境などという環境側面（milieu－

aspecten）別と，2つに，主要営為・部分営為・下位営為に分ける部分営

為（deelactiviteiten）別が，よくみられる。

　第3に環境帰結の記述に移る。記述は，営為→影響特定（identificatie

effect）→衡量（weging）→影響判定（beoordeling　effect），という関係に

従う。もっとも，矢印の順だけでなく，反対方向からも検討される5影響

には5つの種別がある。1つは，直接影響（directe　effecten）であり，例

えば，道路建設による空間占用や道路交通の騒音である。2つは，間接影

響（indirecte　effecten）であり，例えば，保養施設の建設による周辺交通

の増大である。3つは，二次影響（secundaire　effecten）であり，例えば，

飛行場建設によって，運送企業が立地したことによる影響である。4つ

は，累積影響（cumulatie　van　effecten）であり，例えば，工場騒音が，他

の騒音源を合計したときの影響である。5つは，複合影響（synergie　van

effecten）であり，例えば，悪臭と騒音が重なるときの影響である。
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表2－3（2）⑥ VROM＆LNV1994a：90

Algemeen　concept　van　een　reIatieschema関係シェーマの一般的コンセプト

中心営為→部分営為1→
　　　→　　〃　　2

　　　→　”9
副次営為

介入　　→非生物的→生物的影響

　　　　　影響

目標変種

　記述には，定性的予測と定量的予測とがある。予測技法に関しては，運

用本省機関は詳細な「手引き」も出している（VROM1985a－i，1991b）。事

例や類比による表現も，かなり有用である。例えば，二酸化硫黄の脱硫施

設について，火力発電所の規模に換算した事例などがある。また，予測は

正確でないことが，ただちに問題になるわけではない。服用量／影響関係

（dosis－effectrelatie）が不明のときや，関係が明らかでも，与件が不確実

のことも多いからである。ときには，影響自体よりも，法定排出基準など

との比較によることもある。ここでも過剰な冗長性は禁物である（VROM

＆LNV1994a：89－94）。

　⑦比　　較

　比較（gelijking）は，提案・代案営為と引照状況（零代案のこともある）

との間で行われる。比較の目的は，決定形成者（有権当局）に提案・代案

営為の正負の環境帰結に関する認識を与えることにある。通常は，1～数

葉の表と短い付随説明文からなる（VROM＆LNV1994a：95－100）。第1の

論点は，環境側面に固有のものである。注目すべき環境側面は有意なもの

に限るべきである。定量的な基準だけとの比較は，あまり意味をなさない

（大塚1996：25（デ・ボア発言））が，こうした基準との比較も必要であり，

同一の指標で表示すべきである。また，可能な限り，定量的に示すべきで

ある　（Van　Eck1994a　l57－58）。

　第2は，選好代案の問題である。選好代案では起導者の価値判断が出さ

れるため，環境影響報告書の価値自由的（waardevrij）・客観的（ob－

jectief）印象は減少する。しかも，審査助言の実例では，こうしたバラ色
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（rooskleurig）の企画は厳しく批判されている。バラ色の選好代案は，結

果として起導者の意図と反対の決定を招くとして，運用機関は「脅し」を

かけている。保養施設の実例では，負の環境帰結の大きな代案を示すこと

で，提案営為二選好代案＝最親環境代案に見せかけたものもある。比較

は，有意な代案のみを対象とすべきである（Van　Eck1994a：56－57）。

　第3は，環境以外の側面にも着目して比較できるかである。「環境」概

念は，かなり広く解釈でき，詳細な定義は法定されていない。また，決定

形成の点からは，関係利益の広範な側面を統合的に斜酌することは望まし

い。しかし，あまりに広げることは，環境影響報告制度の空転（door－

slaan）を生じるので，原則として，既述の「環境帰結」に限定すべきと

する。仮に，環境以外の側面への情報が必要ならば，環境影響報告と同様

に，経済影響報告（economische　effectrapportage）や社会影響報告

（sociale　effectrapportage）を作成すべきである。例えば，ロッテルダム北

周統合計画（lntegraal　Plan　Noordrand　Rotterdam，IPNR）では，ゼスティ

ンホーヴェン（Zestinhoven）飛行場の移転と，住宅地区と関連インフラの

建設が企画されたが，そこでは，環境影響報告とともに経済影響報告が進

められ，広範な衡量が行われた。

　第4は，比較技法の選択である。運用本省機関は，費用／便益分析，概

観表方法を教示している（Fin1992）。第1の費用／便益分析（kosten－

batenanalyse）は，選択肢間の長所・短所に関する概括心証（overzichte－

lijkbeeld）と，従って，優先順位付けを示せる利点がある。しかし，便益

が金銭評価可能なときに限られるのが，欠点である。第2の概観表方法

（overzichtstablemethoden）は，金銭やそれ以外の影響に関して，構造的

に示すことになる。その1つである点数表方法（scorekaartmethode）は，

選択肢間の比較を，総括判定を下さずに，各側面ごとに点数・正負・順

序・定量を示す（表2－3（2）⑦a，b，c，d，e，f，g）。正負では，環境現状との対

比ということが多い。定量表示の方が情報量は多い。また，色塗りをする

と，見やすい。点数表方法の利点は，加工が限定的，理解しやすい，迅速
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定量・順序・色彩

表2－3（2）⑦a VROM＆LNV1994a：98

3代案4尺度の点数表

尺度

C1道路利用者ごとの平均移動時問利得（単位分）

C2自然地区の喪失（単位ヘクタール）

C3交通事故犠牲者数の減少

C4費用（単位100万ギルダー）

A1
案
2
代
A A3

壷
囮
舗

圃
囮
盤

琴
団

ーはよく　　懸が次で が劣る

概観できる，などである。その欠点は，情報過多，ミスリードの可能性，

などである（Van　Eck1994a＝58－61）。概観表方法の2つめは，コミュニテ

ィ・インパクト方法（community　impact　methode）である。これは，いく

つかの集団に分けて，集団間の影響割当を示す。空間整序にしばしば使わ

れる。利点は，集団間の負担・受益の配分の公正性を考慮できることにあ

る。欠点は，集団区分や集団の利益設定が客観的とはいえないことや，情

報過多にある。

　⑧欠落知識

　欠落知識（1eemten　in　kennis）の記述の目的は，決定形成者に，決定形

成が基盤にしている情報の充分性に関して，示すことである（VROM＆

LNV1994a：100－101）。欠落知識は，必要情報に係るから，指針に依存す

る。欠落知識は，事実的資料，不確実性，使用モデルの限界など，色々な

種別がある。欠落知識は，概況を分かりやすく記述し，影響の全体性から

みた関係部分を明確にすべきである（VROM1991c）。また，情報・知識の

管理状況への注目が不可欠である。環境情報中央案内（CIMI）や，応用

景観エコロジー財団（Stigting　voor　Toegepaste　Landschapsecologie）など

が，重要な参考文献への窓口となる。

　⑨要　　約
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正負

表2－3（2）⑦b Van　Eck　1994a：59

現状 提案営為 工程代案 最親環境代案

大気 0 一 一 0
土壌 0 十 十 十

表面水 0 一 0 0
廃棄物 0 十 十 十

騒音 0 一 一 一

安全 0 （一） （一） （一）

自然 0 0 0 0
エネルギー 0 一 0 十

費用 0 一 一 一

一　現状より悪化

（一）　やや悪化

順序

表2－3（2）⑦c

＋　改善　0　不変

Van　Eck1994a＝59

現状 選好代案 自然代案 生活品

質代案

エネルギー

　代案

土壌・水 ■　■　■ ■　■ 贋　■　■　口　■ ■　圏　■ ■　■　■　■

インフラ騒

音・大気

■　■ ■　■　■　■　■ ■　■　田 口 ■　■　■

自然 ■　■　■　■　■ ■　■　■ ■　■　■　■　■ ■ ■　口　■　■

景観

文化遺産

■　■　■　■　■ ■ ■　口　■　■ ■　■ 国　■　■

生活品質 有意でない ■　■　■ ■ ■　贋　■　■　■ ■　■　■

露　■　■　■　■

■　■　■　■

■　■　■

■　■

■

最もよい

よい

普通

悪い

最も悪い



44　　比較法学32巻2号

　正負・定量

　表2－3（2）⑦d　　VanEck1994a＝60

影響 代案A 代案B 凡例

安全 一 0 0ニデルタ規制に合致

交通 一 0 一二交通増大

景観 0 一 〇二現状と同じ

撤去ビル 10 8 数量

正負・定量

表2－3（2）⑦e Van　Eck1994a＝60

零代案 代案1 代案2 代案3 生活品
質代案

移動性

代案

自然代

案

最親環

境代案

点 十十 『　　　　　一

一 0 0 十 0 十十

ヘタタ

ーノレ

一 691 601 592 564 505 571 476

色彩・定量

表2－3（2）⑦f Van　Eck1994a＝61

目標 指標 路線1 路線2 路線3

自動車移動キロ

抑制

自動車移動キロ 2露．魑“ 297，700 2鱒、鴬倉

インフラ拡大の

抑制

新高速道延長キ

ロ

7 10 7

自然保護 エコロジー地帯

の切断

あり 藏○　なし 部分的緩和は可

能
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迅速・事実概観

表2－3（2）⑦9 Van　Eck1994a＝61

大気中鉛濃度
（9／m・）

NOx排出

9／m3

周縁部の騒音水

準dB（A）

有害廃棄物生産

トン／年

代案1 0．8 35 55 2674

代案2 0．7 20 50 2350

現状背景 1．0 80 43
一

2005年背景予測 1．2 110 45 一

環境基準 1．5 100 55 一

　運用本省機関によれば，要約（samenvating）を過小評価してはならな

い，とされる。なぜなら， 報告書本体よりも要約が，多くの関係者に読ま

れるからである。第1に，内容的には，報告書本文を簡潔かつ適切に反映

する。決定を行うのに重要な点が再掲されている。第2に，分量が制限さ

れている。目安は5～15頁である。電力供給構造大枠（Structuurschema

Elektriciteitsvoorziening）の事案では，本文600頁，要約80頁であったが，

これは問題である。むしろ，本文80頁，要約10頁，別冊600頁という体裁

が望ましい。第3に，記述スタイルは，公衆や決定形成者が読むのである

から，技術的内容もジャーナリスティクに翻訳されるべきである。第4

に，本文と別冊で発行するのが，経済的である。その方が広く公衆に情報

提供ができる（VROM＆LNV1994a：101－103）。

　（3）方　　法

　①形　　式

　環境影響報告書は，膨大な情報を含んだものになるから，表出

（presentatie）する仕方が重要である。例えば，ムールダイク（Moerdijk）

の発電所建設の環境影響報告書は40頁であるが，うち12頁は調査地区の歴

史的進展や自然的価値に費やされ，しかもほとんどがビーバーに関するも

のであった。しかし，これは必ずしも，発電所の決定に資するものではな

く，冗長な記述であった。簡単にいって，望ましい表出形式は，中核論点
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は最初，詳細は別冊・付属部分，明快な記述，客観的表出，限定的分量

（全体で75～125頁），概観的構造，概観的レイアウト，などである。

　使用言語は，原則としてオランダ語である（法第7．10条第2項）。例外と

して，越境帰結が有り得る営為では，報告書の関連部分に関しては，関連

国の言語で記述する。要約部分も同様である。また，環境影響報告書は，

他の文書とは別のものとして，識別可能でなければならない（法第7．11

条）。環境帰結と他の主題の記述とが，溶融してはならない。但し，環境

影響報告書がプロジェクト文書（projectnota）や許可申請書と統合できな

いということではない。例えば，国家治水機構では，環境影響報告書と行

程文書（trajectnota）が一体化した，「行程文書／環境影響報告書」とな

ることが多い。このときには，どの部分が環境影響報告書に相当するか

を，明示する必要がある（VROM＆LNV1994a：103－107）。

　②作業方法

　作成作業は，指針の読解から始まる。指針に，必要情報の深度や，執政

や政治の関心などが示されるからである。具体的な作業方法には，収集／

考察型，過程報告型，情報集約型があるという（VROM＆LNV1994a：

107－110）。

　第1の収集／考察（verzame1／reflectie）型は，まず全資料を収集し，そ

れから提案・代案を開発し，影響を記述し比較する。情報を収集したのち

に，一種の考察作業が再現する。情報と営為企画は相互作用的であり，情

報は提案営為に有意に利用できる。時間がかかることが難点である。第2

の過程報告（procesverslag）型は，実際の提案・代案の考慮の中から，作

業を進める。まず，骨格的な概観調べを行って，提案・代案の調和を図っ

たのちに，詳細情報との結合を行う。これも，情報と営為企画は相互作用

的であり，実際にも，関係者の意思疎通と柔軟性が必要である。利点は，

企画の発展する過程を追体験できることにあり，なぜある代案が落とされ

たのか，なぜ指針はこう解釈されたのか，などが明確になる。欠点は，起

導者と報告書起草者との意思疎通の必要性が重く，コンサルタント会社委
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託のときには大変であり，分量も過大になりがちである。第3の情報集約

（informatiebunde1）型は，余計な迂回をせずに，指針の要求する情報を，

直ちに報告書で集約する。これは，前二者の方法に比べて，単純なプロジ

ェクトに向いており，短時間・安価である。しかし，情報と営為企画の間

には相互作用は生じないから，こうした統合的検討を要する複雑なプロジ

ェクトには適さない。つまり，環境影響報告を付加したことが，プロジェ

クト企画にとって剰余価値を持たないのである。その意味で，この方法は

あまり適用範囲は広くない。運用機関は，環境影響報告書の作成が起導者

の営為の企画立案に，実際に影響することを期待しているのである。

2－4　判　　定

　（1）総　　説

　判定段階は，主要な部分として，受容性判別，参加，助言，審査からな

る（VROM＆LNV1994a：110－111）。この編制が特徴的なことは，有権当

局の受容性判別が最初で，環境影響報告委員会の審査助言が最後であるこ

とである。「助言」の語義を本来的に解するならば，助言を受けた後で，

有権当局による最終判定がなければならない。有権当局の受容性判別が済

んでから，助言を受けても意味がないはずである。つまり，審査助言は，

本来的な意味での助言ではない。参加意見も法定助言者助言も同様であ

り，有権当局の受容性判別が終わってから，意見や助言をしても無意味で

ある。

　このような編制は，3つ方向で解釈できる。第1は，編制に忠実に解釈

する。参加意見法定助言者助言，審査助言は，決定段階における有権当

局に対する，意見・助言とするものである。実際にも，環境影響報告書の

公表は，本体決定（該当決定）に係る許可申請・決定案などと同時に為さ

れる。双方で並行的に，意見・助言手続が同時に行われる。受容性判別

は，許可申請などと同じ意味で，「原案」的な位置づけである。第2は，

運用を重視する。審査助言が有権当局に「聞き置か」れるだけでは意味が
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ないから，実際には，審査助言を維持するために，環境影響報告書の補充

（aanvulling）が行われる。実務慣行では，審査助言を受けた後に，有権当

局は対応する。もっとも，補充報告書も，参加・助言を経て補充審査助言

を受けるので，審査助言が最終判定となる。

　第3は，編制の「詐術」と理解する。環境影響報告書は，法制上は有権

当局の最終責任で判定されるが，実質では，環境影響報告委員会が最終判

定者である。つまり，有権当局が受容性判別した原案に対して，参加意見

と法上助言者助言を参考にして，委員会が最終審査を行うのである。報告

書の内容（事実）に関する「終審」機能を果たしている。これは，有権当

局の受容性判別に対して，抗告訴訟が出来ないことと対応している

（VROM＆LNV1994a：161）。法上助言者助言や意見参加は，有権当局に

対してではなく，委員会に対してである。こう解すると，参加と助言が終

了してから，審査助言が為されることの意味が，位置づけられやすい。

　（2）受容性判別

　①受　　容

　有権当局の受容性判別（受容）は，実務的には，正確性と充分性に基づ

く。決定を行うための情報であるから，有権当局が自立して，受容性判別

を行わなければならない（Scholten＆VanEck1994b：64－66）。受容性判別

の組織体制は，利用できる期間と資金に依存する。簡便には個人で行うこ

ともできるが，専門家チームとこれを補佐する技術事務職員によることも

ある。受容性判別は，以下の諸点を参考に行うことができる。これらは，

環境影響報告委員会の審査でも同様である。第1は，指針による注目項目

である。第2は，類似営為に関する以前の環境影響報告書・受容性判別・

審査助言・事後評価などである。第3は，一般的尺度であり，法定条件，

国・州政策目標，技術的環境科学的知識の現状，帰結の重要性，明解性・

要約などである。なお，この段階では，環境影響報告委員会・法上助言

者・意見参加者の見解は明らかではない。また，有権当局と起導者が同一

のときには，受容性判別は当該組織内部で行われる。
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1993LP 6 ~~ 17 ~ 4t=f~ ~:':L~;¥~;~ 

Openbare bekendHlaking in Staatscourant nr. I12 d.d. 17 juni 1993 

PROVINCIE 
/ 

N o o rd - O I Ia n d 

RECTIFICATIE 

BEKENDMAK[NG EX ARTIKEL 7.20 
WET MILIEUBEHEER/ STREEK-
PLANWIJZIGING ZAANSTAD. 

Waar worden in Zaanstad In de toekornst 

nog wonlngen gebouwd' 
Voor wonfngbouw In Zaanstad heeft de 
provlncte Noord-Holland een ontwerp van 
de parlclele herzlenEng van het Streekplan 

Amsterdam - Noord zeekanaalgebl ed opge-

steld Hoofdpunten voor de provtncle bl de 
pan:iele herzlenlng van het streekplan zlln~ 

de lokaoekeure voor Assendelft-Noord, de 
ornvang en de faserlng en de wtfze Yan 

ontsluloog voor het verkeer Om over 
goede Informatte over de mtlteugevolgen te 
beschlkken Is gelflktlJdlg een m]lleu-

effectrapport (MER) opgeste!d 

Uw reacties 
Het ontwerp van de paroe[e streekplanher-
z]enlng, het MER. de daartoe vastgestelde 

richdUnen en de terz2ke uftgebrachte 

advtezen llggen vanaf 14 mel tot en met 

23 Iulf 1993 op het gemeentehuls, het 

S~adskantoor en openbare blbllotheken van 

de gemeente Z2anstad, op de gemeentehul-
:en en blbllotheken van de omliggende ge-

meenten en op het provlnc!ehuls ter Inzage 

Htervan fs reeds eerder mededehng gedaan fn 

het dagblad de Zaanstreek van 17 mel 1993 

Gedurende de perlode van Inz;~ge kunnen 
naast reacues op de parL,ele herz~enlng 

opmerktngen worden Ingebracht Inzake de 
lu,stheld en volledlgheld van het MER 

De reactles kunnen worden ingedlend blJ 

provtnclale sLaten van Noord-Ho[13nd 

Dreef 3. 201 2 HR Hlarlenl 

VoorLs besL;ac de gelegenheld mondeling 

reactles nlet betrekLlng tot ultSlu[tend de 

Julsthetd en volledlgheid van het MER 
[n te bl engen tlldens een op 2 !ull 1993 te 

houdcn hoerl'Lt]ng De aanvangstLld rs 

IO OO uur De hoor~ltt,ng zal -orden 

gehouden tn het gemeentehuls ~an de 
gerneente Z~Enitad. 3annehof l. zaal A 

te Za3ndl k De reactles :ullen worden 
be(rokken h.II de beslu'tvornllng over de 

herzlcnfng doof provlnc,ale staten In 

fanunrl 199~ 

Dege,1e dle opnlerkf~gen IndlenL kan 

verloeken de persoonIIlke gegevens nlct 

befKend te maken 

Meer informatie 
De panElele herziening van het streekplan 

alsmede het MER kunt u tegen kostprlJs 
(en Yerzendkosten) bestellen bfl de 

verzendafdellng van het prov]nciehuis, 

tel 023-144426/144216_ Voor meer 
fnformaue over de pan:fele streekplan-

herz'ening alsmede het NER kunt u bellen 

met de heer G Ravestelfn. Dienst Ru]mte 
en Groen van de provlncle Noord-Holland, 

tel 013-143311 

tnspraakondersteuning 
Als u w,It reageren op de ~r vis]e liggende 

stukken kunt u hulp en ondersteunlng 
krljgen v2Ln het Noordhollandr Partlclpaue 

Insclruut 

Dlt is een onafhankelllke en zelfstandfge 

suchtlng die hulp geef~ b~] inspraak. 

bflvoorbeeld bll het formuleren van 

argumenten en blJ het verzamelen van 

gegevens en informaue Neem hlervoor 
kontakt op meL Noordholland5 Partlclpat~e 
Instituul! Klelne Houtweg 32. 

201 2 CD Haarlem. tel_ OZ3-3 1 9 1 30 

Vragen naar C Zwakman of H Wierlnga 

Gedeputeerde 5caten van 

Noord-Holland 
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Brief van het bevoegd gezag d.d. 28 oktober 1003 waarin de Commissie 
in de gelegenheid vordt gesteld om advies uit te brengen 

~;~~~ CCfl~~ ~f ~~~5 ~ 1993~~IO~I 28 ~l f~;~ti~ ~~,~i~~:f~i 

":L~ 
PROVINCIE :: UTR EC H T Dlenst rulmte en groen 

Gamenaan 1 5 poslbus 80300 
utrecht 35(18 TH ul*ecr,l 
Telefoon 030･5891 1 1 

Tele* ?030S 

Fa* a30 5225e4 

Aan Conl[nlssle voor de Mllle 

Artl]ur vl[i Scl]endei laan 800 

35 1 1 ML urRECHT 1 

ColnrnJsgie voo' de ~~i~~'~ ppo r tnjou-effectre p portQg' 

~naekornen I NOV, 1993 

nummer ' ~C11 _ C ~ 
dossler ' 1~_r~frl - 10 t l O~) 

r* , r* tOpio naar ~ f- . * _ ~';-7 l･ L* 

Datum 28 oktober l993 Afdenng RR/RPO 
Nummer ReferentlB C J Slag uwbnefvan ooork,esnr 030 - S83250 
uwnumm OndenNerp advlesaanvraag cfr er 

B,lage Wet m~lleubeheer m.b t dlversen 
h(ER Wonlngbouwlocatles 
streekplan Utrecht 

Met Ingang van I noyember a s. wordt het ontwerp-streekplan U recht en 
het MER Wonlngbouwloeatles streekplan Utrecht formeel terlnzaj:e ge-
legd. In de bljgevoegde streekplanbrochure treft u daarover lllformatle 
aa~ 

Overeenkomstlg de Wet mllleubeheer stellen wl] u In de gelegerheld om 
aan provlnclale staten van Utrecht advles u:Lt te brengen met l,etrek-
klng tot het MER Wenlngbouwlocatles streekplan Utrecht WIJ v, rzoeken 
u daarblJ de wettell]ke advlestermlJnen In acht te nemen 

Het MER en het ontwerp-streekplan Utrecht treft u bl]gaand aaT 
Voor nadere Informatle kunt u contact opnemen met het bureau 
planontwlkkellng* de hEer R.H Polman (tel 030-583247) 

Gedeputeerde Staten van Utrecht, 
namens hen. 

~ p 
drs C J Slag 
hoofd bureau planontwlkkellng 

Het p/eYfnCfekantoer Rllnsvteerd rs vana' V[re(:hi CS se berefken met 

- GVU-llfn 1 1 tnchllng De UI[hofl ,,anaf hel stadsbus5en-stat,on 

rN 11lr~ ~1 ~rlrhtlnn I Ipnrl val'f hp, I~"Qf'*'1 '*f~e 'en･nrll;111 of CN 11ln S~ Irlrh,In'] ZJ･If~TI hp]dp v'*f'rpL 
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Openbare belLendmakhlg in Staatscourant nr. 2OS d.,L 29 oktober 1993 
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PROVINC[E :: UTREC H T 

Bekend maki ng 
ONTWERP STREEKPLAN UTAECHT 
Het bestuur van de Provlncle Utrechl legt vanaf I noJember I g)3 tol 
en met 14 Ianuan 1994 het ontwerp-streekplan Utrecht ser vlsle Dlt 
ontwerp-streekplan geert In grote l]Jnen voor de penode tol het laar 

2005 aan In welke gebleden m de provlnc[e Utrecht nleuwe wonlngen 
en bedrl ven moelen komen, waar de landbouw z[ch verder kan 
onlwikkelen welk gebled geschlkt Is voor recreatle en waar de natuur 

nleuwe kansen krllgl RuLmtelElke plannenvan gemeenten zoals 
bestemmlngsplannen, worden aan een s[reekplan geloetst Ten 
behoeYe van het onlwerp-slreekplan Is cok een Mllrev Effectrapport 

(MER) Wonlngbouwlocalles Slreekplan Utrecht opgesteld voor de 
geplande grole bouwiocatles Met alt MER wordt Inzlcht gegeven rn de 
mIIleu-effeclen bll rBallserlng van deze wonmgbouwlocalles Het MER 
dlent voor Provlncfale Stalen als mllleu-Informatlebron bll het maken 

van keuzes voor de grote wonlngbouwlocatles 

Intormatie-avonden 
Over het ontwerp-streekplan en hel M EA organlseert de prov[ncle 
Utrecht een v]ertal Informatle-avonden TI]dens deze avonden zullen 
provlnc[ebestuurderS en ambtenaren een toelLcht:ng op het onlwerp-
streekplan en het MER geven en kun[ u eventuele wagen stelien 

De Informatle-avonden vlnden plaals ap 

' donderdag 2S november. Het Arsenaal. Groenedaal 26 In Woerden 
' dtnsdag 30 november. Hoog-Brabant. Radboudkwarller 23 (Hoog 
CalhanJne) In Utrecht, 

' dondefdag 2 december. De Eenhoern. Wllhelmlnalaan 33 In 
Amersfoort 
' dondeTdag 1 5 december. De Lampeglet Kerkewllk 10 In 
Vt*enendaal 

Allc avonden beglnnen om 20 OO uur 

Wa~r kunt u de plannen Inzfenl, 
Het ontwerp-streekplan en het Mllleu-Effectrapporl 
WonlngbouwfJcalles Streekplan Utrecht ~lggen 11ldens kan[ooruren 
vanaf I november l993 Iot en met 14 Januarl l994 overeenkomstlg 
artlkel 4A van de Wet op de Rulmtell]ke Ordenlng en artlkel 7 20 van 
de Wet MIIleubeheer ter vlsle in de b bl otheek van het ProvlnclehuLs 
(Achler Sln[ Pleter 200. Utrecht) en In de blbllo[heek van het 
Prov]nclekanloor (Galllellaan 1 5 Utrecht] Verder llggen het onILJerp 

streekplan en het MER ter visle Ln alle gemeentehurzen en openbare 
blbllotheken In de provlnc[e Utrecht 

Schrlrtelllk belwaar 

Vanaf I november l993 tot en met 14 januan 1994 kan ledereen 
schnftelUke bezwaren Indlenen tegen het ontwerp-streekplan en hel 
MER bl] 
Provrnclale Slaten van Utrecht 

Postbus B0300 
3508 TH Utrecht 

Mondellngbezwaar 
In vert,and mel de wettelUke voorschnften Is het voor het on[werp-
streekplan alleen mogell]k om sctlrLtleIIJk bezwaar in te dlenGn blJ 

Provlnclale Staten van Utrecht Uw mondellnge op- en aanmerklngen 
tl,dens de Intormat[e-avonden kunnen daarom nlel als een bezwaar 
worden meegenomen De procedure voor het MER Is enlgsz[ns 
anders De op en aanmerklngen tl]dens de InformatLe-avonden over 
het MER Yoor zover ze belrekkmg hebben op het nlet voldoen van het 
MER aan de rlchtlllnen, worden wel bl] de verdere beslullvorm]ng 

meegenomen (arfEkel 7 23 Ild 2 Wet Mllleubeheer) 

Behandellng bezwaren 
Na 14 Januart 1994 zullen ProvLnclale Stalen van UtFecht de Inge 
dlende bezwaarschrlften behandelen Daarna stellen zll hel srreekplan 
vast Het Is de venvachtlng dat dlt gebeun In Junl I 994 

Kasten 
Het onlwerp streekplan Is te koop voor f 25 - Hel MER kosl f 50 
Van het MER Is ook een samenvattlng beschlkbaar deze kost f 10 -
Alle pn]zen zl]n mcluslef verzendkosten 
De nota's zlln schnftelllk te bestellen bll de provlncle Utrechl bureau 

reprodUctle en verzendlngen. P05tbus 80300, 3508 TH Utrecht 
U kunl OOk leleforuSCh bestellen. tel 030 5B 22 28 l _ 

I 

l 
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　有権当局は受容を行うと，環境影響報告書の公表・供覧に移り，参加・

助言・審査を求めることとなる。［事例2］では，地元新聞での報知が

1993年5月17日，供覧期間は5月24日～7月23日（意見・助言は24件），環

境影響報告委員会への諮問書簡が1993年6月8日，官報公表が6月17日

（図2－4（2）①a），公聴会は7月5日（但し，参加者はゼロだった），審査助言

は8月24日であった（Cmer1993：11－16）。［事例3］では，諮問書簡が

1993年10月28日（図2－4（2）①b），官報公表が10月29日（図2－4（2）①c），供

覧期間は11月1日～94年1月14日（意見・助言は13件），説明夜会（20二〇〇

開始）は11月25日・30日・12月2日・16日，審査助言は2月16日であった

（Cmer　l994a：11－15）。

　②　事前審査

　かつての受容性判別の実務においては，有権当局の自立性はほとんどな

かった。ほとんどの事案に関して，環境影響報告委員会は正式の審査に先

行して，事前審査（voortoetsing）を実施していたからである。事前審査

の目的は，環境影響報告書の品質の確保，批判的判定の回避，遅延の防止

などにあった（Cmer199X：9）。小規模な自治体を始めとして，受容性判

別の専門技能を，内部に持たないためである。事前審査では，作業集団担

当職員（werkgroepsecretaris）と，ときには作業集団員の1～数人しか関

わっていないと，冒頭に留保を明示して，作業集団の正式判定ではないと

する。しかし，時間と費用の割に，事前審査は効果がないとされた。例え

ば，正式審査で事前審査とは異なる所見が出てきたときに，誤解と紛糾が

生じやすい。また，事前審査にも関わらず，報告書に改善がないものもあ

る。また，有権当局が委員会に依存してしまい，自己判断をしなくなる傾

向もあった（VROM＆LNV1994a：11H12）。

　そこで，1993年に委員会は方針を転換し，それ以降は事前審査を原則と

して廃止した。第1に，上述の混乱を避けるためである。第2に，参加意

見を参照できないことである。第3に，運用の中で有権当局が知識と経験

を身に付けてきたことである。第4に，有権当局の内部に必要な知識がな
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いときには，外部専門家に委託できるからである。もっとも，特殊な場合

には，有権当局は環境影響報告委員会に，非公式の諮問をすることもでき

る。例えば，全く新しい形のプロジェクトであるとか，指針助言におい

て，委員会が新規や特別の側面に対する注目を求めたときなどである。こ

れは，非公式事前審査（informele　voortoetsing）であって，いかなる約束

も与えない（VROM＆LNV1994a：137－138，松村1996：67）。

　事前審査の要請は，作業集団担当職員に対して来る。担当職員は作業集

団団長に協議する。時間がないときは，担当職員が論理構造，指針・類似

環境報告書との対比に集中して行う。通常は，1～数人の団員に見て貰

う。ときには，団員全員に報告書を送付し，作業集団の見解を有権当局・

起導者に会合で提示することもある。事前審査は正式の見解ではないとい

う留意は，この場でも行われる。但し，実際としては，事前審査で見落と

したことを正式審査で指摘することは，専門機関としては苦痛である。従

って，事前審査では，「報告書の一部分の審査によれば」，「当初の観察で

は」などという留保が付される。また，事前審査の結果は公表されない

（Cmer199X：9）。

　（3）審　　査

　①　総　　説

　判定段階での環境影響報告委員会の助言は，法制的には拘束力のない有

権当局への助言であるが，実質的には，環境影響報告書の内容を審査す

る。従って，審査（toetsing）とも，審査助言（toetsingsadvies）とも呼ば

れる（Ameerlaan＆Rood1994197，井村1996：37（デ・ボア発言））。

　（力　審査基準

　審査助言においては，法定条件・指針・不正確性が法定判断基準であ

り，また，意見参加者の所見と法上助言者の助言が法定参照事項である。

が，最終的には1つの総括判断（samenvattend　oordee1）が示される

（VROM＆LNV1994a＝142－143）。すなわち，責任ある決定を為すために，

充分かつ信頼できる情報を環境影響報告書は提供しているか，最新の科学
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知識に基づいているか，環境利益が決定形成に充分な位置を占め得るかで

ある（Scholten＆Bonte1994：2）。審査実務は論理的には3段階で為され

る。第1は，希求情報を含んでいるかである。全ての欠陥の摘出である。

第2は，不足情報が決定形成にとって重大かの判定である。第3は，不足

情報の問題を回避するための是正方法・時期の推奨（aanbevelingen）であ

る　（Scholten＆Van　Eck1994b：66－68）。

　審査実例から得られる重大欠陥には，以下のような類型である。第1

に，目標が不当に狭い。例えば，道路交通に限定して，代案の可能性を狭

めることである。第2に，中核問題を記述しない。例えば，火力発電所

で，他の施設との共用に伴う，冷却水の冷却能力の過大見積などである。

第3に，環境基準・目標が正確に記述されていない。第4に，環境基準を

遵守した代案がない。第5に，緩和方策が検討されていない。第6に，環

境基準と環境帰結との比較がない。第7に，代案の比較・選択において，

財政や空間計画の考慮などが優先し，環境側面を充分に加味しない。第8

に，最親環境代案が，用地や実施の点などで，充分に精査されていない。

第9に，営為の規模・範囲を誤り，環境帰結が見落とされる。アーネムの

サッカー施設の事例では，自動車・バス駐車場が過小見積りされたため，

追加的駐車場が必要となり，空間占有・騒音などの負の環境帰結も追加さ

れた。第10に，特殊・感受的な要素が見落とされる。このときには，追加

記述だけでなく，緩和方策が必要となることが多い。第11は，既存基準に

基づく記述ではあるが，その基準を充たしても重要な環境帰結が生じるこ

とが明白なものである。マーストリヒト空港拡張の事例では，夜間騒音が

法令基準値以下として当初の環境影響報告書が作成されたが，それだけで

は不充分として補充になった。第12は，時代遅れの予測モデルの利用や，

詳細ではない基礎情報の利用である（Scholten＆Van　Eck1994bl70－71，

Scholten＆Bonte199416－7）。

（イ）審査結果

　審査結果は，おおむね4段階で表現される。第1は，積極的判断であ
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り，環境影響報告書は期待された情報を含んでいるとする。実例からは，

このタイプは稀であり，通常は第2以下の結果となる。第2は，補充必要

である。すなわち，環境影響報告書は必須情報を欠いており，責任ある決

定を為すためには，補充情報（aanvullende　infomatie）が必要とする。つ

まり，手続の進行を停止することを求める。第3は，欠落情報が許可・計

画の決定までに得られるならば，手続を進めても可いとする。これは，通

常は技術的・施行的詳細情報に関するときである。第4は，不足情報が，

評価要領（evaluatieprogramma）で得られるならば，手続を進めても可い

とする。これは，予測が困難なときや，不釣合いな不確実性を有するとき

で，実施後の評価の方が影響が把握しやすいときに採られる。勿論，営為

の実行が，重要な不可逆的環境帰結を生じる可能性が無視し得る程度のと

きである。評価要領が義務化されるかは，有権当局が許可付帯処方で示す

内容による。なお，環境影響報告委員会は専門家からなるため，委員会自

身が補足の情報を示すこともできる（Cmer199X：10）。委員会が是正した

方が，遅延も少なく，必要情報が適切に補足されるという見解もある。し

かし，起導者と同一化する危険があるから，自ら是正をすべきでないとも

いう　（Scholten＆Van　Eck1994b：66－67）。

　（ウ）作　　業

　環境影響報告書が受容されたら，委員会は有権当局から写本を受取る

（Cmer199X：11）。審査作業は出来れば，指針助言のときと同一の作業集

団によるのが望ましい。作業集団は，参加意見を予想しながら，暫定的見

解をまとめる。これは，作業集団担当技術事務局職員が用意した質問票や

チェックリストと，指針の内容とをもとに行われる。第1回会合におい

て，質問票，担当職員の用意した論点項目や第1次審査草案をもとに議論

して，当初の判定を行う。第2回会合では，団員の意見を踏まえて担当職

員が作成する審査草案が議論される。担当職員は，一般の感覚を得るため

に，公聴会に出席する。参加意見も検討される。審査助言を出す前に，有

権当局と起導者に審査案を示して意見交換を行う（松村1996：67）。これ



56　　比較法学32巻2号

は，審査内容を議論するのではなく，不明確な点を明確にするだけであ

る。こうして，審査助言が出される。

　審査助言には，起導者・有権当局に対する法的拘束力はない。従って，

有権当局は，審査助言が情報不足を指摘したときには，欠点があることを

認知して決定手続を進めることも，環境影響報告書を補充（aanvulling）・

適応（aanpassing）させることもできる。一般には，補充を選択する。環

境影響報告委員会は，何をどのように補充すべきかの手本（richtsnoer）

を示すことが普通である（VROM＆LNV1994a：112－113）。

　②審査事例

　㈲［事例2］

　これは，本文がA4版5頁の簡略なものであり，目次は表の通りであ

る（表2－4（3）②Cり）。「序（lnleiding）」では，経緯，起導者と有権当局，諮

問日付，供覧期間，作業集団の構成，審査基準（法定条件・指針・正確

性），参加意見の考慮公聴会などに触れる（Cmer1993：1）。

　「環境影響報告書本線審査（Toetsing　vanhetMER　op　Hoofdlijnen）」で

は，まず，報告書の文書は，整然（overzichtelijk）・明快（helder）・充分

（volledig）である，環境利益は充分に存在しているとする。また，建築立

地間の比較の過程もよく記述され，多基準（multi－crieteia）分析が利用さ

れた表・柱状グラフも，明解である。しかし，アッセンデルフト北部

（Assendelft－Noord）が選好されるという報告書の結論は，これらから自

動的に導出されず，突然に「切断（versnippering）」という議論を登場さ

せるなど，最終考慮は明解（duidelijk）ではない。この最終考慮には，将

来の住区の居住・生活環境が，ハウスフェルド（Guisveld）とヴェストザ

イダーフェルド（Westzijderveld）の自然・景観価値や，アッセンデルフ

ト北部の技術的建築可能性よりも，政策的に低く評価されていることを明

確にすべきである。また，報告書では立地選択が中心のため，造作側面の

記述が粗雑である。決定形成のときには，環境親和的な造作，騒音防止，

自然価値を高める方策を，重視すべきとする（Cmer1993：2）。
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図2－4（3）②（ア）　　　　　　　Cmer1993

　　　　　　　　　　　　　目次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ一ジ
1．　序　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
2．　環境影響報告書本線審査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5

3．　今後の決定形成への推奨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

　　3．1序　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
　　3。2　評価要領　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

　「今後の決定形成への推奨（Aanbevelingen　voor　de　Verdere　Besluitvor－

ming）」では，評価要領（evaluatiegrogramma）において，特に，騒音公

害，移動性管理，自然価値保護への着目を求める。最初の評価時点は，自

治体計画の審査のときである。第1に，報告書の騒音側面の記述は，説

明・根拠のない仮定に基づくものが多く，資料も概括すぎるため，実際の

騒音公害を評価する必要がある。具体的には，1）道路騒音輪郭区域

（geluidcontouren）の設定が5000住宅の建築によって20m延長されるとい

うが根拠がなく，また，騒音値（dB（A））も終日値か部分値かの説明も

ない。2）騒音予測では，3000／5000住宅建築に伴う交通増大が加昧され

ず，現在の交通の延長線上に仮定されているが，これには検認が必要であ

る。3）　「国鉄槍先プロジェクト（Speerpuntprojecten　NS）」なる方策によ

って，鉄道騒音輪郭区域は現行のままとされるが，国鉄の診断によれば，

夕方・深夜の貨物輸送増が予期されており，報告書の結論は事前には納得

しがたい。4）報告書でも建築時の周辺住民への騒音を指摘しているが，

交通経路が特定されず，公害の程度が特定されていない。第2に，移動に

関しては，自動車比率が40％～65％と見込まれているが，全国平均は75％

であり，その違いの説明がない。第3に，自然価値では，住区に周辺干拓

地の水を循環させるので，干拓地水質の監視が必要である。なお，最後に

評価要領に直接関わることではないが，今次の計画期間（2005年）以降に

は次の住宅建築立地を探すことになろうが，そのときには，既存市街地内

の土壌浄化費用と，郊外の自然価値の殿損・切断（versnippering）とを衡

量されたい，として締めくくる（Cmer1993：3－5）。
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　α）［事例3］

　これも，本文がA4版7頁の簡略なものであり，目次は表の通りであ

る（表2－4（3）②α））。「序」では，経緯，諮問日付，公表と参加期間，情

報夜会（informatie－avond，夜間説明会），作業集団の構成，助言・意見の

受理と説明集会（infomatie－bijeenkomst，公聴会）などに触れる。このユ

トレヒト州地域計画では，ユトレヒト都市圏に30600，アメルスフォール

ト都市圏に12200の，住宅立地が指定されており，これらに係る最初の空

間計画である（政令第3条）。「環境影響報告書への判定と補充の推奨

（Oordeel　over　het　MER　en　aanbevelingen　voor　aanvulling）」が本論である

が，必須側面に関する不足と不明確さのため，特に，以下の4主題での補

充を求めている（Cmer1994a：1－2）。

　第1は，フレウテン（Vleuten）一デ・メールン（De　Meem）の園芸温

室の移転である。1993年3月のユトレヒト都市圏・国間VINEX開始協

定に基づき，この地域に20000住宅を建築する方向と，1992年に緑心制御

集団（StuurgroepGroeneHart）の最終報告にもられた，当該地域に2km

の緑地連節地帯（groene　geleidingszone）を確保する政策とは，本質的に

相互衝突をしている。しかし，報告書ではこの衝突が充分に検討されてお

らず，選好代案でも自然代案（Natuuraltematief）でも180haの温室移転

が提案されている。委員会は，60haと120haに分ける移転の可能性を補

充検討すべきとした。実際の移転の必要i生に不確実性があるからである。

このとき，補充指針での疑問（緑心侵害の度合い，立地代案，移転関連の今

後の決定，必要空間）を参考とすべきである（Cmer1994a：2－3）。

　第2は，2005年以降の住宅建築の展望である。ユトレヒト州域内では困

難で，隣接州（フレヴォラント州・ヘルダーラント州）に求めるとしなが

ら，報告書ではその可能性に関する検討がほとんどない。また，州外案

は，VINEX開始協定のハウテン（Houten）・ニュヴヘイン（Nieuwe－

gein）立地案とも，ユトレヒト都市圏協議会（R　BU）の圏域内案とも一

致しない。従って，委員会は2005年以降の多様な空間的可能性の議論を補
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表2－4（3）②仔）　　　　　　　Cmer1994a

　　　　　　　　　　　　目次
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぺ一ジ
　　序　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　環境影響報告書への判定と補充の推奨　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　2．1　フレウテンーデ・メールンの温室園芸の移転　　　　　　　　　　　2

　　2．22005年以降の展望　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

　　2．3諸代案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
　　2．4　交通・輸送　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7

充すべきとした。長期的展望がないと，住宅不足の短期的圧力のもとで決

断をすることとなり，充分な環境考慮がされない虞が高いからである

（Cmer1994a：3－4）。

　第3は代案の問題である。1つには，平均密度33．3住宅／haという形

で，代案が抽象的に示されている。部分地区ごとの建築が相違すれば，イ

ンフラ建設など環境帰結にも影響する。環境志向の建築方法や，社会／市

場の住宅タイプも影響する。従って，部分地区での織交せを含めた，具体

的な代案が必要である。2つには，各代案は環境側面を個別調査した集合

であって，全体としての一貫した都市モデルとなっていない。また，選択

された側面も説得的でない。例えば，自然代案は，自然とエネルギー・地

下資源で高得点なだけで，他の点ではとるに足らず，説得的な代案とはい

えないから，この代案は廃棄すべきである。費用代案（Kosten－alter－

natief）も同様に，費用側面だけしか見るべきものはなく，実際には他の

代案の比較尺度でしかない。最親環境代案は，3つの選好代案（ライネン

ブルフ（Rijnenburg）案，ハウテン南部（Houten－Zuid）案，フレウテンー

デ・メールン案）に比べ，具体的な構成を提示していない。しかし，最親

環境代案は温室の移転もなく，都市圏との連関の可能性もあり，3つの選

好代案と充分に比較できる実施可能な形で示すべきである（Cmer1994a：4

－6）Q

　第4は，交通・運輸に係る補充である。1つには，自動車交通増の予測

が，国の計画である第2次交通・輸送構造大枠（SVV　II）の数字を翻訳
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しただけである。この数字を達成するための，州の制御手段を具体的に示

すべきである。2つには，代案ごとに，どのような交通インフラを作るの

かを提示すべきである。3つには，2005年以前・以降ともに，隣接州に住

宅を実現したときの影響を検討すべきである（Cmer1994a：7）。

　（ウ）　［事例4］

　1）概　　説
　これは，本文がA4版25頁で，添付資料（Bijlagen）の66頁を合わせる

と100頁近い分量を有する。目次は表の通りである（表2－4（3）②（切）。

「序」では，経緯，諮問日付，公表と参加期間，公聴会，作業集団の構成

などと説明するのは，他の事例と同様である。また，地域計画改訂関連の

公聴会での参加意見に関しては，委員会は入手できていないため，この参

加意見を審査助言で参照する権利を留保すると表明している。本文は大き

く2つの部分に分かれ，前者は決定形成に直接影響する主題の審査であ

り，後者は直接的な関係のない主題の審査である（Cmer1994b：1－2）。

　2）　直接的主題

　「計画中核決断と地域計画の決定形成に結果を伴う主題の審査（Toets－

ing　op　onderwerpen　met　consequenties　voor　de　besluitvorming　over　PKB　en

Streekplan）」は，いわゆる環境目標設定から，騒音（geluid），外的安全

（exteme　veiligheid），地方大気汚染，異臭（geur）が，指針での尺度とな

っている。審査結果は，全体としては良好であるが，部分的には不明確

性・欠点が確認されたため，それに関しては補足を求める。補足の仕方と

しては3類型に区分される。第1は，補充情報が決定には必須であるもの

で，補充報告書の作成と公表・参加手続を要するものである。第2は，重

要ではあるが必須でないものとして，地域計画要綱（concept）と計画中

核決断第3部（内閣提案）の際に，公表されれば可いとするものである。

第3は，事後評価で情報収集をすべきものである（Cmer1994b：3－4）。

　第1類型は以下の諸点である。1つには，騒音は地帯見積（zonebere－

kening），外的安全は年間見積（jaarberekening）という，異なる見積方法
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が採られが，その理由に関して説明がない。さらに，ある代案の外的安全

は，地帯見積法だとより危険度が高く見積られることも判明した。従っ

て，同一見積方法による見積結果を補充すべきである（2．2）。2つには，

参加意見の中から全く新しい代案（S5GG－SNM案）が出され，北ホラン

ト州も後になって類似の代案（S5GG－PMMS案）を出した。しかし，こ

の両案（5GG案と一括される）は正式に公表されていないから，公表・参

加のために補充報告書にすべきである（2．3）。3つには，政令の騒音の

夜間限界値（nachtgrenswaarde）がLA，q27dB（A）から26dB（A）に引下げられ

たため，それに合わせて，住宅隔離（woning－isolatie）を含めた修正が必

要である（2．4．1）（Cmer1994b：5－7）。

　4つには，夜間航空騒音のLAeq輪郭区域（contouren）である（Ther－

ievel1995：53，原科1994：79）。騒音輪郭は，野外夜間騒音から「当然減音

（natuurlijkegeluidwering）」を差引いた住宅内寝室の想定で行う。従って，

「当然減音」の大小で輪郭区域の大小も変化するが，ここでは離陸20．5dB

（A）・着陸22dB（A）である。これはマーストリヒト空港のときの，離陸17dB

（A）・着陸20dB（A）と同一ではない。また，窓を開ける場合や，通気孔のあ

る住居を考慮していない。従って，マーストリヒト空港と違う「当然減

音」とした理由の説明と，マーストリヒト空港と同じ「当然減音」のとき

の影響を示すべきである。また，通常ある予測上の20％の「あそび（toe－

slag）」がないが，その理由と「あそび」をとったときの影響を示すべき

である。さらに，大規模航空用地騒音負荷政令（Besluit　geluidbelasting

grote　luchtvaartterreinen，BGGL）に基づいて，夜間を23二〇〇～6二〇〇とし

ているが，22二〇〇～8二〇〇に拡大した見積も示すべきである（2．4．3）

（Cmer1994b＝8－9）。ちなみに，決定においては24二〇〇～7二〇〇の離着陸停

止となったという（井村1996：39（デ・ボア発言））。5つには，指針にあ

る野外・滞在型保養への騒音公害の予測がない（2．7．1）（Cmer1994b：16－

17）。

　第2類型は以下のようである。1つには，航空騒音の甚大公害（em一
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stige　hinder）の特定方法であり，Ke法（Ke－methode）を主に，終日値

（dB㈲一etmaalwaarde）で補うとしている。しかし，Ke法の見積だと，将

来の改善見込みが，終日値法よりかなり大きく出るが，充分な説明がされ

ていない。また，制御地点が増えるのに，被害住宅数は減るとされる。終

日値法での研究区域が小さいため，5P案の方が5G案より被害数が大

きくなってしまう。いずれも明確な説明が要る（2．4．2）（Cmer1994b二7）。

　2つには，外的安全に係る集団危険の頻度（F）・犠牲者数⑪○グラフ（FN－

diagrammen）と，住宅空間整序環境省報告書『危険との付合い（Omgaan

met　risco’s）』の基準との比較を明示すべきである（2．5．1）（Cmer1994b：

12－13）。3っには，空港区域（luchthavenareaa1）内での危険に関して，空

港の造作はICAO処方に基づいてなされるから，報告書では記述しない

とする。しかし，委員会は，地上勤務者・出迎え見送り者などの空港区域

内の危険も考慮すべきとした（2．5．3）。4つには，滑走路利用の最適化に

資するため，FNグラフを，滑走路別・離着陸別に詳細に製図すべきとし

た（2．5．4）。5つには，飛行燃料の搬入・配分に係る危険に関して，さら

に情報を収集すべきである。これは，指針助言でも指摘したが，指針には

容れられず，充分に扱われていない（2．5．5〉（Cmer1994b二15－16）。

　6つは異臭である。報告書では，1ge／m3輪郭区域98パーセンタイル・

10ge／m・輪郭区域99．5パーセンタイルの住民数から，2015年でも悪化は避

けられるとする。しかし，1ge／m・輪郭区域99．5パーセンタイルでの予測

がない，研究区域が10kmに限定されている，など問題がある。従って，

研究区域に関わらず，1ge／m・輪郭区域99．5パーセンタイルの全住民数を

提示すべきである（2．6）（Cmer1994b：16）。7つには，緑地施設の規模

が，現状・自動進展・代案とで異なっているから，それぞれの目標機能と

利用価値について明らかにされるべきである（2．7．2）。8つには，空港拡

張は自動車移動を増大させると予期されるが，これは第2次交通・輸送構

造大枠（SVV　II）の政策目的に反するので，対策が求められる（2．8）

（Cmer1994b：17－18）。



64　　比較法学32巻2号

　第3類型には，以下のようである。1つには，騒音輪郭区域（Ke－

coutouren）がKe法65dB（A）で足切りされている。Ke法の採用は，交通

治水・住宅空間整序環境省令（ministeriele　baschikking）に基づき，さら

にそれは，1967年のコステン委員会（Commissie　Kosten）報告書による。

しかし，70年代以降，Ke法ではなくLA，q終日値法が工業騒音に採用さ

れ，最高値（piekniveaus）は60dB㈹となった。従って，Ke法65dB㈹は

二重の意味で根拠に乏しい。足切りの有無・水準は，輪郭区域の大小に影

響するから，省令規定による輪郭区域だけでは不充分であり，65dB㈲水

準未満での評価が必要である（2．4．4）。2つには，騒音輪郭区域は6000kg

以上の大型飛行機に対してだけであるから，それ未満の小型飛行機に関し

ての評価を，Ke法と終日値法で行うべきである（2．4．5）（Cmer1994b：9－

11）。

　3つには，外的安全に関して，これまでは非因果（統計）モデルによる

から，因果モデルの開発を評価要領の一部として進めるべきである。将来

的には，因果モデルによる予測・方策と，非因果モデルによる検証が望ま

しい（2．5．2）（Cmer1994b：14）。4つには，保健に関しては，実在・測定

可能なものだけでなく，長期的な危険に係る不安がある。従って，保健に

ついても事後監視が必要である（2．9）（Cmer1994b：18）。

　　3）　間接的主題

　「計画中核決断と地域計画の決定形成の手続に結果を伴わない主題の審

査（Toetsingoponderwerpenzonderconsequentiesvoordeprocedurerond

debesluitvoming　over　PKB　en　Streekplan）」では，直接に決定には関係し

ないが，空港に関する基準設定の発展に重要な事項を扱う（Cmer1994b：

19－25）。1っには，空港は65dB（A）であるが，他の騒音源は50dB（A〉のもの

があるなど，基準が異なる。これによって，限界値輪郭区域内の住宅数が

変動する。2つには，夜間騒音について，指針に示されたデ・フリーファ

ーン（De　Friefahn）式輪郭区域で示されている。最高値式輪郭区域（piek－

waarde　contouren）も指針では触れられていたが，これは報告書では使用
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されず，情報が提供されていない。また，LAeqが20，25，27dB（A）のとき

に，実際に目覚める人の比率も，充分に考察されていない。3つには，

FNグラフでの危険の比較は，両対数平面グラフ上の面積による相対判断

コンセプトに基づく。しかし，その根拠は不明であり，疑問もある。従っ

て，他の方法にするか，根拠を説明するかをすべきである。委貝会は，

『危険との付き合い』での基準との比較が良いと考える。

　4つには，住宅地区での大気汚染は，限界値（grenswaarde）だけでな

く指針値（richtwaarde）も容れるべきである。5つには，国家航空庁

（Rijksluchtvaartdienst，RLD）の2003年以降のNOxの減少予想は，第三者

審査がなければ納得しがたい。6つには，季節別の滑走路利用の記述がな

い。7つには，土壌・地下水・表面水に関しては，記述が概括的で，「中

和」施設（史更neutraliserende”voorzieningen）の有効性が不明であり，危険

も記述されていない。さらに，内容の限定性，基準の設定の仕方，海砂利

用の影響，国家地理庁（RilksGeologischeDienst，RGD）の水路地図の利用

などにも指摘がされる。8つには，計画区域はハーレメルミア（Haarlem－

meremeer）市であるが，研究区域は側面ごとであるべきであって，同市

より大きいことも有り得る。しかし，インフラ，工業用地，緑地の調査は

同市に限定されており，国・州にとっては不充分な情報しかない。9つに

は，代償の可能性への言及がほとんどされていない。最後に，報告書は，

付属報告書とともに分冊となっており，しかも，相互に地図上の位置・名

称・色彩・数字などがバラバラであり，議論の追跡がしにくい。

3　調達運営

　（1）概　　説

　調達資源は，事業運営に必要な資源に依存し，それは，事業手段と事業

運営の性質に規定される。財源資源や人員資源は，ほとんど利用しないの

で，その調達運営は重要ではない。権限資源は，非常に重要なものであ
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る。環境影響報告制度は，運用機関による直接的な手段行使よりも，周与

主体への一定行動の義務づけと，周与主体への運用機関による間接的誘導

が中心となるからである。しかし，環境影響報告制度では，こうした権限

は既に仕組まれており，事業運営のために調達運営をすることはほとんど

ない。唯一の例外は，州条例指定型のときの州条例制定である。一般に

は，権限調達の必要性は，運用において仕組の変更が必要となるときだけ

である。権限資源を運用の中で調達するのではなく，予め仕組んでおくこ

とは，周与主体がその役割を予見するために重要である（大塚1996：8－9，

ルブラン発言（法制化））。

　調達運営で中心となるのは，情報・知識資源である。環境影響報告制度

では，情報・知識には，やや性格を異にするものがあるため，必ずしも一

括できない。第1は，外的情報・知識資源である。これは，環境影響報告

制度にとっては，原料的な調達資源であるとともに，それを周与主体に作

成させることそれ自体が事業産出である。開始通知，指針，環境影響報告

書は，運用機関にとっても必要な情報であるとともに，こうした情報提供

こそが事業の出力である。参加意見・助言も同様である。その意味で，調

達運営と事業運営は一体化している。他方，第2は，運用機関がこれらの

外的情報・知識資源の加工処理のために，固有に必要とする内的知識資源

である。事業運営の中心が，環境影響報告委員会という第三者独立専門委

員会であることから，執務知識としてより専門知識の性格が強い。

　第3に，原料的な情報資源調達ではあるが，事業産出ではないものであ

る。環境影響報告制度は公開性が高く，情報提供自体が事業産出ではある

が，このような守秘情報も存在する。作業集団は，委員会事務局を通じ

て，有権当局に報知したうえで，起導者との守秘情報に関する情報交換を

行うことが出来る。団員は，助言作業中は，メディア・利益集団・有権当

局などに発言することを慎む。非公表文書（助言草案など）には，守秘義

務がかかる。委員会会長の事前の許可がなければ，団員は委員会・作業集

団の見解に関して，コンファレンスや講演などの場で論じてはならない。
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企業秘密・安全保障情報にも守秘手続が適用され，作業集団に提供するか

は有権当局・起導者の裁量である（Cmer199X：4）。

　（2）環境影響報告委員会

　①委　　員

　専門知識資源は，専門知識を有する人員を調達によるから，知識調達は

人員調達と同義である。委員会委員は，このような知識＝人員資源のプー

ルである。委員自体は200人程度である（Cmer199X：1－2）。専門分野は，

大気・土壌・水質汚染，生態学，水文学，地理学，考古学，騒音公害，景

観などの環境各分野に加え，土木・空間計画などを含む。さらに，環境

法，社会心理学，環境経済学，干拓，交通，廃棄物処理，エネルギー，環

境保健などの専門家の協力を得られる状態である。端的にいって，環境影

響報告が関係する全分野を包括している。これらの専門家は，大学・研究

所・コンサルタント会社・政府機関に勤務しているものが多いが，委員と

しての任務は個人資格によるものであり，所属機関の見解を代表しない。

　専門家である委員への報酬は相当のものであるが，一流の専門コンサル

タントの料金には及ばない。それでも委員となるのは，環境影響報告委員

会委員であることが，個人資格として威信になるためである。報酬は実働

日時に応じて支払われ，使用者に報酬を譲渡しなければならない委員では

日額1200（時間単価150）ギルダー，自己の自由時間に務めるとして報酬を

受領できる委員では日額500（時間単価62．50）ギルダーである（1994年当

時）。通勤時問には支払われないが，準備などに割くときは支払われる。

自家用車通勤費は，公務員規則に準じて，1km単価0．68ギルダーが支

払われるが，環境面から公共交通の利用が要望されている。宿泊・通信・

複写費などは，委員会の任務に関わる限り支払われる。専門文献購入費

は，事務局による承認がなければ，支払われない。委員は書式に則り，時

間・支出明細を提出し，事務局が検収して支払う。使用者に報酬を譲渡す

る委員では，使用者に直接に支払われるが，委員会と使用者との間に取引

活動はないから，付加価値税はかからない（Cmer199X：3）。
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表3（2）①　（その1）

［事例1・2］Cmer1992＝28Cmer1993＝13
作業集団の構成（Samenstelling　van　de　werkgroep）

mevr．ir．M．L．de　Knegt

W．A．S．van　MeeI

ir．S．Riemens

ing．G．van　der　Sterre，MSc．

dr．M．J．Wassen

ir．K．H．Veldhuis（voorzitter）（団長）

作業集団担当技術事務局職員（Secretaris　van　de　werkgroup）

［事例3］Cmer1994a＝16

SamensteIIlng　van　de　werkgroep　l

W。A．S．van　Meel

ir．K．Nije

ir．D．F．Sijmons

dr．J。T．de　Smidt（voorzitter）

（irs．ing．P．J．van　Vugt

dr．M．J．Wassen

Secretaris　van　de　werkgroep：drs．M．van　Eck（richtlijnenfase）en　drs．JJ。Scholten

（toetsingsfase）．

　事業運営の個々の案件では，この資源プール全体が利用されるのではな

く，必要に応じて何人かが動員されるだけである。これが作業集団であ

る。なお，委員外から参与として知識＝人員の調達も可能であり，国内に

適材がなければ外国に求めることもある。言語の関係から，ベルギーのオ

ランダ語ができる専門家が多い。作業集団の構成は公表されており，各

［事例］での団員は表の通りである（表3（2）①）。団長は，技術事務担当職

員とともに，助言の期日に関して監督し，法定期限内での提出を心掛ける

（Scholten＆Bonte199414－5）。助言文書も，団長と担当技術事務局職員に

よって署名される（Cmer199X：2）。作業集団は，常時，25程度が並行し

て作業している（Scholten1996）。一般に，指針助言には各団員は20時間，

審査助言には25～30時間を費やし，それぞれ3回の半日会合を行う。指針

助言の第1回会合は，現地調査が普通である（Cmer199X：3）
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［事例4］Cmer1994a：34
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Samenste皿勧1gvan　de　werkgmep：
pro£dr．ir．J．RAgema

dr．ir．M．M．Boone

ir．P．van　Duursen〔voorzitter）

irW。vanDuりvenbooden
dr．」．H．Ettema

iLB，N。deKoning
i【P・G・Meりer

dr．H．N重eboer

pro£dr．P，N蟻kamp

lr．S．Riemens
iL　K．A．A．van（ier　Spek

dr．F．P．C．L．Tonnaer

profliLdrs。」。K　V司hng

Op　hetgebiedvanvliegtechnische　aspecten　adviseerde　capt。P，C。deBm萄ne　dewerkgroep．

Secre血is　van　de　werkgroep3drs．JJ，Scholten　en　drs，T。Gorter

［事例5］Cmer1995　19

SamensteU加9▼an　de　werkgroep3
pro£dr．並．J．F．Agema

dr．症。M．M．Boone

dr．H．Cohen〔voorzitterhchU馴nenIMERl
虻．P．va皿Duu玲en〔voo皿ittertoetsmgIMERenAMERl
ir．W．vanD呵venbooden〔toetsingIMERl
dr．J．H．Ettema

血．B．N．deKo1血嬉〔richt1憩nen－entoetsmgIMERl

丘．P．G、Meりer〔ncht均nen－entoets血gIME珊

dr．H．Nieboer
pro£dr．P。N磐ka皿P

辻。S．Riemens
k．K．A．A．van　derSpek

dr．F．P．C。L．Tonnaer

prof．dr．CAJ．Vlek〔richt均nenIMER）

pro五丘．drs．」．K　V司11㎎ltoets血gIMERenAMERl

Op　hetgebiedvanvliegtechn蛤che　aspecten　adviseerde　capt．P。C。de　Bmりne　de　werkgroep．

Secreta誠s▼an　dewerkgroep3drs．JJ．Scholten　en　d蔦。T．Gorter〔toetsmgIMERenAMERl
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　②専門性・独立性

　環境影響報告委員会の機関原理は，専門性と独立性である。専門家自体

は，有権当局・起導者・意見参加者・法上助言者など，決定に関係する他

の主体にも見られる。従って，専門性だけでは，委員会助言の不偏性・公

平性を主張することはできない。独立性のために，法的枠組としての独立

性（権限資源）と，紐付きでない予算（1993年で4．5百万ギルダー，財源資

源）が，調達されている。また，立地も，中央各省の多くが所在するハー

グではなく，ユトレヒトであることも，その現れである（Scholten＆

Bonte1994：4－5）。委員会は政治的議論はせず，また，政治的支持を求め

ない。議会・内閣への説明もしない。運用本省機関との非公式会合は年2

回あるが，一般的な意見交換に終始する。セミナー・ワークショップで同

席・論議することはある。環境利益集団からの圧力活動もかつて事例があ

ったが，効果がないので現在はない。専門家は同一共同体に属することは

否定できないが，専門家は議論志向的であるから，独立性を害しない

（Scholten1996）。作業集団の構成の独立性（無関係性）も確保も重要であ

る。実務では，担当技術事務局職員が専門家（委員）と接触するときに，

この論点が検討される。何か疑点が発生したら，担当技術事務局職員は直

ちに連絡する。構成が非公式に作られると，起導者・有権当局に伝えら

れ，不公平な構成のときには忌避する。最終的には，委員会会長が決定す

る　（Cmer199X：2）。

　しかし，独立性に実際に最も影響するのは，作業の品質への信頼性であ

る。これは，当初の委員会にはなく，設置から6～7年を要して形成し

た。第1は，期限の遵守である。第2は，判決に言及されることである。

第3は，過誤を2度は繰返さないことである。なお，助言の内容が，起導

者・有権当局と環境利益集団との双方から批判されるのは不可避であり，

そのこと自体は信頼性の欠如を意味しない。作業集団に分かれて助言をす

るため，委員会全体としての見解の統一が，内部的品質管理で重要であ

る。そのため，1つには，10週に1回，会長・副会長が会合し，現下の争
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点に意見交換を図る。2つに，事務局職貝は2週に1回の会合を行う。3

つに，ゴルフ場などの各問題類型ごとに，担当技術事務局職員を配し，当

該類型に係る事案は全てを追跡する。これは，非公式内部的な分担であ

る。なお，過大な同一化が生じないように，担当類型は数年に1度に取り

替える。4つに，作業集団も構成を変える。同一構成員間での自己回帰的

論議を避けるためである（Scholten1996）。

　③事務局

　各作業集団には，担当技術事務局職員が張付く（Cmer199X：2）。この

事務局職員は，作業の管理面だけでなく，助言の起案も行うことが多い

（Scholten＆Bonte1994：4）。作業集団員が起案にコメントすることで修正

をしていくが，場合によっては，団員が起案することもないわけではな

い。技術事務局職員は大学卒であるが，専門家ではない。むしろ，新しい

主題に迅速に対応できる適用性が重要であり，その点で，地理学系・生物

学系が多い。利用可能な知識の収集・整理に基づく思考に慣れているから

である。関係性の科学，科学系ジェネラリストともいえる。1996年当時の

事務局職員24人のうち，技術事務局職員は12人であるが，地理学系4人，

生物学系5人，化学系1人，法学系1人，空間計画学系1人である。一般

に，法学系は希望者は多いが，役に立たないことも多いという。工学系・

経済学系は適していないが，そもそも応募も少ないという（Scholten

1996）。残りの12人の事務局職員は，管理・情報・文書事務に従事する。

この他に事務局には，事務長（Secretaris）1人（地理学系）と事務長補佐

（Adjunct－secretaris）3人がいる。また，事務次長（Plv．secretaris）が置

かれたときもある（Cmer199X：4，BiZa1998：U16，BiZa1994：T16）。年に

よって変動はある（Cmer1998：63－64）。

　（3）州聞協議会

　運用機関に州政府がなるのは，州条例指定型だけの例外的な存在である

（州政府は，環境影響報告制度には，周与主体である有権当局として関わること

の方が多い）。実際に事業運営を行うには，どのように運営すべきかの技術・ノ
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ウハウがある方が望ましい。従って，知識資源調達が重要である。環境影響報

告制度の知識調達の有利性からも，制度の統一的運用という観点からも，全体

的な運用機関（住宅空間整序環境省・農業自然漁業省，環境影響報告委員会）

が行うのが，最も自然ではある。他方で，それでは，州条例指定型という

編制をした意味がないともいえる。

　実際には，州間協議会（lnterprovinciale　Overleg，IPO）が，「モデル条例

（mode1－verordening）」を作成している。もっとも，このモデル条例は，

営為・場合・決定という政令別表Cの形態を模倣しているなど（モデル条

例第5．3．1条，同別表第8C（Nummer8，0nderdeel　C）），全体制度の影響を

強く受けている。その意味で，名目は州政府であるが，実質は運用本省機

関が行っている。従って，州政府は，運用機関というよりは，限りなく，

運用本省機関の誘導の対象である周与主体に近いといえる。そして，その

ことは，環境影響報告制度全体での位置づけとも対応する。

4　回 転

4－1　維　　持

　（1）総　　説

　環境影響報告制度の安定的な回転のためには，事業産出が望ましい結果

に結びつくように，その産出の維持（handhaving）が必要である。そのた

めには，周与主体に対する履行確保をするとともに，周与主体の遵守

（naleving）を求める必要がある。

　運用機関によれば，有効な維持には，以下のような要件が挙げられる。

ある意味では，編制要素の再掲である。第1は，明確な法的規制である。

第2は，合理的意思決定モデルの適用である。つまり，代案考慮の余地が

広く，新しい情報を吸収するなど，決定手続が可塑的（open）なことであ

る。第3は，プロジェクト環境アセスメントは，戦略的環境アセスメント
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に支えられていることである。この点は，環境影響報告制度の弱点として

意識され，試みが進められている（Van　Eck1994b，Ten　Holder1995，Ver－

heen1996）。第4は，開始通知・参加・指針助言・指針という，スコπピ

ングヘの関心である。第5は，参加の確保である。第6は，独立の環境影

響報告委員会による，指針助言と審査助言を通じた，客観的事実に関する

二重チェックである。また，委員会は，環境影響報告制度に関する情報セ

ンターとして機能する。第7は，環境影響報告書固有の品質である。具体

的には，提案・代案営為の環境帰結の情報，環境帰結間の比較，環境帰結

と基準との対比，欠落知識の概観などである（Scholten＆Van　Eck1994a：

20－21）。この他に，フォローアップ，柔軟性（変化への対応，適用範囲，調

査項目など）なども挙げられる（ルブラン＆デボア1996：44－49）。

　講学的にまとめれば，環境影響報告制度での維持は，大きくは2つに分

かれる。第1は，事業産出である環境影響報告書が，決定において充分に

考慮されることである。これが固有の意味の維持である。決定・争訟段階

である。第2には，環境影響報告書の品質を維持することである。選別・

作成・判定・評価の各段階である。

　（2）選　　別

　①見解表明

　選別段階では，重要な営為が漏れないように維持する。しかし，争訟に

よる維持は，運用機関によれば「不幸な径（ongelukkigegang）」である。

従って，実務的には，疑義のある情報は住宅空間整序環境省環境影響報告

課に集約され，そこで検討される。こうして，遺漏を防ごうとする。但

し，環境影響報告課の見解は，専門家としての単なる意見であって，法的

拘束力もなければ，法的に抗告の対象ともならない（国務院争訟部1988年

4月13日判決（Afdelingrechtsspraak（ARRvS）13apri11988））。運用本省機

関は判例などを想定しつつ，執務知識を蓄積・発展させることで，実質的

な維持を試みている。実際には，回避は多くないとされている（Scholten

1996）。
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　また，起導者にとって，環境影響報告義務かどうかが不確実ではある

が，後から義務と選別されて遅滞が生じるのは懸念される。このような場

合に，運用機関は以下のように示す。第1は，予防的に環境影響報告手続

を開始する。第2は，有権当局に対して環境影響報告の要不要に関して，

明確な宣明（uitspraak）を求める。この宣明は抗告で争える公式決定では

ないが，実務的には，有権当局の判断を事前に知り，対応が円滑になる。

　②「悪意の裁断」

　対象設定は，一般には場合欄で裾切りが行われている。そこで，選別の

維持として問題となるのは，環境影響報告義務を回避しようとして，故意

に営為を分割して，裾切り以下の規模にする「悪意の裁断（moedwillig

opknippen）」が生じ得ることである。一義的には，この可能性の有無を調

査するのは，有権当局の責任である。有権当局は，複合することで環境に

重要な害が有り得る複数の営為間の連関を点検し，決定形成にそれを含め

るとされている（法第7．2条第2項）。また，政令別表C型の他に，別表D

（判別義務）型を指定したことは，「悪意の裁断」の可能性を減らすための

仕組でもある。また，定義規定（政令別表A）において，「能力」や「面

積」の定義が，「近い将来に合理的に予見し得る拡張を含む（de　redelijker・

wijsbimenafzienbaretildvoorzienbareuitbreidingdaarvan）」とあるのも，

同様である（政令別表A2項a号）。

　有権当局が維持しないときには，法的権限的には裁判所によって維持さ

れる。例えば，多様な堤防区間に分割して段階的に営為を進めることで

は，環境影響報告義務を回避できないとした判決がある（アーネム地方裁

判所！993年1月22日判決（RB　Amhem，221anuari1993））。しかし実務的に

は，運用機関である環境影響報告課に疑義を照会（aanvragen）すること

が，賢明な対応である（VROM＆LNV　l994a：35）。

　（3）作　　成

　環境影響報告書は，起導者によって作成されるが，その作業が起導者に

とって負担を追加するだけで，何等の利点もないときには，作成作業は



　　　　　　　　　　　　オランダ環境アセスメント制度の運用（金井）　　75

渋々進められうるに過ぎなくなる。運用機関は維持のためには，起導者に

そのメリットを説得する必要がある。環境影響報告書では代案作成が重要

である。代案作成の目的は，企画開発と決定形成のできる限りの早期にお

いて，設定目標を実現できる可能な選択肢と，それぞれに付随する環境影

響とについて，認識を得ることにある。これは，有権当局にとってだけで

なく，起導者にも当てはまる。すなわち，起業者は，企画の段階で環境帰

結を説明できるようになり，環境面から最善の営為を選択し得る，という

のが運用機関の説得である（VROM＆LNV1994a：71）。ときには，こうし

た考慮が，経済的な方法を発見することにもつながる。例えば，EPON

社の事例では，最親環境代案が決定されたが，結果的には企業効率も，当

初提案に比して25％の向上を意味していた（VROM＆LNV1994a：76）。

　（4）判　　定

　①欠陥是正

　環境影響報告書は，判定段階のなかの多様な場面で，欠陥を指摘され

る。欠陥を認識された報告書がそのまま放置されることは，維持には逆効

果である。従って，報告書は是正されるべきである。この維持活動が，広

義補充である。広義補充は，有権当局による受容性判別の前後で，編制に

おける位置づけが異なる。受容性判別以後の是正を，（狭義）補充と呼ぶ。

　環境影響報告書が，法定条件欠陥や不正確のときには，有権当局は，受

理後6週以内に起導者に，理由を付して報知する。環境影響報告書は不受

容となり，それ以降の手続の進行は中止され，営為に関する決定も為され

ない。但し，欠陥が二次的なときには，不受容の判別はしない。この不受

容報知は，営為に係る許可申請などを撤回させることを必ずしも含意しな

い。むしろ，必要な補充を付加した上で，改めて有権当局に環境影響報告

書の提出をすることを求めている。実際，多くの場合には，こうした修正

情報によって充分とされ，受容性判別に至る（VROM＆LNV1994a：162）。

これが受容性判別前補充であり，仕組も法定されている。

　②狭義補充



76　比較法学32巻2号

　実際には，有権当局による受容性判別以降も，参加・助言・審査の段階

において補充情報が必要とされることがある（Cmer199X：11）。この（狭

義）補充（二受容［生判別後補充）に関しては，法定の仕組はない。従って，

起導者は任意で補充できるが，補充を義務づけられるわけではない。その

ため，この狭義補充に関しても規則制定が必要という見解が，環境衛生総

則法評価委員会（Evaluatiecommissie　Wet　algemene　bepalingen　milieu－

hygiene）などから出された。しかし，州と環境影響報告委員会はこれに

反対し，現行の柔軟な運用実務を維持すべきとし，住宅空間整序環境省も

同調している。その理由は，補充規則の枠内での決断には，（判例などによ

って）抗告訴訟が開かれる可能性が高く，それは遅延と手続的困難を招く

ということにある。また，委員会の審査助言を内容事実に関する「終審」

にさせるためにも，審査以降の有権当局の対処が仕組まれない方が望まし

いと，推定される。

　こうして，狭義補充の仕組は作られず，運用に委ねられる。そのため，

住宅空間整序環境省から，大臣方針（richtsnoer）が出ている。情報提供

による運用である。この方針は，決定形成にとって有権当局が必須を考え

るときにのみ，適用される。必須でないときには，許可案の作成やその公

表を進められる。想定される状況は，以下の2つに場合分けされる。

　第1は，補充が，当初の許可申請・計画（素）案の変更をもたらすとき

である（法第7．28条類推適用）。具体的には，以下のような場合である。1

つには，有権当局は補充を必要と考えるが，そのような補充をした場合，

補充報告書の内容から，当初の許可申請・計画（素）案が実行できなくな

るときである。起導者は変更を余儀なくされる。2つには，以前に環境影

響報告書が作成された決定が裁判で無効とされた後に，改めて新しい許可

申請・計画（素）案を出すことになる。このとき，報告書の補充が為され

ると，それに応じた修正が必要である。3つには，報告書の資料が古くな

ったときや，新しい調査資料が利用できるようになったときである。4つ

には，有権当局が，環境影響報告書で（不充分にしか）記述されていない
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代案を選択したときである。これは，起導者と有権当局が同一のときに生

じ，交通治水省の画線決定（trac6besluit）や，州の地域計画によく見られ

る。なお，画線法（Trac6wet）では法定されており，「画線文書／環境影

響報告書（trac6nota／MER）」に記載されていない路線を画線できるが，

そのときには，「補充画線文書／環境影響報告書」が作成されなければな

らない（画線法第14条）。つまり，これの類推適用である。第2は，環境影

響報告書の補充が，当初の許可申請や計画（素）案の変更をもたらさない

ときである。これは，有権当局の実際の必要に応じて進められる。

　大臣指針は，多くの運用実例で実際に行われている進行を，そのまま取

込んでいる。通常の判定手続が，類推適用的に再現される。有権当局が補

充が必要と考えるときには（受容性判別），有権当局に報知するとともに，

メディアを通じて公表する（法第7．12条第4項類推適用）。起導者は補充を

作成し，有権当局に提出する。有権当局は受理・受容してから，公表・供

覧・参加を行う。最後に，環境影響報告委員会が補充審査助言を行う

（VROM＆LNV1994a：162－164）。例えば［事例5］では，以下のように進

行した。1994年8月23日に審査助言（［事例4］）が出され，一部について

は補充報告書の作成を推奨した。9月20日に，北ホラント州（調整有権当

局）が，委員会への書簡によって，補充の提案を知らせた。10月18日には

補充の着手を公表した。起導者と有権当局が同一なので，補充報告書は作

成後そのまま，12月8日に報道発表され，同月12日に公表された。翌13日

に委員会に対して，補充審査助言を求める諮問を行った。供覧・参加がな

され，また，公聴会も1995年1月10・11日に開かれた。補充審査助言は1

月30日である（Cmer1995a：1－2）。

　③補充審査助言

　［事例5］は，補充審査助言である。本文がA4版6頁の簡略なもの

である。「序」は，審査助言と同じく，経緯，作業集団の構成，参加意見

の斜酌などが述べられる。「審査」は，補充情報の付加価値への審査と，

当初報告書と合わせた全体としての情報の充分性の審査からなる（Cmer
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1995a：1－2）。

　前者に関しては，補充が充分な情報を追加したとする。個人危険輪郭区

域では，当初報告書は，補充報告書よりも現状を悪く判断しており，反射

的に，改善が大きく見えていたことが明らかにされた。また，夜間時間を

長くとることや，窓開けの可能性を入れたことから，補充報告書では睡眠

妨害の見積は大きくなった。さらに，望ましいとされる5P案は，補充

報告書でさらに環境基準を満たせない側面が多いことが判明した。従っ

て，計画中核決断では一層の措置が必要となった。但し，これらの追加情

報は，当初報告書の各代案間の順位を変えず，S5GG－PMMS案も尺

度によって順位が入替わる程度であった。但し，当初報告書より，全体と

して有利性が減っている。後者に関しては，補充報告書では，審査助言で

の第1類型（要補充）の内容の追加に集中しており，その意味で，他の助

言や参加意見に充分に応えたとはいえないが，決定を行うための充分な情

報は得られた。従って，手続の進行を可とする（Cmer1995a＝2－4）。

　また，決定に際して計画中核決断第3部などで言及すべき点も，指摘し

ている。第1は，研究区域である。補充報告書では当初報告書よりも広い

騒音LAeq輪郭区域も採用したが，作成者は，研究区域の拡大しても信頼

できる情報の追加は少ないとも主張している。従って，これは欠落知識で

あるから，決定の段階で欠落知識が何なのか論述すべきである。第2は，

夜間騒音に関する，夜間時間の延長と窓開け・通気孔である。審査助言で

はこれらを別個に指摘したため，補充報告書でも両者の複合は検討されな

かった。決定に際しては，複合についても検討すべきである。第3に，騒

音と保養の関係であるが，これに関しては，服用量／影響関係を開発すべ

きである（Cmer1995a：4－6）。

　なお，参加意見から登場したS5GG－SNM案の取扱いである。補充

報告書では，起導者側は，同代案は航空技術的な点や墓地を分断する空間

的な点から，非現実的な要素を含み，現実的代案として他と同列に比較で

きないとした。こうした扱いに，同代案の提起者であるSNM（自然環境
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財団（Stichting　Natuur　en　Milieu））は意見参加（85番，1995年1月17日受

理）の中で，起導者の根拠が誤っていると反論している。委員会の判断

は，同代案の実現性は高くないとして，起導者側に理解を示す（Cmer

1995a：6）。

　（5）決　定

　①総　　説

　環境影響報告制度は，決定そのものではなく，本体プログラムの事業運

営である決定に対する，補助プログラムとしての事前・事後手続である。

環境影響報告書が本体プログラムの決定で無視されるならば，環境影響報

告制度の事業産出は無意味である（大塚1996115（デ・ボア発言））。従っ

て，環境影響報告書は，本体プログラムにおいても，維持されるべきであ

る。この決定形成段階での維持のために，手続的条件（invloed）と実体的

条件（kennis）とを，本体プログラムの条件に上乗せする（Ameerlaan＆

Rood1994：96）。

　但し，基本的には，周与主体である有権当局に条件付けをしたにすぎな

い（VROM＆LNV1994a＝113）。運用機関が運用において直接に，維持に

当たるわけではない。例えば，運用機関が有権当局とともに決定権限を共

有するとか，あるいは，有権当局の決定に際して運用機関（主務大臣）の

同意・協議を要するなどの，直接関与はない。ここでも，環境影響報告制

度が全体として有している，間接関与の性向が反映している。つまり，編

制を仕組むことで，維持という運用の代替を期待している。その意味で，

決定における維持は，微妙な位置にある。

　②拡張決断根拠

　有権当局は，いわゆる拡張決断根拠（verruiming　beslissingsgrondslag）

によって，決定に際しては，全環境帰結を考慮しなければならない。ま

た，いわゆる理由付け義務（motiveringsplicht）によって，有権当局は決

定に際して，どのように環境影響報告書の情報を利用したのか明らかにし

なければならない（デ・ボア1996：8）。しかし，実際の法的制約の中で，
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実際には，当該個別法分野のみの衡量がなされ，環境影響報告書に基づく

環境利益が，充分に考慮されていない可能性もある。例えば，表面水汚染

法（Wetverontreiniging　oppervlaktewateren，Wvo）許可では，表面水環境

に関わる環境帰結のみは考慮するものの，その他の環境影響報告書の環境

帰結は考慮されないことも有り得る。従って，運用機関は，決断根拠の拡

張の可能性に関して，有権当局を積極的方向へ誘導を図ろうとする

（VROM＆LNV1994a：159－160）。

　拡大公開準備手続（行政法規一般法第3．5節）不適用の計画については，

拡張は限られるとする。例えば，工業用地からの大気・水・土壌への排出

は空間計画では規制できず，ゴルフ場の肥料・除草剤の使用は用途計画で

は制限できない。従って，決定では環境影響報告書の内容を生かすことは

出来ず，事実上で作られる管理計画（beheersplannen）や協定などを通じ

るしかない。これに対して，拡大公開準備手続の適用される環境許可で

は，拡張の可能性は高いという。これは，実質的には，環境影響報告書

は，同じ環境政策分野の決定には拡張されやすいことを意味する。他の政

策分野への横槍的介入には限界がある。その意味では，本体制度としての

環境許可制度の存在が重要である。

　拡張の第1に，環境許可付帯処方を環境保護のために課すときに，通常

の法規で許容されている以上の処方が，環境影響報告書を根拠として可能

である。例えば，環境影響報告書で，環境帰結の累積が指摘されていると

きや，環境保護区域で造作が為されるときなどである。あるいは，既存基

準では許されていても，環境影響報告書で，新たな排出削減技術が利用で

きることが明かとなったら，既存基準は突破される。規則が一定の余地を

与え，環境影響報告書が契機を与えるときには，既存規則も突破できる。

例えば，航空法（Luchtvaartwet）に基づく政令騒音基準も，基準はあく

まで発展中であるから，環境影響報告書をもとに異なる規制も可能とい

う，国務院助言がある（RvS1987－1988）。

　第2の可能性が，いわゆる「白染み（witte　vlekken）」現象である。こ
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れは，ある法令での許可条件がなくとも，別の法令の許可条件を拡張して

対処する。「白染み」は，かつて環境法が個別環境許可（sectorale

milieuvergmningen）に分断されていたときの名残であり（東京海上1992：

7－10），それらが単一環境管理法許可に置換され，また，環境管理法と表

面水汚染法の両許可間の調整規定が出来てから，その重要性は薄れてはい

る（Ammerlaan＆Rood1994：294－295）。しかし，表面水汚染法許可が不要

なときにも，環境管理法許可を拡張して規制を加えることや，核エネルギ

ー法（Kemenergiewet，Kew）許可に表面水汚染法による水質規制を加え

ることで，依然として活用できる。

　（6）評　　価

　①総　説
　評価の目的は，環境影響報告書で予測された影響が，実際の環境帰結と

一致しているかを調べることである。あるいは，現れた環境帰結が，決定

の前提情報の範囲内にあるかである。実際の影響が予測と大きく乖離して

いるときには，有権当局が追加の方策を採ることが出来る。また，欠落知

識に関する認識を得ることも，評価の目的である。

　環境影響報告書では，評価に関する記述は法定条件ではないが，実際に

は多くの報告書において，監視（monitoring）・将来詳細調査（toekomstig

nader　onderzoek）の開始が言及される。通常は，短い1章や数項におい

て，起導者・起草者が，営為のどの部分ないし側面に関してモニタリング

をするかを示す。しかし，法制上の評価は，有権当局がその有無を決定

し，有権当局の責任で行う。このような事例は必ずしも多くはない。具体

的には，デ・スルフター（De　Slufter）の汚泥回収，COVRAの放射線廃

棄物保管，エメン（Emmen）のガス脱硫施設，大バイスターハウゼン工

業用地（Bedrijventerreinen　Groot　Bijsterhuizen），北ホラント州廃棄物計

画，ベトゥヴェ鉄道線（Betuwespoorlijn）などがある。また，リネ・モ

ンフォルト（LinneMonfort），第3期メルヴェデハーフェン（DerdeMer－

wedehaven），フェルセン（Velsen），ヘイロー（Heiloo），ナウエルナ
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（Nauema），フェーンダム（Veendam）の各廃棄物処分場も評価の事例で

ある（VROM＆LNV　l994a：113－114）。

　②　内容・作業方法

　実際には，評価は有権当局が，起導者・起草者（opsteller）と協力して

進める。いずれも周与主体の手中にあり，運用機関が直接に関与すること

は出来ない。また，環境影響報告委員会は評価結果報告書（verslag）を受

取るが，指針や報告書と異なり，助言での関与は法定されていない。従っ

て，評価段階も運用機関は，情報提供による遠隔誘導を試みる（VROM

1990，1992）。なお，評価結果報告書の審査を環境影響報告委員会に求める

ことは，有権当局の任意である（Cmer199X：13）。

　有権当局は，評価に関して，決定において期間・方法を定める。具体的

には，評価要領（evaluatieprogramma）を作成する。評価要領では，調査

項目（onderwerpen），調査方法，調査時期，調査実施者と費用負担者，調

査結果の判明後の採るべき行動，などが決められる。調査時期は，建設

前，建設中，使用・管理中，事後配護などとあるが，1回というより何回

か繰返すのが普通である。費用に関しても重要であり，特に複数の有権当

局があるときには，その分担割合を定める。また，評価の実施は，有権当

局と起導者の協力で行われるから，両者の任務分担を合意し，評価要領に

明確に定めておくことが望ましい。

　調査項目は，環境影響報告書での環境影響予測・欠落知識，外的進展，

決定時の論争点などである。法定助言者助言や参加意見も参考となる。外

的進展とは，決定の後に生じてきた，環境帰結に関する重大な認識の変化

や，環境対策や緩和方策の実現可能性の変化などである。例えば，廃棄物

焼却施設のダイオキシンである。また，留保や疑念が残ったまま決定され

たときには，決定時の論争点も重要である。調査項目は優先順位を付けて

選定される。調査項目とする基準は，測定が可能か，営為に起因するか，

不確実か，方策によって対処できるか，将来の環境影響報告書に役立っ

か，などである。調査結果資料が有意味となるためには，比較の引照枠組
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が必要である。すなわち，営為の開始時点での現況＝零状況（nu1－

situatie）と，自動進展である（VROM＆LNV1994a：115－119）。

（7）争　訟

①間接性

争訟は，法的弁証によって，運用機関の事業運営を維持する。従って，

回転における弁証と維持とが一体的である。勿論，争訟は同時に，法的反

証によって，事業運営の維持を不可能にし，変更を要請することもある。

環境影響報告制度の運用における有権当局の決断に対しては，一般的には

抗告訴訟は開かれていない（ECW1996：22－23）。既に述べたように，この

ことは，審査助言を，裁判所に代わる独立・事実・最終審査と位置づける

ことに対応する。抗告に相当する異見は，参加・助言として委員会に投入

され，それを踏まえて委員会が最終判断を下すのである。

環境影響報告書の内容や，それに基づいた有権当局の見解に同意しない

ときには，有権当局の決定形成に関連づけて，間接的に抗告訴訟が行われ

る。例えば，環境管理法上の決定（環境許可など）では，国務院行政争訟

部（Afdeling　bestuursrechtspraak　van　de　Raad　van　State（ABRRvS））に提

訴する。また，許可などの決定において，有権当局が評価調査の方法・時

期を示さなかったときには，この決定に対する抗告が開かれ，当該決定は

無効となりうる（VROM＆LNV1994a：118）。判決において，環境影響報

告委員会の審査助言への言及がされることがあるため，有権当局は審査助

言を無視して決定手続を進めにくい。審査助言の事実内容に関しては争訟

で争えないが，審査助言の事実内容が判決の判断材料となることで，審査

助言の維持が促進される。そのため，環境影響報告書の補充がされること

が多い（Scholten＆Bonte1994：4）。

争訟が決定本体制度で行われるため，環境影響報告制度での維持と，決

定本体制度での維持とは，乖離しうる。つまり，（運用機関からみて）「問

題」のある環境影響報告書に基づく決定が維持されないことは，環境影響

報告制度にとっては維持のこともある。また，「充分」な報告書に基づい
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たが，それを考慮しない「問題」のある決定が維持されないことも，環境

影響報告制度にとっては維持である。「充分」な報告書に基づく「問題」

ない決定が維持されるのは，環境影響報告制度にとっても維持である。

　②　限定性

　環境影響報告制度に関する抗告訴訟に関しては，環境管理法の規定はな

く，運用に委ねられている（VROM＆LNV1994a：160－162）。旧法である

環境衛生総則法では，調整（coδrdinatie）に関する決定と，免除申請に対

する決定とには，抗告が明示的に開かれていた（環境衛生総則法第55a

条）。現行法（環境管理法）では特段の規定がないため，行政法規一般法

における「決定（besluit）」の概念に依存する（行政法規一般法第1：3条第

1項）。そこでは，行政機関の文書による決断（beslissingen）で，内容的

に公法的法行為（publiekrechtelijke　rechtshandeling）を含むものとされ

る。判例によれば，行政機関と他者との関係に（外部的な）法的帰結をも

たらすものとされる。従って，運用本省機関の解釈によれば，環境影響報

告制度の運用で「決定」といえるのは，①判別義務（政令別表D）に係る

決定，②免除申請に係る決定，③調整に関する決定，とされる。その意味

で，旧法規定から削除されたことの意味はないと解している（旧法当時は，

判別義務の仕組はなかった）。逆にいって，指針や受容性判別への抗告はで

きない（1985年7月23日行政争訟部判決（AR23juli1985），1993年1月11日行

政争訟部長決定（Vz　AR　ll　januari1993））。

　運用機関によれば，環境影響報告制度は争訟を限定する作用があるとい

う。争訟は，準備・決定段階における，不充分な情報・意思疎通・合意形

成に起因するものがある。環境影響報告制度は，参加・審査による公開の

合意形成手続であるから，争訟の原因は減少するからである（大塚1996：

20－21（デ・ボア発言），Scholten1996）。

　③　選　　別

　環境影響報告の対象営為は，編制の対象設定で明示され，事業運営の選

別によって確定されるはずである。しかし，現実には，多数の運用機関と
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周与主体が関係するために，必ずしも一義的な合意が形成されるとは限ら

ない。従って，選別において遺漏が生じないように，運用機関は維持方策

を講じなければならない（VROM＆LNV1994a：34－35）。法的権限的には，

裁判所によって維持が担保される。環境影響報告義務に関しても，判別義

務に関しても，ほぼ同様である。但し，既に述べたように，運用機関は事

訟による維持には批判的である。

　第1に，起導者が環境影響報告の対象でないと判断したが，有権当局が

対象と選別したときである。このときは，有権当局によって遺漏は抑止さ

れ，維持の間題は生じないといえるが，有権当局による過大な対象選別

も，本来は好ましいものではない。しかし，運用機関が権限的に介入する

余地はなく，起導者が有権当局に対して抗告で争うかだけである。すなわ

ち，政令別表C型などの場合には，起導者の環境影響報告書なしの申請

に対して，有権当局は環境影響報告書の欠落を理由に不受理（niet－

ontvankelilk）する。起導者は抗告を行い，最終的には国務院行政争訟部

（ABRRvS）に至る。この間，起導者は暫定措置（voorlopigevoorziening）

により，申請を有権当局が取扱うことを求める。政令別表D（判別義務）

型のときには，有権当局の選別決定に対して，行政争訟部に抗告する

（VROM＆LNV1994a：38）。

　第2に，有権当局が環境影響報告を不要と判断したときである。このと

きには，法上助言者（二運用本省機関の分身），周辺住民（omwonenden），

環境団体（milieugroep）などが，利害関係人として抗告できる。

4－2　弁　　証

　（1）総　　説

　①留　　保

　制度内在的な弁証は，編制された諸目的に照らして行われる。ここで

は，以下の諸点のような留保・限界が生じる。第1に，目的自体の是非を

弁反証するものではない。目的自体を問うには，より上位の目的が設定さ
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れなければならない。これは，制度外在的な弁証である。第2に，「目的

による弁証」を排除する。制度は，それが要素とする目的それ自体の意義

によって，一般弁証を図ることがある。これは，制度存在的な弁証であ

る。つまり，実際の仕組や運用に問題があったとしても，これは枝葉の問

題であって，制度の根幹自体は防御しようとする。制度内在的は弁証は，

ある意味で，制度存在的な弁証を前提としている。

　制度内在的な弁証本体に関わる限界として，第3に，制度に仕組まれた

諸目的が，必ずしも一義的に確定できないことである。本稿では別稿に基

づき，諸目的とは，㈲環境利益充分存在，（イ）流線化，（ウ）内面化，＠情報品

質保証，㈲第三者揚力，（カ）議論客観化，eの任務割当・情報収集，（ク）行政負

担軽減，㈲政策開発貢献，としているが，これへ自体への反証は有り得る

（金井1999）。さらに，第4に，諸目的間の比重や序列が一義的ではない

ことである。一般に，諸目的は羅列されるだけで，その相互関係は不明な

ため，実際の弁反証ではその解釈づけが必要となる。本稿は序列として

は，㈲が高く，次いで（イ）（ウ）であり，それ以外は後順位としている。しか

し，その相互聞の比重は不確定である（ECW1996＝6－10）。

　②　政策問対立デ

　環境影響報告制度への弁反証は，一般には，政策分野間の利害関係を再

現しやすい。例えば，同一の住宅空間整序環境省にある空間政策と環境政

策の間でも，こうした現象がみられる（Bouwer1995：192）。すなわち，空

間整序審議会（RARO）は，空間計画への環境影響報告の適用は，不透明

性・遅延の虞があり，空間計画上の参加機会と環境記載段落（milieupara－

graaf）によって，環境利益は充分に衡量されるから，環境影響報告制度

は不要とする（RARO1984）。これに対して，環境衛生中央審議会

（CRMH）は，早期の注意指摘，代案の余地，政策間調和などで，環境影

響報告制度は，議論における意思疎通に重要な役割を果たしているとする

（CRMH1984）。また，環境影響報告委員会によれば，用途計画の決定内

容に顕著に寄与したものは少ないが，過程には意義があったという



　　　　　　　　　　　　　　オランダ環境アセスメント制度の運用（金井）　　87

（Cmer1990）。同様の弁反証は，耕地整理（ruilverkavering）・土地改善

（1andinrichting）においても生じた。環境影響報告制度が不要とされた根

拠は，すでに，1982年から改訂土地改善プロジェクト評価方法（Herzien－

ing　Evaluatie　Landinrichtingsprojecten）が適用されて，環境・自然・景観

の影響が判定されていたことにある。しかし，環境政策側からすれば，内

容的・手続的に不備があるとされ，現政令では対象範囲が拡充された（政

令別表C第9．2，9．3類）（Cmer1992b，国立国会図書館調査立法考査局1992b：

122，松村1997a：190）。

　政策分野間の利害対立が反映しやすいことは，環境影響報告委員会（運

用独立機関）の弁証に作為的に利用され，また，それが可能なような仕組

になっている。一般に，有権当局・起導者になる政府機関は，委員会は政

策問題に介入しすぎると批判し，環境利益集団は，委員会は科学的問題に

限定しすぎると批判する（Scholten1996）。両サイドから反証されること

が，環境影響報告委員会の「独立性」「不偏性」を，あるいは，政策判断

と事実情報の適切なバランスを，弁証しているとされる（Scholten＆

Bonte1994：7）。環境影響報告委員会が，住宅空間整序環境省環境総部と

は異なり，環境政策に責任を負わない独立機関であり，また，有権当局

（受容1生判別）と環境利益集団（参加意見）・環境政策当局（法上助言者助言）

との双方を踏まえて，「第三者」として審査助言をすることが，つまり，

運用機関が環境政策の前衛として他分野の政策主体と衝突しないことが，

編制の知恵である。

　③　「不偏」弁証

　弁反証は，関係主体の利害関心を反映するため，「偏向」しやすい。仕

組から，「独立性」「不偏性」を付与される環境影響報告委員会は，弁反証

においても「不偏性」を主張できる。これが，同委員会による「不偏」弁

証である。勿論，運用機関自体による弁証が，第三者による不偏的な弁証

であるはずはない。むしろ，政策分野間の関係者の膠着する対立におい

て，中間的スタンスをとることが，「不偏性」の意味になる。そのため，
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弁証は微温的に聞こえることもある。環境影響報告制度の意義には，直接

結果と間接結果とがある（デ・ボア1996：9，松村1996：66）。講学的には，

結果弁証の一種である。

　（力　直接結果

　直接結果とは，より環境親和的な営為（緩和，環境状況改善，代償を含

む）が決定されることや，営為が延期・中止されることである（Scholten

＆VanEck1994a：10－14）。例えば，住宅立地では，安全面の分析から干拓

ではなく埋立が選ばれたことや，公共交通と生態系の組合わせがなされた

事例がある。一般には，環境と財政・経済は両立しないと考えられている

が，両立するときもある。このような「相勝状況（win－win－situatie）」の

ときには，環境親和営為が決定される。例えば，橋代案とトンネル代案の

比較で，トンネルが環境親和的であるが費用がかかると思われていたと

き，トンネルの費用見積が小さいことが判明すると，トンネル代案の決定

に傾く。また，竣漢汚泥の処分の事例では，環境親和のために参加意見か

ら出た代案は，処分場を自然保全地区から少し離すとともに，深度を深く

するものであったが，それが費用も当初提案よりもかからないことが明ら

かとなり，この代案が決定された。保養施設は自然価値の高い地域に企画

されることが多いが，自然を保全した形の営為となったゴルフ場の事例も

ある。

　「相勝状況」ではなくとも，政治的判断によっては直接結果は得られ

る。例えば，工業用地の事例では，当初想定されていた公害の重度な施設

の許可をしないようになり，また，工業以外の用途への変更がなされた。

負の環境帰結が回避できなくとも，代償がとられる。例えば，水道事業の

拡大のために，有権当局は代償措置をとることを許可付帯処方とした事例

がある。また，環境利益を含まない決定は，熟慮によってではなく，充分

な情報がないことに起因することがあるが，こうしたことは環境影響報告

制度によって避けられる。例えば，アオガエルの生態を考慮しない調査に

対しては，近隣住民の参加意見の指摘があり，対策がとられた。また，住
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宅立地に関して，立地代案は有り得ないときにも，水文学的調査によっ

て，緩和方策が必要なことが判明した。さらに，既定決定の再検討をもた

らすこともある。道路建設の事例では，右岸ルート代案と左岸ルート代案

があったが，交通治水省は右岸代案を既定していた。しかし，動態手続に

よって調査・参加がなされ，13代案が比較され左岸代案が環境親和的なこ

とが判明した。交通治水省はなおも右岸代案を決定したが，環境影響報告

書に言及した判決で覆される。また，判定（審査）手続も直接結果をもた

らすことがある。例えば，工場爆発の危険が考慮されていないこ、とや，必

要な駐車場が確保されていないことが判明し，追加の措置を生じさせた事

例がある。

　中止・延期という直接結果を生じることは，多くないが存在する。例え

ば，自動車レース場が騒音基準を満たすには，17メートルの防音壁が必要

なことが明らかになり，中止となった。また，軍事演習場の事例では，植

生・野生動物・地形学・考古学的な価値に影響があるとして，参加意見で

の反対も多く，起導者は提案を撤回した。その後に，東西冷戦対立が解消

し，必要性が薄れた。粉末石炭火力発電所の事例では，審査助言は，電力

輸入・既存施設利用・総合エネルギー原則などの代案の検討が不充分とし

た。その後，この問題は政治的争点となり，最終的には経済省は発電所企

画を中止した。この決定は，環境影響報告制度が主たる原因ではないが，

論議に貢献したことは間違いない。

　（イ）間接結果

　間接結果とは，長期的効果，規制の改善，構造的調査の動因，内面化，

手続の客観化・流線化などである（Scholten＆VanEck1994a：16－19）。天

然ガスと石油を燃料代案とするとき，前者の方が望ましいが，両者混合で

既存の排出基準を満たすことが明かとなった。業界企業間の公平のため

に，有権当局は混合燃料で許可した。しかし，これは，規制基準の改善

を，長期的には促すこととなろう。空港騒音では，既存基準に基づく調査

では不充分という審査助言が起因となり，補充報告書が作成され，さら
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に，夜間騒音基準が改訂された。堆肥工場の事例では，嗅覚計によって計

測が大きく異なることが明らかになり，嗅覚計の規格標準が作られるよう

になった。また，統制型処分場に係る環境影響報告をもとにした論議が生

じ，新しい統制型処分場指針（Richtlilngecontroleerdstorten）では，最善

技術の利用が義務づけられた。交通予測での最新デルの導入の起因となっ

た事例もある。

　環境影響報告書には欠落知識が記載されるから，情報・知識の欠如への

警告となり，構造的調査の動因となる。例えば，有毒物質・騒音・臭気の

複合影響はよく分かっておらず，そのような事例が繰返されたことから，

調査活動が開始された。また，累積的影響に関しても同様である。環境意

識の内面化の見られる。ある石油会社では，環境影響報告制度の原理を，

内部的な環境影響研究に適用している。また，国家治水機構（Rijkswater－

staat）や土地改善庁（Landinrichtingsdienst）も同様である。また，ある

州では，環境影響報告書の作成を外部コンサルタント会社に委託していた

が，営為企画部局が報告書に抵抗していた。そこで，州は内部職員で作成

するようにしたため，営為企画部局の職員も環境部局と協力せざるを得

ず，営為企画の環境帰結への認識も深まった。客観的に作成された環境影

響報告書は，議論を紛糾させなくする。例えば，鉄道新線の建設の事例で

は，時間距離の短縮が目標であった。新線建設をせずとも，接続列車の時

刻表改訂で目標が達成できるという異論がでた。しかし，それでは，別の

広範な地域に悪影響が生じることが明らかになった。そのため，新線建設

には，大きな反対が生じなかった。また，石油化学工場の事例では，自治

体は雇用拡大を期待して賛成であるが，住民は肺疾患を危惧した。しか

し，環境影響報告書の結果，影響は重要でないことが明かとなり，建設が

間題なく進められた。

　④　仕組弁証・運営弁証

　環境政策分野でない営為の弁反証は，政策分野間の利害を反映し，仕組

から予定される膠着状態となり，その弁反証の膠着が，メタレベルで環境
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影響報告制度の弁証を意味する仕組となっている。従って，ある意味で

は，仕組・事業運営の実態の如何に関わらず，相似的な弁反証となる。こ

こで弁証を行うことは，仕組の罠に落ちることである。そこで，より制度

内在的な弁証としては，環境政策分野を選んだ弁証が有り得る。この事例

が，ここで採上げる環境管理法評価委員会の弁反証である。具体的には，

環境許可制度に係る決定・営為を対象とする。そして，環境影響報告制度

の有無によって，環境許可制度の仕組・運営にどのような差異が現れるか

を見ることで，弁反証を行う．いわば，「零状況」との比較である。

　（2）仕組弁証

　①　手　　続

　（の　手続進行

　手続進行（verloop　van　de　procedure）とは，手続における順序・前後関

係である。手続進行における異同点は，表の通りである（表4－2（2）①

㈲）。環境影響報告制度が付加したものは，開始通知・意見参加，指針助

言，指針，環境影響報告書の作成・意見参加・助言・審査助言，有権当局

による評価調査報告書と公表，の諸点である。通常の環境許可制度と比べ

て，より多い参加機会（meer　inspraakmomenten），助言義務（adviesver－

Plichtingen）があると）・えよう。

　開始通知・環境影響報告書の公開に基づく，多様な方面からの参加・助

言による注入は，情報収集の実現を期待させる。また，専門分野知識によ

る独立的な環境影響報告委員会の関与は，品質保証と議論客観化に資す

る。意見参加機会は早期（開始通知）にも開かれ，これらは相侯って揚力

につながる。また，客観的な指針を前提とした報告書の作成は，起導者へ

の内面化を促す。さらに，委員会と法上助言者は，有権当局の行政負担軽

減を図る。品質保証された報告書と決定案と，それらへの参加・助言は，

環境利益充分存在への圧力として有権当局に作用する。最後に，評価の存

在は，情報収集と，それに基づいた方策による環境利益充分存在と，将来

の政策開発とに役立ち，将来の行政負担軽減にも資する。以上が評価委員



92　　比較法学32巻2号

　表4－2（2）①の

　手続比較：手続進行

ECW1996＝14

環境許可手続 環境影響報告 環境影響報告による付加

準備：

事前協議と申請作成

事前局面：

開始通知の準備と提出

環境影響報告委員会の指

針助言

事前協議，所見・助言

有権当局が指針作成

起導者は開始通知を作成

独立の環境影響報告委員

会による指針助言

有権当局が指針作成

申請の作成・提出 環境影響報告書と申請の

作成・提出

起導者が環境影響報告書

作成

受理性判別 受容性判別 なし

決定案の作成 決定案の作成 なし

参加・助言 参加・助言

（環境影響報告委員会の

審査助言を含む）

より多くの参加機会と助

言義務

決定 決定 なし

抗告 自立的抗告は不可能 なし

監視，実現，維持 有権当局による評価 有権当局は評価調査報告

書を作成，公表

会による弁証である（ECW1996：12－15）。

　（イ）手続期間

　手続期間（tijdsduur　prcedure）とは，手続に要する日数のことである。

手続期間における異同点は，表の通りである（表4－2（2）①（イ））。環境影響

報告制度が付加したものは，判別義務（政令別表D〉型のときに6週（起

導者と有権当局が同一のときには任意），指針までに13週（起導者と有権当局

が同一のときにはさらに8週延長），審査助言までに5週，決定で越境帰結

があるときには13週（＝4週＋3ヶ月）である。有権当局による環境影響

報告書の受容性判別は6週で，同時になされる環境許可申請の受理審査

（ontvankelijkheidstoetsing）の8週より短いが，申請・報告書の公表は10
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表4－2（2）①仔）

手続比較：手続期間

ECW1996：17

環境許可手続 環境影響報告 環境影響報告による付加

該当せず 別表Dに従って環境影響 有権当局が判別するとき

報告義務のとき（法7． （別表D）環境許可手続
8b条） は延長

起導者≠有権当局：6週 起導者≠有権当局：6週
以内

起導者＝有権当局：可及 起導者＝有権当局：定め

的速か なし

該当せず 指針： 環境許可手続の延長

起導者≠有権当局二13週 起導者≠有権当局：13週

〃　二　〃　　13週＋ 〃　二　　〃　　13週

8週延長可能 ＋必要であれば8週

申請作成：期間定めなし 環境影響報告書作成 なし

期間定めなし

不受理性判別二8週以内 不受容性判別二起導者≠ なし

有権当局：6週以内

補充：有権当局が期間を 補充：期間定めなし 比較をする限り，環境管

定める 理法手続の期間監視下に

ある

該当せず 申請・環境影響報告書の 環境影響報告手続は期間

公表：10週以内 延長を生じない

決定案：12週以内延長可 該当せず なし

能

第三者異見二文書4週以 第三者所見二 環境影響報告書への所見

内 文書：4週以内 に係る第三者へのその他

（必要であれば口頭） または口頭 会合は，手続の延長を意

その他会合で予備的意見 味しない

交換

助言： 助言二 環境影響報告による手続

法上助言者：4週以内 法上助言者：最低4週 延長は5週
環境影響報告委員会二参

加期間終了後5週

決定： 決定二 越境環境帰結が予期され

6月以内，延長可能 6月以内，延長可能 るときには，13週の追加

越境帰結のときは13週延 手続延長が可能

長可能
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週以内なので差がない。また，参加期間は，環境許可処分案には4週であ

るが，環境影響報告書には最低（ten　minste）4週であり，若干の付加が

有り得る。環境影響報告書の作成期間は起導者の任意であるが，その期間

だけ長くなる。

　従って，手続進行の色々な場面で，追加の時間が必要となる。その各々

は数週程度であり，報告書作成だけは起導者に規定される。その意味で，

流線化・行政負担軽減には逆方向に作用するが，情報品質保証と情報収集

のために許容できると解されている。また，議論客観化や第三者揚力が増

大すれば，抗告訴訟の減少などで，手続の短縮化や負担軽減化が期待しう

る（ECW1996：15－17）。

　②主体・条件

　（力　周与主体・運用機関

　環境影響報告制度では，多様な関係人・組織が役割を与えられている。

環境影響報告制度によって付加される関係主体は，環境影響報告委員会で

ある。従って，委員会の行う指針助言と審査助言の活動は純増である。こ

れが最も重要な付加であり，情報収集と品質保証に寄与する。その他の起

導者＝許可申請者，有権当局，法上助言者，意見参加者は，環境許可制度

に元々存在しており，関係者それ自体は増えない。しかし，その各々に，

追加の活動が付与される（表4－2（2〉②Gり）。起導者は，開始通知と環境影

響報告書作成を通じて，多様な資料を提出する。通常の環境許可制度で

は，収集されない情報もあり，また，収集されたとしても有権当局が行

う。従って，起導者の思考過程を刺激して内面化に資するとともに，有権

当局の負担軽減をも図る。また，これらの情報が公表され，参加・助言の

機会が増えることは，公開性を高め，情報収集と第三者揚力を促す。通常

の環境許可制度では許可処分案の公表・参加だけであるが，環境影響報告

制度では，指針供与の前にも開かれ，独自の公聴会も為される（ECW

1996：18－20，22）。

　（イ）条　　件
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ECW1996＝19表4－2（2）②（ア）

関係者

環境許可手続 環境影響報告 環境影響報告による付加

申請者（二起導者） 起導者 一

有権当局：決定案・決定 有権当局： 追加任務二

許可維持 指針作成，決定案・決定 指針作成

必要ならば実現化 評価報告書の提示 一評価

必要ならば方策 一評価報告書作成

該当せず 環境影響報告委員会： 有権当局への独立審査・

非公式協議 助言

指針助言

審査助言

法上助言者： 法上助言者： 環境影響報告手続は多少

環境影響報告手続におけ の法上助言者を付加

る追加的助言者

一決定案への助言 一指針への助言 指針・環境影響報告書へ

一環境影響報告書への助 の助言二これの助言は環
圭
口 境影響報告の品質の保証

一決定案への助言 に奉仕する

意見参加者： 意見参加者： 第三者は環境影響報告手

決定案に対する文書（要 環境影響報告書の内容 続において，決定に関与

請により口頭）異見 （指針）に関する所見 できるより多くの機会と

環境影響報告書に関する 可能性を有する

文書・口頭所見

　環境影響報告書では，必要条件として，課題・目標設定，代案，環境帰

結予測，環境現状の記述がされる。通常の環境許可制度では，類する情報

は入力され得るが，有権当局のかなりの努力を要する。環境許可申請での

情報は，造作の性質・規模，造作の経営執行，環境負荷（belasting　van

het　milieu），環境負荷防止・制限方策，環境負荷の登録方法などである

が，この環境負荷は，いわゆる排出（emmissies）に関わる（造作・許可

関連環境管理政令（lnrichtingen－en　vergunningenbesluit　miliuebeheer，

IVB）。これに対して，環境影響報告制度での環境帰結は，いわゆる侵害



96　　比較法学32巻2号

　表4－2（2）②α）

　条件

ECW1996＝21

環境許可手続 環境影響報告 環境影響報告による付加

健全理由付け 決定の基となる基盤 なし

造作の環境帰結を考慮 環境帰結の配慮のための 環境配慮の方法は，造作
　　　　　　　　一（aanmerking　nemen） 方法 の環境帰結に関して追加

の理由付けとなる

環境影響報告手続では記

念物に係る文化歴史価値

も関係し，同じように空

間利用・統合安全性に関

する熟慮もされうる。つ

まり，「拡張射程」がこ

れらの事柄を決定形成に

取入れさせうる。

該当せず 代案群の熟慮（over一 代案群の熟慮は，環境影
wegingen） 響報告義務の造作への決

定が言及されるときのみ

に必要である

助言・関係者異見 助言・所見の熟慮 なし

他利益との衡量（afweg一 他利益の熟慮 なし

ing）

造作の環境帰結を考慮 越境帰結の熟慮
（越境帰結を含む）

（immissies）に関わる。また，環境影響報告制度では，起導者は，環境現

状，提案・代案・自動進展間の比較，欠落知識，代償可能性，関連諸決定

の概観，要約も提起せねばならず，これらは通常の環境許可制度にはな

い。より多くの情報によって，環境利益充分存在を図るのである（ECW

1996：18－20）。

　また，環境影響報告制度は，環境面に関して2つの付加を行っている

（表4－2（2）②α））。第1は，造作の環境帰結に加えて，記念物などの文化

歴史的価値，空間利用，安全など，多くの点にも配慮する。拡張射程

（verruimde　reikwijdte）である。第2は，代案との比較が出来ることであ

る。こうして，環境利益充分存在と第三者揚力が期待される（ECW1996：
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21）。

　（3）運営弁証

　①方　　法

　環境管理法評価委員会が採った事業運営の弁証方法は，事例の対比較に

よる運営調査（praktijkonderzoek）である。制度運営の有無による，目的

に照らした効果の差異を明らかにする。産出の差異（有無）は当然である

から，産出弁証は有り得ず，結果弁証となる。環境許可を要する造作で，

環境影響報告書の作成が要不要の対比較を採用した。仕組弁証との対応で

ある。

　運営調査には大量観察もあり得るが，ここでは事例研究によった。これ

は，調査形態とも関わる。ここでは，関係資料調査（dossieronderzoek）

と面接調査（interviews）がなされた。関係資料調査の中心は，環境許可

と付帯処方の比較にあるが，許可申請・指針・参加意見・環境影響報告書

なども含まれる。環境の質に関わる点での差異を調査する。面接調査で

は，許可担当者，有権当局の環境影響報告調整官（m．e．r．一co6rdinator），

起導者（許可申請者）が中心であるが，利益集団や意見参加者も含まれる

こともある。ここでは，衡連資料調査から得られた情報を，確認すること

に主眼が置かれる（ECW1996：37）。このような調査形態には，事例研究

が適している。

　事例研究で問題となるのは，事例選択である。評価委員会の挙げる事例

の選択基準は，以下の通りである。第1は利用可能性と実在性であり，実

際の環境許可から事例が得られることである。第2は比較可能性であり，

環境影響報告の有無の一対が類似の造作で得られることである。出来れ

ば，規模は環境影響報告義務の裾切りの上下に近く，同一ないし同等の行

政機関が望ましい。有権当局は，州執政部が望ましい。第3は近時性であ

り，具体的には，現行法施行（1993年3月1日）以降ということである。

第4は頻繁性であり，環境許可がよく行われる造作の方が結論も一般性を

持てる。
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表4－2（3〉①

選択事例

ECW1996：33

造作種類 事例 場所 州 環境影
響報告

廃棄物処分場 Smink　B．V．

Gewest　Midden－IJssel

Hoo91and

Lochem

Utrecht

Gelderland
有
無

有機肥料施設 RAZOB　N．V．

RAZOB　N．V．

Deume
Eindhoven

Nrd－Brabant

Nrd－Brabant
有
無

肥料加工 Promest　B．V。

TVC　B．V．（Comeco）

Helmond
Weerselo

Nrd－Brabant
Overijsse1

有
無

汚泥回収 Rijkswaterstaat　Z－H

H　h　e　e　m　r　a　a　d　s　c　h。

Schieland

Hol1．Diep

Z　e　v　e　n　h　u－

izen

Z－HoHand
Z－Holland

有
無

熱電併給 EZH　N．V．

EZH　N．V．

Rotterdam

Den－Haag

Z－Holland

Z－Holland
有
無

　選択は次のような段階で行われた。第1は，造作の種類の選択であり，

頻繁性などから5種類とされた。なお，重化学工業関係の製油所・化学工

場は，工程が多様すぎて比較可能な対事例がないため断念した。第2は，

事例の事前選択を，環境影響報告委員会の年次報告書とプロジェクト記述

から行う。第3は，比較可能性などの基準から，最終的な事例を選択す

る。選択された事例の概要は，表に掲げた通りである（表4－2（3）①）。もっ

とも，事例選択に限界もある。第1に，環境影響報告が有無となる対の数

は，必ずしも多くない。第2に，環境許可の登録は一般に欠陥が多い。第

3に，環境許可ではなく廃棄物法許可（Aw（afvalstoffenwet）一vergun－

ning）のこともある。肥料加工では，現行法施行以降は，環境影響報告義

務のない環境許可がない。経過法規に基づいて，これらの廃棄物法許可は

環境許可と看徹した。第4に，同一種類の造作でも規模の差異が大きく，

比較可能性は厳格には守れない（ECW1996：31－34）。

　②　事例比較

　関連資料調査では，許可申請・許可処分を比較し，ついで，許可付帯処
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　関係資料調査によれば，有例では，環境許可処分において，体系的・広

範的な方法で全ての環境側面への関心（法第8．8条）が払われている。例え

ば，エネルギー再利用や，造作の交通誘引作用など，広い環境概念が採ら

れる。これに対して，無例では，処分における検討は簡潔で，政令や通達

（circulaires）への言及が多い。また，有例では国・州の廃棄物政策と，そ

の中での位置づけという，広い関心が払われるのに対し，無例ではこうし

た点は簡潔でしかない。

　内容的付帯処方に関しては，両例は近似している。内容は，政令，指

針，基準などに依拠する。但し，一般的には有例の方が，強力・詳細・具

体的な付帯処方が出されている。例えば，土壌に関して，上部遮蔽の厚さ

や排水への詳細な処方がされた。また，公害の測定指標や対策が処方に具

体的に示される。無例では，単なる配護義務（zorgplicht）に留まる。生

態系，景観，歴史文化に関しては，両例とも詳察されていない。環境影響

報告書では廃棄物処分終了後の空間形態に関心が払われているから，景観

への処方がないことは目立つ。後者の手続的処方については，有例では，

安全・土壌・地下水・表面水などの側面での，統制・監視・記録義務の処

方が大量であるが，無例には該当するものがない。無例の方が広かったの

は，消火計画についてだけである。

　面接調査によっても，廃棄物処分場政令（Stortbasluit）の規定・指針・

モデル許可付帯処方（modelvergumingsvoorschriften）が使われるため，

内容的には大差はない。しかし，環境影響報告書をもとに，有権当局・起

導者・人々（第三者）が社会的議論が出来る点は相違である。もっとも，

無例でも，起導者が非公式に周辺住民・利益集団に接触を進めたため，揚

力は充分に生じた。有例では，指針・審査助言は硬直的な障害物として作

用し，また，費用の割には揚力に貢献しない。有例では，時間が長期とな

ったため，環境影響報告書の指針が廃棄物処分の実務から乖離して，内面

化には寄与しないし，モデル付帯処方・指針から逸脱しないから内面化に

は貢献しない。むしろ，無例の方が，起導者と有権当局のスムースな関係



;t ~ :/ ~~"*J~~~f~z;~ / y h ~U~;~a)*~i;~1 (~~~+) 

~;~ 4 - 2 (3)~(4) ECW : 1996 : 42 

Algemene gegevens cases composteerinstallaties . 

101 -

,Gnmed~n WnHD,gwnhg zbnde, m.e.･. WnHe,gwr,blg r,~ ntc~r. 

~>~, V~i~i:4~~*~!~l~~. ~~~~~1f~~fl~c~~~)4'?~~t~:~__~iC~v･Cl~, ;~~~U ･ ~~f~u 

~)~~1~t~cv'. ;~f4~~~l~, R~1~~>Ic)~~~)~:~=.~~~!~*I~~)~~*, ~~~U~~, ~ 

~fy~~F~~~~J~~~~H~~;~ ~~4'~f" ~:~cv･~> ~ ~~) ;~ (ECW 1996 : 39-42). 

(~) ;~fl;~~~~~F~~:~~ (composteerinstallaties) 

~14.~i~*~~･~~F~1E~~1 ~ ~LI~~, ;~ff~U ･ ~~~U ~ ~, -･~'･-･'--"~l~T~~~~~*1~~~~t=-'~~~=1~~~~~~ (~~~~ 

8 10~f~~&,) ~)5~~E~:~~,~~Li ~~~f~, ~:~*~l~cv~. ~~~~ ･ ~~~~~~~~~~~~~~~~~itfL 



102　　比較法学32巻2号

悪臭輪郭区域（geurcontouren）は造作の大小に対応している。工程に関

しても大体は同じである。しかし，有例の性格は目的処方（doelvoor－

schriften）であるのに対して，無例では手段処方（middelvoorschriften）

である。また，有例は，地下水中のテトラクロロエチレンの測定，振動，

エネルギー節約などの処方を含み，また，企業内部の環境配護体系と環境

年次報告の設計と監査にも言及している。手続的付帯処方では，有例では

詳細に規定される。例えば，受入れは事前にルール化された統制と記録が

され，受入れの是非が区分され，搬入搬出ルールも定められる。また，環

境影響報告委員会の助言に基づき，付帯処方に盛込まれた悪臭削減計画で

は，地下水の監視や企業用地内の循環が付加された。無例では，土壌・地

下水への追加調査が許可に際して義務づけられたが，有例では，環境影響

報告書で既に調査済みである。安全については大差はないが，無例では電

気・火災安全への配備がより厳格に求められた。

　面接調査によれば，無例の当初案への揚力は小さく，廃材破砕施設の除

外などの許可申請の修正などを経て，環境許可手続の中で揚力を高めたと

いう。有例では揚力の拡大はなかったが，これは，既存造作の拡張が既に

実現していた事実による。いわゆる「食後の芥子（mosterd　na　de　maa1－

tijd）」（二遅すぎて役に立たない）であり，儀式化していた。また，有例・

無例とも，内面化は生じていない。手続期間は，有例で26ヶ月，無例で6

ヶ月であるが，これは事前協議を含んでいない。従って，行政負担に重大

は差異はない（ECW1996：43－45）。

　（ウ）汚泥回収（baggerspecieberging）

　関係資料調査によれば，有例では，全国・州の政策の引照が広範にされ

る。例えば，汚泥除去政策見解（Beleidsstandpount　verwijdering　bagger－

specie），汚泥国家環境影響報告書（RijksMER　baggerspecie），第3次水政

文書（Derde　nota　waterhuishouding），抑制・再利用通知書（Notitie

preventie　en　hergebruik）などである。また，有例では多くの反対意見が

あり，環境影響報告委員会の助言にも取入れられ，相当の適応がされて許
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表4－2（3）②（ウ）　　　　　　ECW＝1996＝45

　　　　　　Algemene　gegevens　cases　baggerspecieberging

K◎nme巾㎝ Wm荊㎎unni㎎z6“der　m．e。臨 W肝》e稽um董㎎m融m．e工

lnltiatlefnemer Hoogheemr＆adschap　Schleland Rllkswaterstaat　Zuld－Ho”and

Pbats Zevenhuizen NumansdorP／WI”emstad

Bevoegd　gezag G．S．Zuid－H◎lland G．S．Zuld・Ho”and

Datum　startno量itle n．V．t 12september1990

Datum　toetslngsadvles n．V、t， 29augustu91994

Datum　aanvraag 18jul目994 16mei1994

Da量um　besluit 281anuarh995 28februarl1995

Aard　van　de　vergunnlng opricht旧ggvergunnlng　voor　een

tilde闘jk　depot

oprlch吐lngsvergunnlng　voor　een

permanent　depot

Bedrljlsspeci蕾ieke　kenmerken lnrichting　bestemd　voor　tiidelijke

opsIag　op　he竜land　van　baggerspecie

van　klassen1，2，3en4

hrlchthg　bestemd　voor　he吐

onde酬ater　stoほen　van　baggerspeGie

van　de　klassen2，3en4

しocatlespecifleke　aspeden inrich吐ing　in　nabljheld　van　een

glastumbouwbedrll『・

a量olln　Ho”andsch　Diep

hsta閥atles　in　de　Inrlch竜Ing geen　VaSte　inS電a”a吐IeS een　d樹usor　voor　het　s量o貞en　van

specle　h　een　compa面ment

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3
Capacitelt（m・e・r・一grens’500・000m　l

　　　　　　3
17．400m

　　　　　　　　　3

13m旺loen　m

Ultvoerder　onderzoek van　de　Waal　en　Pa虞ners Provlncle　Zuld－HoIland　en　Noord・

Brabant　en　Rllkswaterstaa吐Zuld－

Ho”and

8edenklngen vijf　pa虞lculleren dedlg　Pa段icu爺eren　enlof　organisatles

Beroep derden Ambach量sheerlijkheld　Cromstrilen

B＆W　Wl閥emstad

B＆W　Cr◎mstrilen（lngetrokkenl

Bestuur　PvdA（Wl”ems量ad）

Pa由cuheren　Waterspoほverenlging

W“lemstad

Vereniglng　elgenaars　Numansgor9

可処分に至っている。もっとも，これらは規模・性質の差異に起因してい

る面もある。

　土壌・地下水・表面水に係る内容的付帯処方は，規模・性質の差を考慮

すれば，ほぼ同一である。但し，有例では自然・景観に係る付帯処方があ

るが，無例ではない。手続的付帯処方では，有例で，多くの調査因子に関

して，広範な統制・監視処方が示された。統制計画・自然・景観計画と財

政的組織的保証のための後護計画（Nazorgplan）の策定，保持施設記録
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（registratieonderhoudinsta11aties），騒音測定の厳格な規則などである。も

っとも，これらも，有例の規模の大きさと，恒久的な性格に起因している

面もある。また，無例では安全面への関心が乏しいが，有例では，運搬高

度や，苦情と苦情対応の記録が，規定されている。有例では環境影響報告

と結合した評価計画も含まれているが，無例では評価には関心がない。

　面接調査によれば，環境影響報告は第三者に情報を提供する手段とし

て，高く評価されており，揚力と正統性に寄与している。無例では，第三

者への情報は提案営為の高度に限られ，揚力は全く欠如している。もっと

も，許可申請にあたって，無例でも申請者は，環境帰結への認識を得るた

めに，代案の比較検討を行っている。内面化は環境影響報告によるより

も，有権当局との交渉などによって，有例・無例とも進められている。有

例では，参加機会の追加で行政負担は重いが，代案の衡量や段階的進行な

どで，基礎固めのある決断ができる（ECW1996：45－47）。

　ω　熱電併給（wamte－krachtkoppeling）

　関係資料調査によれば，無例では許可申請・処分において，背景や経緯

の説明が乏しいが，有例では許可処分において詳述されている。有例は無

例に比して，法的枠組，『危険との付合い（omgaan　met　risco’s）』文書，

エネルギー節約国策，土壌保護法（Wet　bodembescheming，Wbb）の「多

機能思考（multifunctionaliteitsgedachte）」など，多くの点についての考察

論述がある。従って，有例の方が，より深い情報によって決定ができ，関

係者も他の政策との調和や慎重性に関して容易に審査ができる。なお，無

例では反対者はなかったが，有例には反対者はかなりあった。

　内容的付帯処方は，火室施設排出条件政令（Besluit　emmissie－eisen

Stookinstallaties，BEES）が適用されるため，両例とも大差がない。但し，

有例では，環境影響報告書での予測を認識して，追加的な調査方策が盛込

まれている。その他の環境保護のための処方も，おむね同じである。但

し，有例では振動侵害への関心がないが，無例では関心が払われている。

また，土壌についても，無例の手段処方の方が詳細である。有例では，許
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表4－2（3）②国　　　　　　　ECW：1996148

　　　　　　　Algemene　gegevens　cases　warmtekrachtkoppeling．

K◎nm●舳n Wm覗㎎μml㎎z6駅艶rmβ．監 Wim嶋㎎um㎞g　m顧m，●。馬

lnmaUe『nemer NV日e㎞ric除e随sbedrllr　Zuid冒Ho”巳nd NV　Elo㎞dc臆o腫sbedrljf　Zuid・Ho”and

Plaats Den　Haag Ro嫡●rdam

Bevoegd　gezag Provlncle　Zuld・Ho”and Provlncb　zuld・Ho”and　IDcMRl

Datum　s量a橘noti“e n．》．t．

2柚●ptemb●r1992

Datum　toe吐shgsadvies n．V．ヒ． 140klober1994

Datum　aanvraag 16mel1994 20junH994

Datum　besIUIt 21december1994 10augus吐us書994

Aard　van　de　vergunning uitbreiding　en　revlsie uitbreldlng　en　r●vlsle

日edrilfsspec旧eke　kenmerken produk吐b　van　elek量rldtelt　voor　he量net　en

warmte　voor　stadsve㎜armlng

produMle　van　elekセrlc脆elt　voor　het　ne電en

w邑rm匙e　voor　st巳dsv酬armlng

LocaUespeclfieke　aspecten geiegen　oP　gemeente”lk　indus量rie吐errdn

oP60meter　afstand》an　wonlngen

9●bgon　nabll　het　havengebled　van

Rotterdam

lnsta闘a電ies　h　de　hrlchtlng 腕》ee　gasturbhe－eenheden　leder

bestaande　Ult　een　argasko量el　en　een

stoomturbhe・generatoreenheId

drie　gasturbinegenerat◎reh　bder

bestaande　ul量een　afg巳sketel　een

stoomturblne・generator－eonheld

Capaclte随（m．e．卜grens’

300MWe）
192MWe 370MWo

Ultvoerder　onderzoek EZH EZH●n　KEMA

Bedenklngen geen Stichtlng　Nat、en　Ml”eu，Zd・Hollandse

M聾bufede鷹tb，ρa盈lcu”εr

Beroep geen loOP電no9

可申請に企業内環境配護システム（Bedrijfsintem　Milieuzorgsysteem，

BIM）が添付され，許可処分では環境年次報告書が命じられるなど，環境

配護への結合が図られている。また，評価も有例にはあるが，無例にはな

い。手続的付帯処方は，有例の方が多様な点で，詳細かつ具体的である。

内的・外的安全，一時休止，臨界警報（kritische　alarmeringen），防火，

報知，保持・統制・監察などである。

　面接調査によれば，無例では，火室施設排出条件政令や協定で内容が既

定されていたことや，80年前からある施設の部分更新であることから，揚

力は求められなかった。有例でも，起導者や有権当局にとっては内容は既



106　　比較法学32巻2号

定であり，第三者にとって僅かな揚力と正統性の増大があったに留まる。

また，内面化は両例とも，組織内的に決断に環境を充分に取込んでおり，

環境影響報告の有無が直接には関係していない。手続期間は，有例が13ヶ

月で，無例が6ヶ月（事前協議・工事を除く）であるが，行政負担は大差

がないという（ECW1996：48－50）。

　（オ）肥料加工（mestverwerking）

　関係資料調査によれば，無例では，申請は法的条件を充たし，環境への

負荷も重大ではないため，許可処分は短い。有例の許可処分で，政策，排

出，エネルギー，有効性，被害，環境配護などの観点での衡量がなされ，

環境影響報告書での欠落知識には，2年後の評価調査が決められた。

　内容的付帯処方は基本的には同じであるが，有例ではさらに，工程施

行，施設，搬入・船積み，肥料加工，生物ガス発酵・貯蔵，濃縮，製造，

貯蔵などに，具体的な処方が付与される。なお，危険物保管に関しては，

両例とも類似している。大気への排出に関しても，悪臭排出・侵害の測

定・統制はほぼ同じである。有例では，排気・浄気施設の有効性が規定さ

れている。煙突の高さが異なるのは，規模の相違や周辺住民の有無などに

よる。また，有例の方が無例よりも厳格な点も多い。例えば，無例では，

草乾燥機用オランダ排出指針（Nederlandse　Emmissierichtlijn，NeR）が適

用されるが，有例ではより厳格な肥料加工用オランダ排出指針が適用され

る。また，塵，アンモニア，臭気，硫黄酸化物，窒素酸化物，硫化水素，

一酸化炭素などの排出基準も，有例の方が厳しい。さらに，有例の蒸気ボ

イラーは公害法（Hinderwet，Hw）の排出条件政令（Besluit　emmissie－

eisen）を充たす必要があり，煙浄化や生物ガス貯蔵への規定も詳細であ

る。肥料貯蔵は液体閉鎖的方法により，搬出は肥料液の責任ある除去が義

務であることは，両例とも同じであるが，有例ではタンクまで処方されて

いるが，無例は単なる考慮義務だけである。さらに，有例では，測定・保

安施設，工程警報，火災探知機，企業内消防組織などが義務づけられてい

る。
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表4－2（3）②㈲　　　　　　　ECW＝1996151

　　　　　　　Algemene　gegevens　cases　mestverwerking。

㎞me蜘　　　　　　　　　Wm糊gumlngz6n虚rm．o．r．　　　　　　Wm棚gumhg　m酬m．e．r．

in慮latlefnemer Tuげ・！mestprodu㎞en　verkoop　centrale

σVCl
Promes璽BV

Plaats Weerselo Helmond

Bevoegd　gezag Gemeente　Weerselo Provlncie　N・Brabant

Datum　sta直no璽itie n．V．t． 230ktobed990

Datum　toetsingsadvies n．V．電， 28aprll1992

Datum　aanvraag 6junl1994 14augus量us1991

Datum　beslu腫 22december1994 81uni1993

Aard　van　de　vergunning oprlchtlngsvergunning oprich“ngsvergunnlng

Bedrijfsspecifleke　kenmerken mestve㎜erking mes～e鵬rklng

Loca量lespeclfieke　aspeden ln　bultengebled　zonder　wo◎nbebouwhg op　hdustrleterreh　omgevon　door

woonbebouwlng

lnsta11atles　In　de　inrlch電ing Trommeldroger Trommeldroger

Capacilelt　l肌e・r・・grens．
　　　　　　3
25．000m　l

22．・。Om3t。npeりaar 100．000ton　perjaarl　mogelilke

opscha“ng　naar600，000量on　afh　van

geuronderzoek

U睡voerder　onderzoek Bedrljfs　Milleudlenst　Oost Bureau　voor　MI髄eumanagement

Bedenklngen geen Promest　BV

B＆W　van　Helmond
Braban｛se　Milieufedera輔e

Padculleren

団ich電ing　v　Natuurbehoud　en

　Mi”eubeheer，Gewest　He㎞ond

Wijkraad　Groot　Brouwhuis

Beroep geen 1a，bopt　no9

　手続的付帯処方では，両例とも調査，記録，必要なときの悪臭削減方策

などについては同様である。しかし，有例では，有権当局は悪臭制限のた

めに補充の規定がある。起導者は，許可処分後3ヶ月以内に，空気取扱施

設の詳細レイアウト，悪臭成分の搬出方法，測定要領を策定して，州執政

部の承認を得なければならない。2年後には，環境影響報告の評価がさ

れ，毎年，窒素酸化物の統制測定がされる。さらに，将来の規模拡大に関

連して，悪臭排出と削減方策の調査が必要である。土壌に関しては，両例
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とも調査が必要であるが，有例では，構造的な監視と漏洩・汚染防止が義

務づけられている。騒音も，無例では必要なときに調査すればよいが，有

例では，州執政部の承認を得て調査要領を実施する。ゴミの搬出について

も，無例では記録だけだが，有例では州執政部との議定書（protocol）が

必要である。組織的・操業的方策に関しても，有例の規定の方が広範であ

る。有例では，危険地帯区分（gevarenzone－indeling）もされ，さらに，

その他要素の搬入・搬出の記録，検査・測定資料，統制，監察，報告な

ど，約40もの手続的処方が付されている。

　面接調査によれば，環境影響報告手続への揚力・情報提供・代案・正統

性の観点からの関係者の評価は高くない。関係者の報告書の品質への評価

は中位であるにも関わらず，審査助言は積極的判断を下しているのが目立

つ。有例の環境影響報告書は，当該州の最初の事案であるだけでなく，肥

料加工に関する最初の事案であった。肥料加工施設の開発は最親環境代案

のように進められ，その意味で，環境影響報告の意義が薄かった。関係者

は，無例でも環境品質に関しては正のイメージを有している。内面化は，

有例・無例とも大差がない。手続期問は，有例で18ヶ月，無例で10ヶ月で

ある（ECW1996：51－55）。

　③　結　　論

　（力　関係資料調査

　限られた数の事例比較ではあるが，評価委員会はいくつかの結論を得て

いる。第1に，有例の方が，政策枠組への関心が払われる。第2に，許可

処分の内容は，有例・無例で大差がない。これは，政令，指針（許可処

分），通達，企業基準（協定など）などの標準処方の有無にも左右される。

また，統制，工程監督，監視，安全，警報，記録などでは，有例の方が詳

細に規定される。第3に，有例では目的処方ができるが，無例では手段処

方となる。これは知識の相違に基づく。環境影響報告書には，多様な区分

ごとの排出や，排出削減技術などが記述されているから，有例では最大排

出値という目的処方の形がとれる。無例では，こうした知識を欠くから，
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削減手段を執るという処方しか示せない。

　第4に，無例では調査義務が課されることが多いが，有例では既に環境

影響報告書に記載されている。第5に，事前調査の品質・射程は，一般に

有例の方が無例よりも高い。これには，環境影響報告指針，審査助言が作

用している。第6に，有例では，自然・景観も含め，環境に関する統合的

関心が払われる。また，許可と企業内環境配護との結合も，環境年次報告

書，環境配護システム，環境監査などによって，有例の方が進む。第7

に，有例の方が，第三者の反対意見を取込みやすい。環境影響報告で多く

の情報が出されるため，第三者がそれをもとに反論を展開できるからであ

る。例えば，熱電併給では，自然・環境財団（stichting　Natuur　en

Milieu〉や，南ホラント環境協会（Zuid－Hollandse　Milieufederatie）は，

環境影響報告書の情報をもとに反対意見を提起している（ECW1996：57－

60）。

　（イ）面接調査

　面接調査は，全ての事例に関して同程度に行えたわけでもなく，面接回

答も明らかに事実に反するものもある。従って，限定はあるものの，評価

委員会は以下のような結論を得ている。第1に，関係資料調査からも同様

であるが，許可付帯処方の内容は，有例・無例で大差がない。モデル許可

付帯処方や標準の存在によるが，これは，環境影響報告の代案調査の幅

と，決定における政策自由度とを制約し，環境影響報告制度の剰余価値を

限定する。また，内面化や揚力にも阻害的に作用する。第2に，無例では

許可処分後の調査が必要なことが多いが，有例では既に調査済みである。

第3に，起導者への内面化が，環境影響報告制度では進まない。手続が長

い，費用が大きい，その割には実際の決定に違いがない，指針が硬直的で

経済的・技術的に時代遅れになりやすい，ことなどによる。第4に，有例

では，内容に第三者が影響を与えることは少ないものの，揚力は多少は増

大している。これは良質の情報提供と，有権当局・起導者との接触機会と

による。第5に，有例では，情報提供，政策選択肢の明示，代案の衡量な
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どで，決定形成の正統性は僅かに拡大している。第6に，行政負担も僅か

に増大している（ECW1996：60－62）。

　（4）総　　括

　以上のような仕組弁証・運営弁証から，環境管理法評価委員会の環境影

響報告制度に関する総括的弁反証は，以下のようである（ECW1996：62－

63）。第1に，環境利益充分存在は，政策枠組への関心，良質の調査根拠，

環境帰結の統合的考慮などによって，達成されている。第2に，情報品質

保証は，環境影響報告委員会の役割や，良質の調査根拠によって，達成さ

れている。第3に，接触機会の増加と，良質の情報提供によって，第三者

の関与と揚力は拡大している。第4に，大量の知識・情報，環境影響報告

委員会の役割，良質の調査根拠によって，議論は客観化されている。ある

程度の弁証はなされる。これらに対して，環境影響報告制度は，既存の環

境許可制度に貢献をしていない点もある。第1に，手続の流線化はなく，

手続期間は長い。第2に，行政負担軽減化も達成されず，むしろ，僅かの

増大である。第3に，政策将来開発にもつながらない。これらは，必ずし

も深刻なものではないが，反証といえる。

終

　以上で，オランダの環境アセスメント制度である，環境影響報告制度の

運用に関する観察を終えることにする。なお，本稿に残された課題は，同

制度の運用における変化（創設・変更）と連関であり，他日，観察の機会

を持ちたい。
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